
資料 2021-8-5 

 

 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 

広帯域移動無線アクセスシステム委員会 

報 告（案） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 19 年 4 月 23 日 

 



 I

目 次 
 

Ⅰ 審議事項 ………………………………………………………………… 1

Ⅱ 委員会及び作業班の構成 ……………………………………………… 1

Ⅲ 審議経過 ………………………………………………………………… 1

Ⅳ 審議概要 ………………………………………………………………… 2

第 1 章 広帯域移動無線アクセスシステム（固定的利用）の概要 …… 2
1.1 審議の背景 …………………………………………………………… 2
1.2 サービスの概要 ………………………………………………………… 3
1.3 高利得 FWA利用におけるBWAシステムの要求条件 …………… 4
1.4 調査対象とするシステム  …………………………………………… 5
1.5 FWA 検討モデル ……………………………………………………  6
 

第 2 章 国際標準化動向   ………………………………………………… 9
2.1 IEEE802.16 標準及び WiMAX フォーラム ……………………… 9
2.2 IEEE802.20WG における検討状況 …………………………… 12
2.3 PHS MoU Group における検討状況 ……………………………… 14
2.4 ITU-R における検討状況 ……………………………………… 15
 

第 3 章 隣接周波数帯を使用する無線システムとの 
周波数共用条件の調査 …………………… 17

3.1  2.5GHz 帯の概要  …………………………………………………… 17
3.2  周波数共用に関する調査の方法  …………………………………… 18
3.3  N-Star による移動衛星サービスとの周波数共用の調査  ………… 20
3.4  モバイル放送システムとの周波数共用の調査  …………………… 25
3.5 所要ガードバンド幅 ………………………………………………… 30
 

第 4 章 広帯域移動無線アクセスシステム同士の 
周波数共用条件の調査  …………………… 31

4.1 隣接帯域を使用する BWA 間の周波数共用 ……………………… 32
4.2 同一周波数を使用する BWA⇔FWA 間の周波数共用 …………… 50
4.3  同一周波数を使用する MWA 間の周波数共用 …………………… 55
 
 



 II

 
第 5 章 広帯域移動無線アクセスシステム（固定的利用） 

の技術的条件 ……………………………… 57
5.1  技術的条件の適用範囲 ……………………………………………… 57
5.2  一般的条件  …………………………………………………………… 57
5.3  無線設備の技術的条件 ……………………………………………… 61
5.4  測定法 ………………………………………………………………… 70

 
第 6 章 今後の検討課題  …………………………………………………… 74

6.1 20MHz システムの導入  …………………………………………… 74
 

Ⅴ 審議結果 ………………………………………………………………… 75

 
別添 情報通信技術審議会諮問第 2021 号「2.5GHz帯を使用する広帯域

移動無線アクセスシステムの技術的条件」のうち「高利得 FWA シス

テムの技術的条件」に対する一部答申（案）…………………………… 76
 

別表 1 広帯域移動無線アクセスシステム委員会 構成員  ……………… 95
別表 2  広帯域移動無線アクセスシステム委員会  

技術的条件作業班 構成員    ………………  96
  



 1

Ⅰ 審議事項 

情報通信審議会情報通信技術分科会広帯域移動無線アクセスシステム委員

会（以下「委員会」という。）は、情報通信審議会諮問第 2021 号「2.5GHz

帯を使用する広帯域移動無線アクセスシステムの技術的条件」（平成 18 年 2

月 27 日）のうち「高利得 FWA システムの技術的条件」について調査検討を

行った。 

 

Ⅱ 委員会及び作業班の構成 

委員会及び委員会の下に調査検討の効率化を図るために設置された技術的

条件作業班（以下「作業班」という。）の構成は、別表 1 及び別表 2 のとおり

である。 
 

Ⅲ 審議経過 

(1) 第 5 回委員会（平成 19 年 1 月 19 日） 

検討再開にあたり、委員会の運営方針を確認するとともに、委員会の進

め方、スケジュール等について検討を行った。 

(2) 第 6 回委員会（平成 19 年 3 月 1 日） 

外部関係者からの意見の聴取の機会を設けた。また、作業班からの検討

状況報告に基づき検討を行った。 

(3) 第 7 回委員会（平成 19 年 3 月 26 日） 

作業班からの検討結果報告に基づき検討を行い、委員会報告(案)及び答申

(案)をとりまとめ、これについてパブリックコメントを求めることとした。 

(4) 第 8 回委員会（平成 19 年 4 月 23 日） 

パブリックコメントに対する委員会の考え方、委員会報告及び答申(案)

を取りまとめた。 
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Ⅳ 審議概要 

第１章 広帯域移動無線アクセスシステム（固定的利用）の概要 

 

1.1 審議の背景 

1.1.1 広帯域移動無線アクセスシステムの移動的利用 
我が国においては、高速インターネットアクセスに対する利用者ニーズの高

まりから、DSL（Digital Subscriber Line）や光ファイバ等、大容量のデータ伝

送が可能なブロードバンドサービスが順調に普及しつつある。 

一方、無線システムについては、第 3 世代携帯電話等によって音声のみなら

ずデータ通信サービスが提供されているが、さらに都市部を中心として、第 3

世代携帯電話のデータ伝送速度を上回る高度な移動通信サービスを享受した

いとの要望が高まっている。 

さらに、国際標準化機関においては、2.5GHz 帯等の周波数帯を想定した無

線アクセスシステムについて、精力的に標準化活動が進められている。 

このように、現在、国内外において、広帯域移動無線アクセスシステムに対

するニーズが高まってきていることを受け、総務省では、平成 16 年 11 月より

「ワイヤレスブロードバンド推進研究会」を開催し、ワイヤレスブロードバン

ドの具体的システム、周波数帯について検討が行われ、IMT-2000 プランバン

ドとなっている 2.5GHz 帯を広帯域移動無線アクセスシステムへの有力な割当

ての候補とするとの提案がなされている。（平成 17 年 12 月） 

以上を踏まえ、2.5GHz 帯を使用する広帯域移動無線アクセスシステムの技

術的条件について審議するため、情報通信審議会情報通信技術分科会において

広帯域移動無線アクセスシステム委員会を設置（平成 18 年 2 月）し、まずは、

モビリティを有する BWA（Broadband Wireless Access System）（以下「MWA

（Mobile BWA）という。」について調査検討を行った。委員会は、平成 18 年

12 月に委員会報告書（以下「前回報告書」という。）を取りまとめ、その後、

同月の情報通信審議会情報通信技術分科会において「2.5GHz 帯を使用する広

帯域移動無線アクセスシステムの技術的条件」のうち「20MHz システム及び

FWA システムを除く広帯域移動無線アクセスシステムの技術的条件」につい

て一部答申がなされたところである。 

 

1.1.2 広帯域移動無線アクセスシステムの固定的利用 
我が国においては、市街地でブロードバンドサービスが普及している市町村
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等においても、山間地や離島等のいわゆる条件不利地域においてはブロードバ

ンドサービスが享受できない、いわゆる「地域内格差」が存在する場合がある。

こういった地域的なデジタル・ディバイドを早期に是正するために、低廉で設

置が容易な無線システムの活用が期待されているところである。 

また、「ワイヤレスブロードバンド推進研究会 終報告書」においても、

2.5GHz 帯については、移動通信システムに対してのみならず、こういった条

件不利地域における固定施設間の通信を実現するシステムに対しても候補周

波数帯とされている。 

このため、前回報告書においては、BWA を地域のブロードバンド整備のた

めに固定的に利用するために必要となる高利得 FWA（指向性の高いアンテナ

を用いた固定無線アクセス（Fixed Wireless Access）システムであって、無線

アクセス回線によりインターネット接続等を提供するシステム。）の技術的条

件等について、今後の検討課題とされたところであり、以下の項目について引

き続き、委員会で検討を行ったものである。 

・高利得 FWA 等システムの導入 

・同一帯域を異なる事業者が利用する場合の共用条件 

 

1.2 サービスの概要 

本検討において想定される利用シーンとしては、上記 1.1 項の審議の背景か

ら、条件不利地域において、高利得 FWA によりラストワンマイルの加入者宅

向けインターネット接続等のサービスを提供する場合や、デジタル・ディバイ

ド対策のための高利得 FWA システムによる中継を行う場合などが考えられる。

ここでは、想定される利用シーンを以下の３つに類型化した。 

 

【利用シーン１】 

加入者宅内へ直接、インターネット等の接続回線を提供する。中程度の利得

を持ったアンテナを端末機器に搭載し、宅内に設置する。 

 

【利用シーン２】 

加入者宅へのラストワンマイルのインターネット等の接続回線を提供する。

加入者宅の屋根や軒先等の屋外に高利得アンテナを設置する。 

 

【利用シーン３】 

高利得アンテナにより、条件不利地域への中継回線を提供する。 
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端末局（屋外設置）【シーン２】

～
４

ｋ
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度
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加入者宅へラストワンマイルの
インターネット等の接続回線を提供

(MWAは前回報告書において検討済み)

 

なお、「利用シーン１及び２」の付加的サービス形態として、そのサービス

エリア内の一部で一定のモビリティを持つ MWA（前回報告書において検討済

み）サービスも併せて可能とするような利用シーンも想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.1 BWA の固定的利用（FWA）により想定される利用シーン 

 

1.3 高利得 FWA 利用における BWA システムの要求条件 
高利得 FWA における BWA システムの要求条件については、周波数利用上

の要求条件、普及に関する要求条件、MWA との関係に関する要求条件を勘案

し、以下のとおりとした。 

 
(1) 周波数利用上の要求条件 

高利得 FWA として求められる技術方式については、周波数を有効に利用で

きる TDD（Time Division Duplex：時分割複信）方式が適当である。 

また、高利得 FWA システムについては、MWA と地域的に共用する場合にお

いて、MWA に影響を与えない範囲で、有線系ブロードバンド代替システムと

しての対象エリアを十分に広くに取ることができる技術方式であることが適

当である。 
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(2) 普及に関する要求条件 
デバイス単価やサービス構築コストの低廉化を促すため、国際的な標準化機

関において標準化されており、かつ、複数のベンダーによる参入が見込まれる

技術方式であることが適当である。 

 

(3) MWA との関係に関する要求条件 
調査対象とする 2.5GHz 帯は移動業務に分配されていることを踏まえると、

将来的に条件不利地域においても MWA の導入への要求が高まる可能性がある。

このため、高利得 FWA システムについても都市部で使用されている方式と同

様の MWA へ拡張することが容易な技術方式であることが適当である。 

  

1.4 調査対象とするシステム 
上記 1.3 項の要求条件を踏まえ、調査対象とするシステムは、以下のとおり

とした。 

① 検討の対象とする高利得 FWA システム 
検討の対象とする高利得 FWA システムとしては、前回報告書において当面

の導入の対象として検討されたものと同様のシステムであって、具体的に高利

得 FWA としての利用ニーズのある以下の２つのシステムとすることが適当で

ある。 

・IEEE802.16e-2005（WiMAX） 

・次世代 PHS 

なお、前回報告書において検討された範囲内の空中線電力及び空中線利得で

運用を行う FWA については、前回報告書のモバイルにおける検討結果がその

まま適用できるものと見なすことが適当である。以下、本報告書において、

「FWA」とは、前回報告書で検討された範囲を超える空中線電力または空中線

利得で運用を行う FWA を指すものとする。 

 

② 同一帯域内において使用するシステム 
検討の対象とする BWA システムとしては、前回報告書において当面の導入

の対象として検討されたものと同様のシステムである以下の４つのシステム

とすることが適当である。 

・IEEE802.16e-2005（WiMAX） 

・IEEE802.20（MBTDD Wideband） 
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・IEEE802.20（MBTDD 625k-MC mode） 

・次世代 PHS 

 

また、周波数有効利用の観点から、同一帯域を使用する場合の離隔距離等を

できるだけ 小限のものとするため、同一帯域内においては、同期を取ること

が可能なシステムを使用することが適当である。 

 

③ チャネル幅 
１チャネル当たりの周波数チャネル幅については、一部答申の際に検討され

たのと同様、5MHz 幅及び 10MHz 幅とした場合について検討することが適当

である。 

 

1.5 FWA 検討モデル 
1.2 項に示した各利用シーンについて検討を効率的に進めるため、1.4 項①に

おいて調査対象とした WiMAX 及び次世代 PHS に対するモデル化を行った。

モデル化の結果を以下のとおり示す。 

なお、以下、「FWA 基地局」を「FWA BS」、「FWA 端末局」を「FWA SS」、

「MWA 基地局」を「MWA BS」、「MWA 端末局」を「MWA MS」というもの

とする。 

 

(1) 「利用シーン１」を実現する FWA 検討モデル 
屋内において、主にパーソナルコンピュータ等の情報通信機器の LAN イン

ターフェースに有線接続し設置利用する CPE （ Customer Premises 

Equipment：端末局）から、屋外の BWA アクセスポイントに無線インターフ

ェースにより接続する利用形態を想定した FWA である。 

MWA と同等のサービスエリア（所要伝搬距離：1km 程度）内において、端

末局が固定的利用を行うことを前提としたサービスであることから、端末局と

BWA アクセスポイントとの間の伝搬路が見通外（以下「NLOS（Non-line of 

Site）」という。）である場合において、MWA よりも通信品質を安定的に維持

する必要があり、端末局の空中線利得を MWA MS よりも高利得（10dBi）とす

る必要がある。 

 

(2) 「利用シーン２」を実現する FWA 検討モデル 
端末局の空中線を加入者宅の屋根や軒先等の屋外に設置する、いわゆる
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P-MP（Point to Multi Point）型のネットワークトポロジーを構成する FWA で

ある。 

有線ブロードバンド代替システムとしての利用が想定されるため、通信品質

を安定的に維持しつつサービスエリアを「利用シーン１」のものよりも拡大（所

要伝搬距離：4km 程度）する必要から、端末局の空中線利得を高利得（20dBi）

とする必要がある。 

 

(3) 「利用シーン３」を実現する FWA 検討モデル 
主に端末系伝送路としての利用が想定される「利用シーン１及び２」とは異

なり、地理的制約により有線の敷設できない条件不利地域における中継系伝送

路として、いわゆる P-P（Point to Point）型のネットワークトポロジーを構成

する FWA である。 

寄りの電気通信事業者のネットワークノードまで、xDSL などのメタル回

線では品質劣化が生じる距離にある地区であって、様々な制約により光ファイ

バや他の手段で敷設できない地区等にサービス提供する必要から、MWA シス

テムをベースとしつつ長距離区間（所要伝搬距離：10km 程度）の回線を構成

するための高利得（23dBi）空中線が必要である。また、P-P であることを前

提とするため、高利得とすることによる他の無線局への影響を考慮し、他のモ

デルと e.i.r.p.を同じくしつつ伝搬距離を稼ぐ必要から、空中線電力については、

より低減（3.2W）することも必要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5.1 利用シーンから導出した FWA 検討モデル 

利用シーン１ ⇒ モデル１：ユーザ宅内へのサービス提供利用シーン１ ⇒ モデル１：ユーザ宅内へのサービス提供

( ( ( ( (
 ( ( ( ( 

( ( ( (

端末局（宅内設置）

基地局

通信距離：４km程度

通信距離：10km程度

利用シーン２ ⇒ モデル２：ユーザ宅へのサービス提供利用シーン２ ⇒ モデル２：ユーザ宅へのサービス提供

利用シーン３ ⇒ モデル３：中継回線への利用利用シーン３ ⇒ モデル３：中継回線への利用

宅内に設置した筐体一体型加入者局により、
利用加入者宅内へ直接、インターネット等の
接続回線を提供

屋外に設置した高利得アンテナを
使用し、加入者宅へラストワンマイ
ルのインターネット等の接続回線
を提供

条件不利地域への中継回線への提供

通信距離：１km程度

基地局

端末局（屋外設置）

基地局
端末局
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以上から、各利用シーンを実現する FWA 検討モデルは、下表のとおりとな

る。（参考資料 1-1、参考資料 1-2） 

 
表 1.5.2 FWA 検討モデル別の所要伝搬距離 

利用シーン 利用シーン１ 利用シーン２ 利用シーン３ 
検討モデル モデル１ モデル２ モデル３ 
所要伝搬距離 1km 程度 4km 程度 10km 程度 

 
表 1.5.3 FWA 検討モデル諸元 

 WiMAX 次世代 PHS MWA との比較 
通信方式 TDD 同 
多重化方式及び接続方式 OFDM-OFDMA 同 
変調方式 基地局 BPSK､QPSK､ 

16QAM､64QAM 
BPSK､QPSK､ 
16QAM ､ 32QAM ､

64QAM､256QAM 

同 

端末局 QPSK、16QAM 
 

（同上） 

送信バース

ト長 
基地局 計 5ms となる 

10 通り 
2.5ms 同 

端末局 （同上） 2.5ms 同 
占有周波数

帯幅の許容

値 

5MHz システ

ム 
4.9MHz 2.4MHz、4.8MHz 同 

10MHz システ

ム 
9.9MHz 9.6MHz 

大空中線

電力 基

地

局 

モデル１ 
モデル２ 

20W 10W WiMAX：20W 
 
次世代 PHS：10W 
 

モデル３ 
 

3.2W （同左） 

端

末

局 

モデル１ 
 

500mW （同左） WiMAX：200mW 
 
次世代 PHS：200mW
 

モデル２ 200mW 
 

（同左） 

モデル３ 
 

200mW 
 

（同左） 
 

大送信空

中線利得 
基

地

局 

モデル１ 
モデル２ 

17dBi 12dBi WiMAX：17dBi 
 
次世代 PHS：12dBiモデル３ 

 
25dBi （同左） 

端

末

局 

モデル１ 
 

10dBi （同左） WiMAX：2dBi 
 
次世代 PHS：4dBi モデル２ 

 
20dBi （同左） 

モデル３ 
 

23dBi （同左） 

 



 9

第２章 国際標準化動向 
 

2.1 IEEE802.16 標準及び WiMAX フォーラム 
2.1.1 IEEE802.16WG における検討状況 

IEEE（米国電気電子学会）802.16WG は、2004 年 6 月、P-MP トポロジー

を 想 定 し た シ ス テ ム と し て IEEE802.16-2004 標 準 を 策 定 し た 。

IEEE802.16-2004 では、基地局による複数の端末の帯域割当てを制御する方式

を採用し、かつ基地局から端末の間に障害物が存在する見通し外通信への対応

を可能とするため、物理層に OFDM（Orthogonal Frequency Division 

Multiplexing）と OFDMA（Orthogonal Frequency Division Multiple Access）の

多重化方式などが採用された。適用周波数帯は、11GHz 以下である。なお、「固

定 WiMAX」と称される無線システムは、IEEE802.16-2004 標準規格に準拠し

て、WiMAX フォーラムで策定されたプロファイルに準じて製造、認証された

通信機器あるいはそれにより構成されるシステムを示すものである。 

さらに、IEEE802.16WGでは、図2.1.1に示すとおり、2006年2月、

IEEE802.16-2004標準に移動利用のために必要なハンドオーバ機能やパワー

マネジメント、移動環境での利用を想定した機能等を追加した

IEEE802.16e-2005標準を策定した。適用周波数帯は、6GHz以下のライセンス

バンドとなっている。 
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（Convergence Sub-layer)

MAC CPS
(Multimedia Access Control Common Part Sub-layer)

Security Sub-Layer

Wireless MAN

SC
(1)

SCa
(2)

OFDM
(3)

OFDMA
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(5)
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QoS +
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MIMO +
UL-TPC
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etc.

《IEEE802.16-2004/Coｒ.1》
《IEEE802.16e-2005》

PH
Y
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PHYの追加規定は殆どが
OFDMAに関する内容。
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(1)
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(2)

OFDM
(3)

OFDMA
(4)

HUMAN
(5)
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（Convergence Sub-layer)

MAC CPS
(Multimedia Access Control Common Part Sub-layer)

Security Sub-Layer

CS
（Convergence Sub-layer)

MAC CPS
(Multimedia Access Control Common Part Sub-layer)

Security Sub-Layer

Wireless MAN

SC
(1)

SCa
(2)

OFDM
(3)

OFDMA
(4)

HUMAN
(5)

Handover
Sleep/Idle
HARQ +

QoS +

etc.

MIMO +
UL-TPC
Sounding

etc.

Handover
Sleep/Idle
HARQ +

QoS +

etc.

MIMO +
UL-TPC
Sounding

etc.

《IEEE802.16-2004/Coｒ.1》《IEEE802.16-2004/Coｒ.1》
《IEEE802.16e-2005》《IEEE802.16e-2005》
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Y

M
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C

PHYの追加規定は殆どが
OFDMAに関する内容。

図 2.1.1 IEEE802.16 標準のドキュメント構成 
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なお、｢モバイルWiMAX｣と称される無線システムは、IEEE802.16-2004及

びIEEE802.16e-2005標準規格に準拠して、WiMAXフォーラムで策定されたプ

ロファイルに準じて製造、認証された通信機器あるいはそれにより構成される

システムを示すものである。 

また、2006年5月、マルチホップリレー技術を用いてIEEE802.16ネットワー

クのカバレッジやスループット、システム容量を改善することを目的に、

IEEE802.16j（Mobile Multihop Relay）のTGが設置された。IEEE802.16jでは、

IEEE802.16-2004及びIEEE802.16e-2005におけるOFDMAモードの物理層と

MAC層を、リレー局の運用を可能とするように拡張するための作業が進めら

れており、2007年9月に標準化が完了する予定である。IEEE802.16j準拠のリ

レー局の導入により、カバレッジの拡大やスループットの向上が図られ、結果

としてIEEE802.16ネットワークの展開コストの低減を図ることが可能となる。 

さらに、2007年1月、WRC-07で周波数帯が確定する見込みのIMT-Advanced

のGCS（Global Core Specification）への提案を見据えたプロジェクトとして、

IEEE802.16m（Advanced Air Interface）のTGが設置された。具体的には、

IEEE802.16-2004及びIEEE802.16e-2005のOFDMAモードに対する後方互換

を確保しながら、20MHz/40MHzのチャネル帯域幅のサポートやマルチアンテ

ナ技術の高度化、MACの効率化などによる伝送速度の高速化を行うこと、更

にはIEEE802.16e-2005より高速な移動環境に対応することなどが含まれる。

IEEE802.16mの適用周波数帯は、6GHz以下のライセンスバンドとなっており、

高速移動において100Mbps以上を達成することを目指している。 

 
2.1.2 WiMAX フォーラムの検討状況 
(1) WiMAX フォーラムの目的 

WiMAX（Worldwide Interoperability for Microwave Access）フォーラムは、

IEEE802.16 で標準化された無線規格に準拠する機器の仕様適合性と相互運用

性を担保することを目的に、2001 年 6 月に通信機器ベンダー、半導体、高周

波部品やアンテナなど、関連ベンダーを中心に設立された非営利団体である。

WiMAX フォーラムの加盟企業は、2007 年 2 月現在、機器ベンダー、デバイス

メーカ、通信事業者、測定器メーカほか、430 社（団体）以上となっている。 

現在の IEEE802.16 標準は、物理層だけでも 5 種類の規定が含まれるなど多

くのオプションパラメータを持つため、固定利用からモバイル利用まで幅広い

適用性を持つ反面、機器ベンダーなどが IEEE802.16 標準より任意にオプショ

ンを選定して実装を行った場合、異なるベンダー間で機器の相互運用性に問題
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が生じる可能性がある。このため、WiMAX フォーラムでは、IEEE802.16 標準

に含まれるオプションパラメータのうち、利用環境に応じた適正なパラメータ

を仕様（システムプロファイル）として規定するとともに、これに準じて製造

された機器の仕様適合性と相互運用性を保証するための認証活動が進められ

ている。 

なお、WiMAX フォーラムの設立後しばらくは、IEEE802.16-2004 準拠の固

定 WiMAX に対する、物理層及び MAC 層に対するシステムプロファイルや仕

様適合性と相互運用性の試験仕様の策定と認定試験を主な活動内容としてい

たが、2005 年 2 月以降、IEEE802.16e の標準化作業の進捗を踏まえて、主に

モバイル WiMAX を対象に、標準化範囲をネットワーク層などのレイヤ 3 以上

に拡張して活動が継続されている。 

図 2.1.2 に IEEE802.16WG と WiMAX フォーラムとの関係を示す。 

 

 

図 2.1.2 IEEE802.16WG と WiMAX フォーラムの関係図 

 

(2) システムプロファイルの概要と検討スケジュール 
WiMAX フォーラムで規定される具体的なシステムプロファイルには、物理

層、MAC 層、RF、パワークラスの各プロファイルがある。物理層プロファイ

ルとしては、OFDMA 方式、TDD 方式、フレーム長などのほか、マルチアンテ

ナ技術として MIMO のサポートなどについて規定されている。MAC プロファ

イルとしては、ハンドオーバ、QoS（Quality of Service）、認証プロトコルな

どについて規定されている。また、RF プロファイルとしては、チャネル帯域

幅や中心周波数などが規定され、パワークラスプロファイルとしては、送信電

力の規定範囲の分類が規定されている。 

モバイル WiMAX のシステムプロファイルは、要求事項を Release1 と
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Release2 のフェーズに分けられ、現在 Release1 の検討が完了した状況にあ

る。Release1 については、認証試験が２段階に分けられ、最初の段階を Wave1、

次の段階を Wave2 と呼んでいる。Wave1 は、韓国で導入されている WiBro

に対応するプロファイルが主になっており、2007 年 7 月頃より認証試験が開

始される予定である。また、Wave2 は、MIMO、IPv6、5 段階の QoS クラス、

MBS（Multicast and Broadcast Service）など、モバイル WiMAX のシステム

プロファイルをフル実装したものである。2.5GHz 帯の認証試験については、

Wave2 のみを対象とすることが確定しており、Wave2 については、2007 年

10 月頃より認証試験が開始される予定である。 

Release2 は、Release1 の要求事項を包含しつつ拡張したシステムプロファ

イルであり、WRC-07 で周波数事項が審議される IMT-Advanced に向けた

IEEE802.16m のプロジェクトと互いに歩調をあわせながら検討が進められて

いる状況にある。 

 
2.2 IEEE802.20WG における検討状況 
2.2.1 標準化活動の経緯 

IEEE802.20WG は、移動体高速通信にゼロの設計レベルから最適化された

ワイヤレスブロードバンドを実現するシステムの標準化を目的として、2003

年 3 月より検討が開始された。 

2004 年 7 月、IEEE802.20WG は、移動性能、周波数利用効率、伝送速度等

の目標仕様を決定した上で、2005 年 9 月より FDD 方式及び TDD 方式のそれ

ぞれについてシステムの提案公募を開始した。その結果、TDD 方式について

は、QTDD 及び BEST-WINE 方式の２方式がフル提案として提出された。 

2006 年 1 月、IEEE802.20WG は、TDD 方式の選定システムとして、MBTDD 

Wideband モード（QTDD ベース）及び MBTDD 625k-MC モード（BEST-WINE

ベース）の 2 方式を決定し、2006 年 3 月及び 6 月の二度にわたり、2 方式に

対する Letter Ballot 手続きを完了させた。 

しかしながら、2006 年 6 月、IEEE-SA（IEEE Standards Association）の判

断により、IEEE802.20WG の活動が一時休止となり、同年 9 月に、IEEE-SA

により IEEE802.20WG における議長団の更新、WG メンバーの所属企業・ス

ポンサー企業の明確化、運営の透明性・公平性の監視機関設置を行う条件で、

11 月の WG 会合より活動が再開された。以降、新議長の下で、休止直前の状

態（仕様は 2 回の Letter Ballot が完了）までの WG 活動における審議内容と出

力ドキュメントのレビュー及びそれに続く標準化審議手順が議論されている。
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また、新たな提案募集を受け入れ、3月と 5月の会合で方式の審議が行われる。

1 月の WG 会合では、議長から 2007 年 7 月 Sponsor Ballot 開始のワークプラ

ンが示された。WG 休止前の評価基準、要求条件その他の出力はほぼそのまま

今後の審議に反映される。標準化作業期間は、2008 年 12 月まで二年間の延長

がなされたが、現在 2007 年末の標準化完了を予定に作業が進められている。 

 
2.2.2 主な技術の概要 

IEEE802.20 の特徴は、当初から高速移動環境への適用を前提とした IP トラ

ンスポートシステムとして設計されている点である。SRD（System 

Requirements Document）において規定されている要求仕様は、表 2.2.1 のと

おりである。 

表 2.2.1 SRD において規定されている要求仕様 
項目 目標仕様 

移動速度 移動速度最大 250km/h 

周波数利用効率 

(bit/sec/Hz/Sector) 

下りリンク    2.0   @ 3km/h 

              1.5   @ 120km/h 

上りリンク    1.0   @ 3km/h 

              0.75  @ 120km/h 

最大伝送速度 
下りリンク    4.50Mbps/2.5MHz 

上りリンク    2.25Mbps/2.5MHz 

 

上記の要求仕様を満足するための各方式の技術的な概要は、以下のとおりで

ある。 

(1) MBTDD Wideband  
MBTDD Wideband は、5/10/20MHz の基本占有帯域幅を使った TDD/OFDMA

をベースとしたシステムであり、MIMO、選択的周波数繰り返し、空間分割多

重、その他移動環境に最適化された技術の採用により、高速移動時においても

高速伝送性能と高い周波数利用効率を実現するものである。 

 

(2) MBTDD 625k-MC  
MBTDD 625k-MC は、既に世界各国にて運用実績のある ANSI（American 

National Standards Institute ） に て 規 格 制 定 さ れ た iBurst ”ATIS 

0700004-2005High Capacity Spatial Division Multiple Access (HC-SDMA)“を

ベースに IEEE802.20 の SRD を満足するように、機能及び性能の向上を実施
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した。システムの仕様は、HC-SDMA と同様に 1 キャリア 625kHz の占有帯域

幅を持つ TDD/TDMA/FDMA/SDMA をベースとしたマルチキャリアシステム

である。変調方式の多値化、マルチキャリア、アダプティブアレイアンテナ、

空間多重技術等の高度化により、高速移動時においても高速伝送性能と高い周

波数利用効率を実現するものである。 

 

2.2.3 フォーラム活動 
MBTDD 625k-MC のフォーラム活動として、iBurst フォーラムがある。 

iBurst フォーラムは、iBurst システムの普及を目的として、既に商用サービ

スを開始している通信事業者や、商用開始を計画している事業者、iBurst 製品

/システム/ネットワーク/設置等のベンダー及びサービスを提供する ISP、ディ

ストリビュータが集まり、2004 年に設立されたコンソーシアムである。 

同フォーラムでは、市場ニーズ動向に基づく iBurst Protocol Standard の改

定と機器互換性の確保、iBurst システムの国際標準化活動の推進、世界におけ

る市場動向調査及び広報活動を行っている。 

 

2.3 PHS MoU Group における検討状況 
2.3.1 標準策定の経緯及び今後のスケジュール 

PHS MoU Group は、PHS の世界への拡大を目指して、1996 年 7 月に結成

された団体である。PHS MoU Group の主な活動は、PHS に関する技術仕様

の作成、PHS のサービス開発、PHS に関する様々なプロモーションである。

2006 年現在の会員数は、アジア各国を中心として、約 70 社である。 

2005 年、PHS MoU Group は、ブロードバンドワイヤレスアクセスシステ

ムの一つとして、次世代 PHS に関する検討を目的としたサブワーキンググル

ープを設置し検討を開始し、さらに 2006 年 3 月より専門のワーキンググルー

プを設置して本格的な標準化活動が開始された。 

2006年8月下旬、PHS MoU Groupは、マイクロセルベースであるPHSの技

術的特長を基本として、OFDM等の新たな技術を導入することにより高速、大

容量化したシステムとして次世代PHS規格バージョン１を承認した。PHS 

MoU Groupにおいては、現在、詳細仕様を含めた検討を継続しており、2007

年9月にMACレイヤ含めた規格策定を完了し、その後のPHS MoU Group総会

にて承認され、標準化が完了する予定である。 
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2.3.2 主な技術の概要 
次世代 PHS 規格は、OFDMA/TDMA-TDD を採用しており、周波数帯幅とし

ては 1.25MHz～20MHz をサポートしている。 

また、現行 PHS と同様にマイクロセルによるエリアカバーと自律分散方式

をベースとした自由度の高いエリア展開を前提とした規格である。これらと共

に、現行 PHS で採用されているアダプティブアレイアンテナ技術及び SDMA

技術をサポートし、加えて MIMO 技術もサポートするものである。 

 

2.4 ITU-R における検討状況 

我が国のほか、米国、欧州においても、IP ネットワークへの接続を可能と

する BWA 技術の導入に向けた議論が高まってきたこと、更に ITU-T において

次世代ネットワーク（NGN）として IP ネットワークを中心とした検討が進め

られてきたことなどを背景として、ITU-R において、IP ネットワークに適し

た BWA の標準化作業が移動通信業務を所掌する SG8 傘下の WP 8A で検討さ

れてきたところである。 

WP 8A では、BWA をブロードバンドデータレートでユーザにサービスの提

供が可能なアクセス技術として捉え、各地域、国の標準化機関（SDO：

Standards Development Organization）に広く研究・開発中のシステムを含め

問い合わせ、これらを標準化勧告に組み込む作業を行った。その結果、2006

年 9 月の WP8A 会合において、BWA に関する標準化勧告案が作成された。本

勧告案については既に郵便投票の最終手続きが開始され、早い時期に勧告化さ

れる見込みである。 

本勧告案には、IEEE802.16e 及び ETSI（European Telecommunications 

Standards Institute）  HiperMAN、ATIS（Alliance for Telecommunications 

Industry Solutions） WTSC（Wireless Technologies and Systems Committee）

規格の I-CDMA、HC-SDMA、TD-SCDMA(MC)及び R2004、次世代 PHS、さ

らに既存勧告を参照する形で IEEE802.11などの無線 LANや IMT-2000が含ま

れた。一方、IEEE 802.20 において検討されている MBFDD/MBTDD-Wideband

及び MBTDD 625k-MC については提案がなされなかったことから、ITU-R の 

BWA 標準勧告案には含まれていない。 

一方、IMT-2000 及びその後継である IMT-Advanced の標準化に向けた検討

を行っている SG8 傘下の WP8F においては、IMT-2000（FDD）と WiMAX

（TDD）との 2.5GHz 帯における共用検討が行われてきた。 
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更に、2007 年 1 月に開催された WP8F カメルーン会合において、IEEE と

WiMAX フォーラムより提出されていた、モバイル WiMAX（提案名称は

IP-OFDMA）を IMT-2000 の 6 番目の陸上無線インタフェースとして追加する

ための提案について議論が行われた。その結果、IP-OFDMA の外部評価グル

ープ設置を含め、次回の WP8F 京都会合（2007 年 5 月）に向けた議論のプロ

セス（提案方式に対する評価の結果を募集するプロセス）が合意された。WP8F

京都会合では、外部評価結果を踏まえて、IMT-2000 無線インタフェース標準

規格の勧告である ITU-R M.1457 勧告の第 7 版ドラフトへ IP-OFDMA を盛り

込むか否かが確定することになっている。 
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第３章 隣接周波数帯を使用する無線システムとの周波数共用条件の調査 
 

3.1 2.5GHz 帯の概要 
3.1.1 2.5GHz 帯の周波数利用状況 
本項では 2.5GHz 帯の周波数利用状況について述べる。 

(1) 2500～2535MHz 
移動業務（航空移動を除く。）及び移動衛星業務（宇宙から地球）に分配さ

れており、現在、国内においては、電気通信業務用の携帯移動衛星通信（N-Star）

に使用されている。 

(2) 2535～2655MHz 
移動業務（航空移動を除く。）及び放送衛星業務に分配されており、現在、

国内においては、2630～2655MHz について、放送用のモバイル放送システム

に使用されている。 

(3) 2500～2690MHz 
無線通信規則第 5.384A 条において、WRC-00 決議 223 に従う IMT-2000 プ

ランバンドとして分配されている。 

 

 

 

 

 

図 3.1.1 2.5GHz 帯の周波数割当状況 

 

3.1.2 調査対象とする周波数帯 
FWA に関する検討対象とする周波数帯については、ワイヤレスブロードバ

ンド推進研究会(平成 17 年 12 月最終報告)において、2535MHz から 2605MHz

までの 70MHz の帯域が利用可能であるとされていた。その後、S 帯を利用す

る準天頂衛星システムの導入計画が見直されたことにより、現時点では、同シ

ステム用に分配されている 2605MHz から 2630MHz までの 25MHz の帯域に

ついて、民間又は関係省庁における衛星システム利用の具体的な計画や意向が

特段認められない状況となっている。したがって、FWA システムについても、

前回報告書と同様、当該周波数帯を加えた合計 95MHz 帯域を周波数共用条件

の調査対象とした。 

 BWA システムの調査対象周波数帯である 2535MHz～2630MHz の隣接周波

広帯域移動無線
アクセスシステム

N -Star 
（↓） 準天頂衛星 モバイル 

放送 

2505 2535 2605 2630 2655(MHz)

アクセスシステム

（MWA、FWA）

N -Star 
（↓） 

モバイル 
放送 

2505 2535 2605 2630 2655(MHz)

（準天頂衛星） 
広帯域移動無線
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数帯には、図 3.1.1 のとおり、N-Star ダウンリンク及び衛星放送システム（モ

バイル放送の衛星及び地上ギャップフィラー）が運用されていることから、こ

れら隣接システムとの干渉回避のため、適切なガードバンドを設ける必要があ

る。なお、本ガードバンドは、既存の隣接システムの使用周波数から確保する

ことが困難であることから、BWA システムの調査対象周波数帯の中から確保

するよう検討する必要がある。 

 

3.2 周波数共用に関する調査の方法 
3.2.1 ガードバンド調査に用いたシステム諸元 

ガードバンドの算出に用いた FWA システムの各方式の諸元（送信電力、給

電線損失、アンテナ利得、許容干渉レベル、アンテナパターン、送信電力マス

ク等）を参考資料 1-1 に示す。同様に、N-Star 及びモバイル放送の諸元（送信

EIRP 密度、アンテナ利得、許容干渉レベル、許容感度抑圧レベル、アンテナ

パターン、送信マスク等）を参考資料 3-1 及び参考資料 3-2 にそれぞれ示す。 
 

3.2.2 干渉量の計算方法 
(1) 最悪値条件による検討 
 最悪値条件による検討では、システム諸元及び検討対象となる伝搬モデルに

おける伝搬ロスから、以下の計算方法により被干渉局における干渉量を計算す

る。 

 
＜送信パラメータ＞ 
・EIRP 密度 [dBm/MHz] 
・送信マスク減衰 [dBr] 
・帯域外輻射密度 [dBm/MHz]＝

EIRP 密度－送信マスク減衰 

＜伝搬路パラメータ＞ 
・伝搬ロス [dB] 
・アンテナ指向減衰 [dB] 
・付加損失 [dB]；存在する場合 

＜受信パラメータ＞ 
・受信アンテナ利得 [dB] 
・受信給電線損失 [dB] 
・許容干渉レベル [dBm/MHz] 
・干渉量 [dB] 

 

＜計算方法＞ 
・Minimum Coupling Loss (MCL) [dB]  

= 帯域外輻射密度＋受信アンテナ利得－受信給電線損失－許容干渉レベル 
・干渉量 [dB] ＝MCL－伝搬ロス－アンテナ指向減衰－付加損失 
・伝搬ロス：自由空間伝搬モデル又は extended Hata Model（郊外モデル） 
・付加損失：回折損失等 

図 3.2.1 最悪値条件による計算のイメージ図 

許容干渉レベル

与干渉帯域 被干渉帯域 

ガードバンド 

送信出力 
送信マスク 
減衰 

伝搬ロス

干渉量 

伝搬ロス
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(2) シミュレーションによる干渉発生確率の計算 
 本章においては、干渉発生確率を算出するためのシミュレーションツールと

して、広く公開され、かつ第３世代携帯電話システムを中心として多くのシス

テムの干渉検討に用いられている実績を持つ SEAMCAT（ Spectrum  

Engineering Advanced Monte-Carlo Analysis Tool）※1を利用した。 

本シミュレーションでは、各システムの各種パラメータを設定し、各局の位

置情報として、被干渉システムと与干渉システムの距離、与干渉側の存在範囲、

密度を設定し、干渉源の所在位置をランダムに変化させた上で、干渉レベルを

計算し、干渉発生確率により評価を行った。 

本件シミュレーションの条件を参考資料 3-4 に示す。 

                                                  
1 SEAMCAT は ITU-R 報告書 SM.2028 に基づく。 
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3.3 N-Star による移動衛星サービスとの周波数共用の調査 
3.3.1 N-Star サービスの概要 

N-Star は静止軌道上にある通信衛星であり、サービスエリアは、全国の陸上

及び経済水域となる海上である。N-Star サービスの主な利用形態としては、通

常の電話・データ通信利用のほか、海上での船舶通信、災害時における非常通

信回線、ルーラル地域における臨時回線などがあり、通信内容も音声、データ、

FAX などがある。このほか最近では、救急車から病院への心電図などのデータ

伝送にも使われるなど、公共安全業務への利用も進みつつある。 

 
3.3.2 N-Star 端末の耐干渉特性 

一般に衛星通信の受信装置は、微弱な信号を受信するため、高い受信感度と

低い雑音レベルが要求される。このため、空中線系は、高利得かつ低ロス化さ

れ、また、低い NF と高い利得を持つ LNA（Low Noise Amplifier）により受信

機初段が構成される。一方、受信帯域外からの大電力信号の漏れ込みに弱く感

度抑圧現象を生じるほか、所望受信信号自体が微弱であるため、隣接帯域から

の微小なスプリアス干渉から影響を受けやすい。 

N-Star 端末の許容スプリアス干渉レベル及び許容感度抑圧レベル特性は参

考資料 3-2 のとおりである。なお、許容スプリアスレベルは国際調整値として

規定されているものであり、許容感度抑圧レベル特性は実験的な検証により得

られたものである。スプリアス干渉は、N-Star 端末の受信帯域の中に落ち込ん

でくる FWAシステムからの不要輻射や発生ノイズにより所要の C/Nが確保で

きず受信品質劣化を起こすものであり、感度抑圧は、N-Star 端末の受信帯域外

に存在する無線信号により、N-Star 端末の受信回路が飽和し、衛星からの信号

を増幅できなくなるものである。スプリアス干渉を改善するためには、隣接周

波数で運用される FWA システムからの不要輻射を低減することが有効であり、

一方、感度抑圧の改善のためには、N-Star 端末の受信初段で受信帯域外の信号

レベルを十分低減できるフィルタの挿入、および N-Star 帯域から FWA システ

ムの運用周波数を十分離調することが有効である。 

 

3.3.3 N-Star 端末と FWA-SS／FWA-BS 間の電波伝搬モデル 

(1) N-Star 端末－FWA-BS 間 

N-Star端末を利用する際には、南方向の仰角約35度～65度前後の空が見通

せることが必要であるが、一般的に、このような場所は、比較的見通しが確保
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されており、FWA BS に対しても見通しとなることが多いと考えられる。した

がって、N-Star 端末と FWA BS 間の干渉信号の伝搬については、見通し内

（LOS：Line of Sight 以下「LOS」という。）伝搬を前提として検討すること

が適当である。 

また、N-Star 端末は移動局であるものの、アンテナ指向性の調整などの問

題で移動しながらの運用は難しく、実際に屋外設置型アンテナの利用など半固

定的に利用されているケースが相当数あることから、N-Star 端末側は、一般的

に静止状態の利用を想定することが適当である。このため、N-Star 端末と FWA 

BS 間の干渉検討の際は、モンテカルロ・シミュレーションによる干渉確率の

概念を適用せず、最悪値条件により評価することが適当である。 

(2) N-Star 端末－FWA-SS 間 

N-Star 端末と FWA SS 間に関し、MWA における検討では BWA 端末の移動

を前提としてモンテカルロ・シミュレーションによる干渉確率により影響評価

を行なった。しかしながら、FWA の場合においては FWA SS は固定的な設置

あるいは半固定的な設置により利用されるケースが想定されており、FWA SS

側の移動を前提として干渉確率を適用する評価手法は適当でない。そのため、

FWA においては N-Star 端末と FWA SS 間の干渉に対しても FWA BS の場合

と同様に最悪値条件により評価することが適当である。 

また、MWA においてはごく近傍を除き、伝搬モデルは見通し外（NLOS：

Non Line of Sight 以下「NLOS」という。）伝搬であるとした。これは端末相

互の設置高が低く、建物、車両等の遮蔽物の陰になる可能性が高いことに起因

していた。しかし、FWA SS の場合には一般的な利用シーンとして比較的高い

位置にアンテナが設置されることが多いと想定されることから、FWA BS に対

する検討と同様に FWA SS と N-Star 端末間の見通しが得られやすいと考えら

れる。そのため、N-Star 端末と FWA BS 間における干渉検討の場合と同じく、

LOS伝搬を前提とした伝搬モデルにより干渉検討を行なうことが適当である。 

 

3.3.4 FWA システムから N-Star 端末への感度抑圧の影響と共存条件 

本項、及び次項で述べる FWA システムと N-Star 間の干渉評価にあたり、

FWA 側の送信特性として参考資料 1-1 に示す FWA BS 及び FWA SS の送信ス

ペクトルマスクなどの特性データを使用した。また、感度抑圧については、参

考資料 1-1 で示される各 FWA 方式の送信出力値と、参考資料 3-1 に示されて
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いる現行の N-Star 端末における許容感度抑圧レベルの特性データを用いて検

討を行なった。 

FWA の各方式が N-Star 端末に与える感度抑圧干渉の影響について、所要離

隔距離として評価した結果を表 3.3.1 に示す。これによると、FWA から N-Star

端末への感度抑圧干渉に関してはモデル 3 においては問題とならない結果と

なった。ただし、モデル 1 及び 2 については FWA SS から N-Star 端末への感

度抑圧干渉が生じることとなる。FWA SS と N-Star 端末の水平離隔距離とし

て 10m 以遠を検討対象として考えた場合、モデル 1 の場合において最大

-25dBm（10m 地点）、モデル 2 の場合において最大-34dBm（20m 地点）の干

渉量が発生する。 

表 3.3.1 FWA から N-Star 端末への感度抑圧に関する所要離隔距離 

与干渉 

被干渉 

WiMAX・次世代 PHS 

FWA BS FWA SS 

 N-Star 

端末 

離調幅 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

20MHz 検討不要 検討不要 干渉エリアなし 60m 80m 干渉エリアなし

30MHz 検討不要 検討不要 干渉エリアなし 20m 干渉エリアなし 干渉エリアなし

注 1：検討不要部分は、パラメータが MWA BS と同一であるため、前回報告書における MWA の検討結果と同一と

なる組み合わせである。 
注 2：離調幅は、N-Star 帯域のバンド上端(2535MHz)から FWA 帯域のバンド下端までの周波数間隔を示す。 

 

次に、モデル 1 及び 2 について、N-Star 端末との共存条件を検討する。一

般に感度抑圧干渉に対する対策としては次のものが考えられる。 

① 受信側において、所要帯域外からの受信電力をフィルタにより減衰する 

② 送信側において空中線電力を低減し、被干渉端末への入力電力を低減する

③ 相互の周波数を離隔し、被干渉端末の受信フィルタの帯域外で運用する 

④ FWA BS の送信方位を制限し、干渉の厳しい正対方向を避ける 

実際の運用においては、これらの対策方法を組み合わせることにより干渉回

避を行なうことになる。表 3.3.1 および参考資料 3-1 によれば 30MHz 未満の

離調では大きい改善量が必要であり、これら①から④の対策を用いての事業者

間調整を行い共存を図ることが適当である。一方、30MHz 以上の離調が確保

できる場合、感度抑圧に対する所要改善量はモデル１のときの 7dB のみとな

る。この数値はFWA SSの空中線電力を参考資料3-1記載の27dBmから、MWA

と同一の 23dBm に低減し、かつ FWA SS の利用を屋内に制限し、参考資料

3-5 に示されるガラス透過損のデータから、建物進入損失を 3dB と見込むこと
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で改善可能である。したがって、30MHz 以上の離調が確保できれば無条件で

の共存が可能となる。 

また、将来の N-Star 端末では N-Star 帯域から 10MHz 離調位置において、

現行装置よりも 20dB程度の感度抑圧に対する耐干渉性を高めた特性を持たせ

ることがモバイル利用についての検討の中で示されている。この対策により、

今回問題となっている干渉量についても許容感度抑圧レベル以下となる可能

性があり、将来的には共存が可能となると考えられる。 

 

3.3.5 FWA システムから N-Star 端末へのスプリアス干渉の影響と共存条件 

FWA の各方式から N-Star 端末へのスプリアス干渉について述べる。WiMAX 

FWA についての所要改善量の計算結果を表 3.3.2 に、次世代 PHS FWA につい

ての結果を表 3.3.3 に示す。いずれの結果についても改善量が必要となってい

る。 

表 3.3.2 WiMAX FWA から N-Star 端末へのスプリアス干渉に関する所要改善量 

与干渉 

被干渉 

WiMAX 

FWA BS FWA SS 

N-Star 

端末 

離調幅 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

20MHz 検討不要 検討不要 +20dB +40dB +31dB +24dB 

30MHz 検討不要 検討不要 +20dB +40dB +31dB +24dB 
注 1：検討不要部分は、パラメータが MWA BS と同一であるため、前回報告書における MWA の検討結果と同一と

なる組み合わせである。 
注 2：離調幅は、N-Star 帯域のバンド上端(2535MHz)から FWA 帯域のバンド下端までの周波数間隔を示す。 

 

表 3.3.3  次世代 PHS FWA から N-Star 端末へのスプリアス干渉に関する所要改善量 

与干渉 

被干渉 

次世代 PHS 

FWA-BS FWA-SS 

N-Star 

端末 

離調幅 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

20MHz 検討不要 検討不要 +15dB +47dB +38dB +31dB 

30MHz 検討不要 検討不要 +15dB +47dB +38dB +31dB 
注 1：検討不要部分は、パラメータが MWA BS と同一であるため、前回報告書における MWA の検討結果と同一と

なる組み合わせである。 
注 2：離調幅は、N-Star 帯域のバンド上端(2535MHz)から FWA 帯域のバンド下端までの周波数間隔を示す。 

 

共存条件について考察を行なう。はじめにモデル 3 の FWA BS との共存に

ついて述べる。一般にスプリアス干渉に対する技術的な対策としては、次のよ
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うな方法が考えられる。 

A) 空中線電力低減などにより、送信側のスプリアス特性の改善を図る 

B) 送信機出力にフィルタを挿入し、被干渉帯域への不要輻射を低減する 

これらを組み合わせて利用することにより、所要改善量を満足するように運

用することで N-Star 端末と FWA BS は共存可能となる。前回報告書における

MWA BS と N-Star 端末間のスプリアス干渉の検討においても、MWA BS 側に

フィルタを使用することが書かれているが、本件についても同様の対処の実施

で共存可能である。更に、サイトエンジニアリング的な方法として、FWA BS

と N-Star 端末の相互のアンテナ指向方向が正対しないように、FWA BS の送

信方向を制限する方法も有効である。 

次に FWA SS と N-Star 端末間の共存条件について考察を行なう。FWA SS

からのスプリアス干渉では、かなり大きな改善量が存在する。これは FWA SS

側で適用されるスペクトルマスクの条件より、MWA の検討でも存在していた

スプリアス輻射がアンテナゲイン等の上昇に伴いさらに高レベルで輻射され

ていることに由来する。MWA 検討ではこれらの改善量について、移動性を加

味しモンテカルロ・シミュレーションによる算出された干渉確率を考慮し共存

可能と判断した。しかし、FWA ではこの手法での共存可否判断は端末の移動

性が低いことから適当ではない。そこで、FWA SS についての共存条件を導出

する上で、先の FWA BS に対する技術的な対策、A）、B）に加え、次の条件を

考慮することが有効である。 

C) 屋内利用を条件とし、壁面やガラス等の透過損失を考慮する（モデル 1） 

D) FWA SS を事業者が管理し、送信方位に制限を加える（モデル 3） 

これらを組み合わせて適用することにより、先の所要改善量を改善すること

ができれば、FWA SS と N-Star 端末は共存することが可能となる。 
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3.4 モバイル放送システムとの周波数共用の調査 
3.4.1 WiMAX FWA とモバイル放送の間の干渉検討 

表 3.4.1にガードバンド 5MHzにおけるWiMAX FWAからモバイル放送への

干渉についての最悪値条件（距離は、最悪値条件で算出）での所要改善量を示

す。最悪値条件では、干渉信号の伝搬については、LOS 伝搬で検討した。 

 
表 3.4.1 GB＝5MHz WiMAX FWA⇒モバイル放送 
最悪値となる局間距離にて算出した所要改善量 

       与干渉 

被干渉 

FWA WiMAX 

FWA BS FWA BS FWA SS FWA SS FWA SS 

モデル 1.2 モデル 3 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

モバイル

放送 

衛星 - - - - - 

端末 24.3ｄB 34m 29.0ｄB 392ｍ 61.7ｄB 4ｍ 53.1ｄB 25ｍ 40.9ｄB 116ｍ 

ギャップフ

ィラー

（GF） 

- - - - - 

 
表 3.4.2 にモバイル放送端末が移動局であることから、干渉確率の概念を適

用し、モンテカルロ・シミュレーションを行った場合の結果を示す。WiMAX 

FWA 及びモバイル放送の干渉モデルについては、参考資料 3-4 のパラメータ

を用いてシミュレーションを実施した。 

  
表 3.4.2 モンテカルロ・シミュレーションを行った場合の結果 

   与干渉 

被干渉 

WiMAX 

FWA (P-MP) FWA (P-P)(モデル 3) 

BS（モデル 1,2） SS (モデル 1) SS (モデル 2) BS SS 

モバイル 

放送端末 
検討不要* 2.4 %以下 2.5 %以下 0.2 %以下 0.1 %以下 

*FWA BS（モデル 1,2）については、MWA と同等のスペックであり検討済みとする。 

 

表 3.4.3 にガードバンド 5MHz におけるモバイル放送から WiMAX FWA への

干渉についての最悪値条件での所要改善量を示す。 
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表 3.4.3 GB＝5MHz モバイル放送⇒WiMAX FWA 
最悪値となる局間距離にて算出した所要改善量 

       与干渉 

 被干渉 

モバイル放送 

衛星 端末 GF 

WiMAX 

FWA -12.5ｄB 37,000ｋｍ 
- 

43.6ｄB 20ｍ※ 

BS モデル 3 （LOS） （LOS） 

FWA -6.3ｄB 37,000ｋｍ 
- 

11.8ｄB 260ｍ 

SS モデル 1 （LOS) （LOS) 

FWA -11.3ｄB 37,000ｋｍ 
- 

18.6ｄB 320ｍ 

SS モデル 2 （LOS) （LOS) 

FWA -14.0ｄB 37,000ｋｍ 
- 

23.5ｄB 280ｍ 

SS モデル 3 （LOS) （LOS) 

*GF-BS 間については局間距離 20m に固定。 

 

上記の計算より、ガードバンドとして 5MHz を確保すれば、WiMAX FWA

がモバイル放送端末に与える干渉の発生確率は3％を下回ることが確認された。

干渉が問題となるような場合には、FWA BS、FWA SS 及びモバイル放送端末

のフィルタ特性やアンテナ指向性等を考慮したサイトエンジニアリングを実

施することにより干渉回避が可能と考えられる。また、モバイル放送のギャッ

プフィラーを設置する対策を講じることによってもある程度干渉を回避でき

ることから、3％の干渉発生確率を許容するとすれば、共存は可能であると考

えられる。 

 
モバイル放送ギャップフィラーが WiMAX FWA に与える干渉については、

ガードバンド=5MHz により両者が共存するためには、モデル 1、2 の場合は、

LOS で計算すると 11dB～19dB 程度の干渉を改善する必要がある。 
しかし、モデル 1、2 の運用上、建物による遮蔽物の影響も起こる可能性が

あることを考慮して、NLOS で計算すると約 15dB の所要改善量となるため、

モデル 1、2 の FWA サービスでのアンテナ指向性を考慮しての干渉回避も可

能と考えられる。また、実際の運用では、モバイル放送のギャップフィラー

の設置が都市部中心であり、WiMAX FWA 利用が条件不利地域を想定してい

ることからも共存可能と考えられる。 
一方、モデル 3 については、実際の運用場所が限定され、また、BS に加え

て SS でも事業者で管理することにすればサイトエンジニアリングによる干

渉回避が可能となり共存可能と考えられる。 
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3.4.2 次世代 PHS FWA とモバイル放送の間の干渉検討 
表 3.4.4 に、ガードバンド 5MHz における次世代 PHS FWA からモバイル放

送への干渉についての最悪値条件での所要改善量を示す。最悪値条件では、干

渉信号の伝搬については、LOS 伝搬で検討した。 

表 3.4.5 にモバイル放送端末が移動局であることから、干渉確率の概念を適

用し、モンテカルロ・シミュレーションを行った場合の結果を示す。次世代

PHS FWA 及びモバイル放送の干渉モデルについては、参考資料 3-4 のパラメ

ータを用いてシミュレーションを実施した。 

 
表 3.4.4 GB＝5MHz 次世代 PHS FWA⇒モバイル放送 

最悪値となる局間距離にて算出した所要改善量 

       与干渉 

 被干渉 

次世代 PHS 

FWA BS FWA BS FWA SS FWA SS FWA SS 

モデル 1.2 モデル 3 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

モバイル

放送 

衛星 - - - - - 

端末 7.7ｄB 34ｍ 16.9ｄB 390ｍ 65.3ｄB 4ｍ 52.5ｄB 26ｍ 40.4ｄB 120ｍ 

GF - - - - - 

 

表 3.4.5 モンテカルロ・シミュレーションを行った場合の結果 

 

 

 

 

 

表 3.4.6 にガードバンド 5MHz におけるモバイル放送から次世代 PHS FWA

への干渉についての最悪値条件での所要改善量を示す。 

BSモデル1,2 SSモデル1 SSモデル2 BSモデル3 SSモデル3

モバイル放送 MS 1.07% 1.50% 1.24% 0.0% 0.02%

FWA (P-MP) FWA　(P-P)
次世代PHS与干渉

被干渉
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表 3.4.6  GB＝5MHz モバイル放送⇒次世代 PHS FWA 
最悪値となる局間距離にて算出した所要改善量 

        与干渉  

 被干渉 

モバイル放送 

衛星 端末 GF 

次世代 

PHS 

FWA -19.1ｄB 37,000ｋｍ 
- 

33.6ｄB 20ｍ※ 

BS モデル 1.2 （LOS) （LOS) 

FWA -15.3ｄB 37,000ｋｍ 
- 

41.4ｄB 20ｍ※ 

BS モデル 3 （LOS) （LOS) 

FWA -9.1ｄB 37,000ｋｍ 
- 

14.5ｄB 260ｍ 

SS モデル 1 （LOS) （LOS) 

FWA -14.1ｄB 37,000ｋｍ 
- 

20.6ｄB 320ｍ 

SS モデル 2 （LOS) （LOS) 

FWA -16.8ｄB 37,000ｋｍ 
- 

23.3ｄB 280ｍ 

SS モデル 3 （LOS) （LOS) 

*GF-BS 間については局間距離 20m に固定。 

 
上記の計算より、ガードバンドとして 5MHz を確保すれば、次世代 PHS FWA

がモバイル放送端末に与える干渉の発生確率は3％を下回ることが確認された。

干渉が問題となるような場合には、FWA BS、FWA SS 及びモバイル放送端末

のフィルタ特性やアンテナ指向性等を考慮したサイトエンジニアリングを実

施することにより、干渉回避が可能と考えられる。 

また、モバイル放送のギャップフィラーを設置する対策を講じることによっ

てもある程度干渉を回避できることから、3％の干渉発生確率を許容するとす

れば、共存は可能であると考えられる。 

 
モバイル放送ギャップフィラーが次世代 PHS FWA に与える干渉について

は、ガードバンド=5MHz により両者が共存するためには、モデル 1、2 の場合

は、LOS で計算すると最大で 20dB の干渉を改善することが必要になる。しか

し、NLOS で計算すると最大で約 14dB の所要改善量となるため、モデル 1、2
の FWA サービスでのアンテナ指向性を考慮しての干渉回避も可能と考えられ

る。また、実際の運用では、モバイル放送のギャップフィラーの設置が都市部

中心であり、次世代 PHS FWA 利用が条件不利地域を想定していることからも

共存可能と考えられる。 

一方、モデル 3 については、実際の運用場所が限定され、また BS に加えて

SS も事業者で管理することにすれば、サイトエンジニアリングによる干渉回

避が可能となり共存可能と考えられる。 
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3.4.3 まとめ 
FWA とモバイル放送間のガードバンドとして 5MHz を確保した場合、最悪

値条件の干渉検討によると、FWA からモバイル放送端末への干渉については

所要改善量が大きいが、モンテカルロ・シミュレーションによる干渉発生確率

の検討結果およびサイトエンジニアリングやギャップフィラーの設置等の干

渉回避策の検討結果から、3％の干渉発生確率を許容するとすれば、共存は可

能であると考えられる。 

また、モバイル放送ギャップフィラーから FWA への干渉については、それ

ぞれの方式について 10～20dB 程度の所要改善量となるが、FWA アンテナの

指向性を考慮した干渉回避が可能と考えられ、また、実際の運用では、モバイ

ル放送のギャップフィラーの設置が都市部中心であり、FWA 利用が条件不利

地域を想定していることから、この条件の下、両システムの共存は可能と考え

られる。 

以上より、FWA とモバイル放送の間のガードバンド幅は、5MHz が適当で

ある。 
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3.5 所要ガードバンド幅 

3.5.1 FWA システムと N-Star 端末間のガードバンド 

N-Star による移動衛星サービスとの周波数共用のためには、前回報告書に示

されたものと同様に少なくともガードバンドとして 10MHz を設けることが適

当である。さらに、ガードバンドに隣接する 20MHz の範囲においては、3.3

項の調査結果から 3.3.2 項に示されるように一定の所要改善を行う運用制限が

必要となる。なお、ここで、モデル 1 については、空中線電力を 27dBm から、

MWA と同様の 23dBm に低減することが必要となる。 

運用制限帯域の運用方法については、以下のような例が想定できる。 

・運用制限帯域に関して利用を禁止 

・輻射方向、e.i.r.p.の制限を課して利用可能とする 

・N-Star への干渉を与えないことを条件とした免許とする 

・FWA SS を事業者が管理し、運用場所を限定し、干渉範囲を小さくする 

など 

 

3.5.2 FWA システムとモバイル放送間のガードバンド 

FWA システムとモバイル放送間の所要ガードバンド幅は、3.4 項の調査結果

から、前回報告書と同様に 5MHz とすることが適当である。 

 
3.5.3 まとめ 

 隣接する周波数帯を使用する無線システムとの共用には、図 3.5.1 に示すガ

ードバンド及び制限バンドを設けることが必要となる。 

 

 
 

図 3.5.1 所要ガードバンド幅及び配置 

現行衛星端末が必要とする

最大離調量（30MHz） 
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第４章 広帯域移動無線アクセスシステム同士の周波数共用条件の調査 
 
第１章で列記された調査対象システムと周波数共用条件調査が必要となる広帯域

移動無線アクセスシステムとの組み合わせを表 4.1 に示す。 
前回報告書に示されたとおり、事業者間での同期を前提としている場合の隣接チ

ャネルとのガードバンドは、周波数利用効率の劣化を 10%まで許容する場合におい

て 1MHz、非同期の場合には他システムと隣接する場合も含めて 5MHz のガードバ

ンドが必要と報告されている。従って、ここでの検討において検討対象の各システ

ム間ガードバンドは、同期の場合で 1MHz、非同期の場合で 5MHz を前提条件とし

た。また、検討に用いた各モデルの諸元は、参考資料 1-1 及び 4-1 のとおりである。 
 
表 4.1 広帯域移動無線アクセスシステム同士の周波数共用条件の調査組み合わせ 

 （上段：隣接帯域 下段：同一周波数） 
ＷｉＭＡＸ 次世代ＰＨＳ MBTDD Wideband MBTDD 625k-MC 与干渉 

被干渉 MWA 
BS 

MWA 
MS 

FWA 
BS 

FWA 
SS 

MWA
BS 

MWA
MS 

FWA
BS 

FWA
SS 

MWA
BS 

MWA
MS 

FWA
BS 

FWA 
SS 

MWA 
BS 

MWA 
MS 

FWA
BS 

FWA
SS 

MWA 
BS 

済 

同期 

済 

○ 

○ 

同期 

○ 

○ 

済 

× 

済 

× 

○ 

× 

○ 

× 

済 

× 

済 

× 
× × 

済 

× 

済 

× 
× × 

MWA 
MS 

済 

○ 

済 

同期 

○ 

○ 

○ 

同期 

済 

× 

済 

× 

○ 

× 

○ 

× 

済 

× 

済 

× 
× × 

済 

× 

済 

× 
× × 

FWA 
BS 

○ 

同期 

○ 

○ 

○ 

同期 

○ 

○ 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 
× × 

○ 

× 

○ 

× 
× × Ｗ

ｉ
Ｍ
Ａ
Ｘ

 

FWA 
SS 

○ 

○ 

○ 

同期 

○ 

○ 

○ 

同期 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 
× × 

○ 

× 

○ 

× 
× × 

MWA 
BS 

済 

× 

済 

× 

○ 

× 

○ 

× 

× 

同期 

× 

○ 

× 

同期

× 

○ 
× × × × × × × × 

MWA 
MS 

済 

× 

済 

× 

○ 

× 

○ 

× 

× 

○ 

× 

同期

× 

○ 

× 

同期
× × × × × × × × 

FWA 
BS 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

× 

同期 

× 

○ 

× 

同期

× 

○ 
× × × × × × × × 次
世

代
Ｐ

Ｈ
Ｓ

 

FWA 
SS 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

○ 

× 

× 

○ 

× 

同期

× 

○ 

× 

同期
× × × × × × × × 

MWA 
BS 

済 

× 

済 

× 

○ 

× 

○ 

× 
× × × × 

× 

同期 

× 

○ 
× × × × × × 

MWA 
MS 

済 

× 

済 

× 

○ 

× 

○ 

× 
× × × × 

× 

○ 

× 

同期 
× × × × × × 

FWA 
BS × × × × × × × × × × × × × × × × 

M
B

TD
D

 
W

id
eb

an
d 

FWA 
SS × × × × × × × × × × × × × × × × 

MWA 
BS 

済 

× 

済 

× 

○ 

× 

○ 

× 
× × × × × × × × 

× 

同期 

× 

○ 
× × 

MWA 
MS 

済 

× 

済 

× 

○ 

× 

○ 

× 
× × × × × × × × 

× 

○ 

× 

同期 
× × 

FWA 
BS × × × × × × × × × × × × × × × × 

M
B

TD
D

 
62

5k
-M

C
 

FWA 
SS × × × × × × × × × × × × × × × × 

 
 

 

○：検討要  ×：検討不要   
済：前回報告書において検討済み 
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第 1 章に示されるように、FWA BS は 2 種類のモデル、FWA SS は 3 種類のモデ

ルに分類される。モデル 1、2 の BS は同一の諸元であり、且つモバイルシステムの

共用検討時に用いたものとも同一諸元であることから、以下の各項の調査組み合わ

せ表で示すように再調査を要しない場合もある。 
FWA SS は、固定的に設置して利用されるモデルが想定されている。従って、干

渉検討の手法としては、モンテカルロ・シミュレーション等の確率論で議論するこ

とはできないため、原則として干渉量が最悪値となる条件について決定論的に計算

を行った。（干渉計算での所要改善量の算出事例を参考資料 4-2 に示す。） 
 

4.1 隣接帯域を使用する BWA 間の周波数共用 
4.1.1 WiMAX FWA システム間 

WiMAX FWA システム相互の共用条件検討については、システム間の同期を前提

とした場合、FWA BS⇔FWA BS、FWA SS⇔FWA SS 間の干渉検討は不要である。

与干渉局と被干渉局の離隔距離については、アンテナパターンより干渉量が最大値

を与える地点での調査を行った。非同期の場合は、ガードバンド(GB)を 5MHz とす

ると共に、FWA BS⇔FWA BS、FWA SS⇔FWA SS 間の干渉検討を加えた。ただし、

BS 相互間については局間距離=20m の場合について計算を行った。FWA BS、FWA 
SS のそれぞれのモデルについて、調査が必要な組み合わせ及び調査結果を同期の

場合について表 4.1.1、非同期の場合について表 4.1.2 に示す。 
 

表 4.1.1 WiMAX FWA システム間（同期）の所要改善量(GB1MHz) 
与干渉 

被干渉 

WiMAX FWA 

モデル 1,2 BS モデル 3 BS モデル 1 SS モデル 2 SS モデル 3 SS 

W
iM

A
X

 F
W

A モデル 1,2 BS 調査不要 調査不要 30.1dB 37.6dB 41.2dB 
モデル 3 BS 調査不要 調査不要 43.2dB 50.0dB 53.1dB 
モデル 1 SS 29.3dB 42.4dB 調査不要 調査不要 調査不要 
モデル 2 SS 36.8dB 49.2dB 調査不要 調査不要 調査不要 
モデル 3 SS 40.4dB 52.3dB 調査不要 調査不要 調査不要 

※調査不要：同期のため調査不要 

 
表 4.1.2 WiMAX FWA システム間（非同期）の所要改善量(GB5MHz) 

与干渉 

被干渉 

WiMAX FWA 

モデル 1,2 BS モデル 3 BS モデル 1 SS モデル 2 SS モデル 3 SS 

W
iM

A
X

 F
W

A モデル 1,2 BS 55.9dB 63.9dB 14.3dB 21.7dB 25.4dB 
モデル 3 BS 63.9dB 71.9dB 27.3dB 34.2dB 37.3dB 
モデル 1 SS 16.8dB 29.8dB 51.4dB 48.5dB 34.2dB 
モデル 2 SS 24.2dB 36.7dB 48.5dB 59.4dB 42.2dB 
モデル 3 SS 27.9dB 39.8dB 34.2dB 44.2dB 61.4dB 
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4.1.2 WiMAX FWA システム⇔WiMAX MWA システム間 
同期を前提とした GB1MHz の場合及び非同期を想定した GB5MHz の場合につい

て検討した。同期を前提とした場合には、FWA BS⇔MWA BS、FWA SS⇔MWA SS
間の干渉検討は不要である。離隔距離については、最悪値条件となる離隔について

検討した。ただし、BS 相互間については局間距離=20m の場合について計算を行っ

た。同期の場合についての結果を表 4.1.3 に、非同期の場合についての結果を表 4.1.4
に示す。 

 
表 4.1.3 WiMAX FWA⇔WiMAX MWA 間（同期）の所要改善量(GB1MHz) 

与干渉 

被干渉 

WiMAX 

MWA BS MWA MS FWA モデル
1,2BS 

FWA モデ

ル 3BS 
FWA モデ

ル 1SS 
FWA モデ

ル 2SS 
FWAモデ

ル 3SS 

W
iM

A
X

 

MWA BS ― 済 調査不要 調査不要 42.1dB 44.9dB 47.8dB 

MWA MS 済 ― 21.5dB 34.2dB 調査不要 調査不要 調査不要

モデル 1,2BS 調査不要 22.3dB ― ― ― ― ― 

モデル 3BS 調査不要 35.0dB ― ― ― ― ― 

モデル 1SS 37.3dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

モデル 2SS 44.0dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

モデル 3SS 46.9dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

※調査不要：同期のため調査不要 

 
表 4.1.4 WiMAX FWA⇔WiMAX MWA 間（非同期）の所要改善量(GB5MHz) 

与干渉 

被干渉 

WiMAX 

MWA BS MWA MS FWA モデル
1,2BS 

FWA モデ

ル 3BS 
FWA モデ

ル 1SS 
FWA モデ

ル 2SS 
FWAモデ

ル 3SS 

W
iM

A
X

 

MWA BS ― ― 48.5dB 56.5dB 26.2dB 29.0dB 31.9dB 

MWA MS ― ― 8.9dB 21.6dB 50.4dB 37.7dB 25.6dB 

モデル 1,2BS 48.5dB 6.4dB ― ― ― ― ― 

モデル 3BS 56.5dB 19.1dB ― ― ― ― ― 

モデル 1SS 24.7dB 46.4dB ― ― ― ― ― 

モデル 2SS 31.5dB 37.7dB ― ― ― ― ― 

モデル 3SS 34.4dB 25.6dB ― ― ― ― ― 
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4.1.3 WiMAX FWA システム⇔次世代 PHS MWA システム間 
前回報告書でまとめられたシステム諸元であれば、このシステム間は非同期であ

ることから、必要な GB は 5MHz となる。しかし、次世代 PHS は今後の標準化の

動向により、WiMAX と同期とできる仕様となる可能性も含むため、同期で GB1MHz
の場合についても追加検討を行った。FWA BS は WiMAX MWA の場合と同じ諸元で

あるモデル 1 及び 2 については、前回報告書にて検討済みであるため、モデル 3 の

みが対象となる。調査に必要な組み合わせ及び調査結果を表 4.1.5 及び表 4.1.6 に示

す。 
 
表 4.1.5 WiMAX FWA⇔次世代 PHS MWA 間（非同期）の所要改善量(GB5MHz) 

   与干渉 

被干渉 
次 PHS 

BS 
次 PHS 

MS 
WiMAX 

FWABS1,2
WiMAX 

FWABS3
WiMAX 

FWA SS1 
WiMAX 

FWASS2 
WiMAX 

FWASS3 

次 PHS BS ― ― 47.6dB 55.6dB 20.7dB 27.4dB 30.3dB 

次 PHS MS ― ― 11.3dB 24.0dB 48.7dB 40.1dB 27.9dB 

FWA BS1,2 32.6dB 8.3dB ― ― ― ― ― 

FWA BS3 40.6dB 20.9dB ― ― ― ― ― 

FWA SS1 8.2dB 48.3dB ― ― ― ― ― 

FWA SS2 14.9dB 39.5dB ― ― ― ― ― 

FWA SS3 17.8dB 27.4dB ― ― ― ― ― 

 
表 4.1.6 WiMAX FWA⇔次世代 PHS MWA 間（同期）の所要改善量(GB1MHz) 

   与干渉 

被干渉 
次 PHS 

BS 
次 PHS 

MS 
WiMAX 

FWABS1,2
WiMAX 

FWABS3
WiMAX 

FWA SS1 
WiMAX 

FWASS2 
WiMAX 

FWASS3 

次 PHS BS ― ― 調査不要 調査不要 36.5dB 43.2dB 46.1dB 

次 PHS MS ― ― 23.8dB 36.5dB 調査不要 調査不要 調査不要 

FWA BS1,2 調査不要 18.3dB ― ― ― ― ― 

FWA BS3 調査不要 30.9dB ― ― ― ― ― 

FWA SS1 28.2dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

FWA SS2 34.9dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

FWA SS3 37.8dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

※調査不要：同期のため調査不要 
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4.1.4 次世代 PHS FWA システム⇔WiMAX MWA システム間 
GB5MHz を前提とするが、前項同様、同期できる場合の可能性も考慮し、同期

（GB1MHz）の場合についても調査を行った。調査に必要な組み合わせ及び調査結

果を表 4.1.7 及び表 4.1.8 に示す。 
 
表 4.1.7 次世代 PHS FWA⇔WiMAX MWA 間（非同期）の所要改善量(GB5MHz) 

   与干渉 

被干渉 
WiMAX 

BS 
WiMAX 

MS 
次 PHS 

FWABS1,2
次 PHS 

FWABS3
次 PHS 

FWA SS1
次 PHS 

FWASS2 
次 PHS 

FWASS3 

WiMAX BS ― ― 31.9dB 36.9dB 22.1dB 28.8dB 31.7dB 

WiMAX MS ― ― -7.3dB 2.0dB 46.3dB 37.5dB 25.4dB 

FWA BS1,2 46.7dB 4.6dB ― ― ― ― ― 

FWA BS3 59.7dB 22.3dB ― ― ― ― ― 

FWA SS1 24.9dB 46.6dB ― ― ― ― ― 

FWA SS2 31.7dB 37.9dB ― ― ― ― ― 

FWA SS3 41.6dB 32.8dB ― ― ― ― ― 
 
 

表 4.1.8 次世代 PHS FWA⇔WiMAX MWA 間（同期）の所要改善量(GB1MHz) 
   与干渉 

被干渉 
WiMAX 

BS 
WiMAX 

MS 
次 PHS 

FWABS1,2
次 PHS 

FWABS3
次 PHS 

FWA SS1
次 PHS 

FWASS2 
次 PHS 

FWASS3 

WiMAX BS ― ― 調査不要 調査不要 32.1dB 38.8dB 41.7dB 

WiMAX MS ― ― 12.7dB 22.0dB 調査不要 調査不要 調査不要 

FWA BS1,2 調査不要 20.5dB ― ― ― ― ― 

FWA BS3 調査不要 38.2dB ― ― ― ― ― 

FWA SS1 37.5dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

FWA SS2 44.2dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

FWA SS3 54.1dB 調査不要 ― ― ― ― ― 
※調査不要：同期のため調査不要 
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4.1.5 WiMAX FWA システム⇔次世代 PHS FWA システム間 
GB5MHz を前提とするが、前項同様、同期（GB1MHz）の場合についても調査を

行った。相互の BS、SS が調査対象となるが、同期の場合には、BS 同士及び SS
同士の調査は不要となる。調査に必要な組み合わせ及び調査結果を表 4.1.9～4.1.12
に示す。 

表 4.1.9 WiMAX FWA⇒次世代PHS FWA間（非同期）の所要改善量(GB5MHz) 
与干渉 

被干渉 

WiMAX FWA 

モデル 1,2 BS モデル 3 BS モデル 1 SS モデル 2 SS モデル 3 SS 

次
世
代

P
H

S
 F

W
A

 モデル 1,2 BS 54.1dB 62.1dB 12.9dB 20.3dB 23.9dB 

モデル 3 BS 64.1dB 72.1dB 27.5dB 34.3dB 37.4dB 

モデル 1 SS 16.9dB 30.0dB 51.6dB 48.7dB 34.4dB 

モデル 2 SS 24.4dB 36.8dB 48.7dB 65.6dB 42.4dB 

モデル 3 SS 28.1dB 39.9dB 34.4dB 42.4dB 67.6dB 

 
表 4.1.10 WiMAX FWA⇒次世代 PHS FWA 間（同期）の所要改善量(GB1MHz) 
与干渉 

被干渉 

WiMAX FWA 

モデル 1,2 BS モデル 3 BS モデル 1 SS モデル 2 SS モデル 3 SS 

次
世
代

P
H

S
 F

W
A

 モデル 1,2 BS 調査不要 調査不要 28.7dB 36.2dB  39.8dB 

モデル 3 BS 調査不要 調査不要 43.3dB 50.2dB 53.3dB 

モデル 1 SS 29.5dBdB 42.5dB 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 2 SS 36.9dB 49.4dB 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 3 SS 40.6dB 52.5dB 調査不要 調査不要 調査不要 

※調査不要：同期のため調査不要 
 

表 4.1.11 次世代 PHS FWA⇒WiMAX FWA 間（非同期）の所要改善量(GB5MHz) 
与干渉 

被干渉 

次世代 PHS FWA 

モデル 1,2 BS モデル 3 BS モデル 1 SS モデル 2 SS モデル 3 SS 

W
iM

A
X

 F
W

A モデル 1,2 BS 39.1dB 44.1dB 14.0dB 21.4dB 25.1dB 
モデル 3 BS 47.1dB 52.1dB 27.0dB 33.8dB 36.9dB 
モデル 1 SS 0.5dB 10.0dB 45.1dB 48.2dB 33.9dB 
モデル 2 SS 7.9dB 16.8dB 48.2dB 59.1dB 41.9dB 
モデル 3 SS 11.5dB 19.9dB 33.9dB 41.9dB 61.1dB 

 

表 4.1.12 次世代 PHS FWA⇒WiMAX FWA 間（同期）の所要改善量(GB1MHz) 
与干渉 

被干渉 

次世代 PHS FWA 

モデル 1,2 BS モデル 3 BS モデル 1 SS モデル 2 SS モデル 3 SS 

W
iM

A
X

 F
W

A モデル 1,2 BS 調査不要 調査不要 24.0dB 31.4dB 35.1dB 
モデル 3 BS 調査不要 調査不要 37.0dB 43.8dB 46.9dB 
モデル 1 SS 20.5dB 30.0dB 調査不要 調査不要 調査不要 
モデル 2 SS 27.9dB 36.8dB 調査不要 調査不要 調査不要 
モデル 3 SS 31.5dB 39.9dB 調査不要 調査不要 調査不要 

※調査不要：同期のため調査不要 
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4.1.6 次世代 PHS FWA システム⇔次世代 PHS システム間 
隣接チャネルを異なる事業者が次世代 PHS の MWA システムと FWA システムで

同一地域に共存することは現段階では想定していない。従って、このシステムの組

み合わせについては調査の対象としない。 
 

4.1.7 WiMAX FWA システム⇔MBTDD Wideband システム間 
この場合のシステム間のガードバンドは、システム間が非同期であることから、

5MHz を前提条件とした。WiMAX MWA の場合と諸元が同じである FWA BS モデル

1 及び 2 については、前回報告書にて検討済みであるため、モデル 3 のみが対象と

なる。調査に必要な組み合わせ及び調査結果を表 4.1.13 に示す。 
 

表 4.1.13 WiMAX FWA⇔MBTDD Wideband 間の所要改善量(GB5MHz) 
   与干渉 

被干渉 
MBTDD 
–W BS 

MBTDD 
-W MS 

WiMAX 
FWABS1,2

WiMAX 
FWABS3

WiMAX 
FWA SS1

WiMAX 
FWASS2 

WiMAX 
FWASS3 

MBTDD-W 
BS ― ― 58.9dB 66.9dB 32.2dB 28.7dB 31.9dB 

MBTDD-W 
MS ― ― 13.1dB 19.1dB 40.4dB 35.2dB 23.0dB 

FWA BS1,2 52.0 -2.1dB ― ― ― ― ― 

FWA BS3 67.0dB 3.0dB ― ― ― ― ― 

FWA SS1 6.0dB 32.5dB ― ― ― ― ― 

FWA SS2 32.0dB 32.0dB ― ― ― ― ― 

FWA SS3 52.0dB 12.8dB ― ― ― ― ― 

 
4.1.8 WiMAX FWA システム⇔MBTDD 625k-MC システム 

この場合のシステム間のガードバンドは、システム間が非同期であることから、

5MHz を前提条件とした。FWA BS は WiMAX モバイルの場合と同じ諸元であるモ

デル 1 及び 2 については、前回報告書にて検討済みであるため、モデル 3 のみが対

象となる。調査に必要な組み合わせ及び調査結果を表 4.1.14 に示す。 
 

表 4.1.14 WiMAX FWA⇔MBTDD 625k-MC 間の所要改善量(GB5MHz) 
   与干渉 

被干渉 
MBTDD 

–625k BS
MBTDD 

-625k MS 
WiMAX 

FWABS1,2
WiMAX 

FWABS3
WiMAX 

FWA SS1
WiMAX 

FWASS2 
WiMAX 

FWASS3 

MBTDD-625k
MC BS ― ― 27.1dB 35.1dB 4.6dB 11.2dB 13.8dB 

MBTDD-625k 
MC MS ― ― -14.2dB -1.5dB 23.2dB 14.6dB 2.4dB 

FWA BS1,2 48.0dB -1.7dB ― ― ― ― ― 

FWA BS3 56.0dB 10.3dB ― ― ― ― ― 

FWA SS1 28.2dB 38.7dB ― ― ― ― ― 

FWA SS2 34.6dB 28.9dB ― ― ― ― ― 

FWA SS3 37.2dB 16.8dB ― ― ― ― ― 
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4.1.9 隣接帯域における共用条件の更なる検討 
前項までで、考えられる組み合わせの最悪値条件による検討を加えた。全般的に

大きな改善量が必要となっており、より具体的な隣接帯域共用の可能性又は必要な

制約条件などを検討しておくことが必要である。特に MWA システムと FWA シス

テムの共用手法について検討することは重要である。 
モデル 1 及び 2 については、BS の諸元が MWA と同一であるが、SS は e.i.r.p.が

大きく固定的に使用されるため、BWA BS、FWA BS、FWA SS の配置によっては、

FWA SS－BS 間で干渉が大きくなる恐れがある。このことから、MWA, FWA 双方

の BS の距離をどの程度保てば干渉確率がどの程度になるかという点を調査した。

同一地域を両システムが隣接帯域を用いてサービスする場合を想定すると、ここで

は周波数の効率的な利用を勘案し、まず、同期を前提とした検討を行った。FWA SS
⇔MWA BS の場合、FWA SS はアンテナに指向性を持たせ、自システムの FWA BS
に対向させるため、FWA BS と MWA BS が離れるほど干渉が発生しなくなる。従っ

て、ある距離を BS 間に設定し、FWA SS のアンテナパターンを考慮した干渉発生

確率を FWA SS の存在場所率として検討を行った。 
MWA MS⇔FWA BS 間の干渉については、モデル 1、2 の諸元が前回報告書での

諸元と同様である。前回報告書によれば、同期するシステム間においてはガードバ

ンド 1MHz において隣接帯域での周波数共用が可能であるとしている。ここでは、

GB1MHz を前提にこの結果を参照し、追加検討は不要と考えられる。 
また、同期する FWA システム間では、FWA BS⇔FWA SS 間で高い所要改善量が

最悪値計算で示された。当該ガードバンドにて共用するためには、FWA BS 間のサ

イトエンジニアリング、FWA BS 及び FWA SS の空中線電力や空中線利得の調整、

空中線指向方向の調整等の事業者間の調整を十分に図る必要がある。 
 
次に非同期を前提とした場合（GB5MHz）であるが、同期を前提とした場合に加

えて、BS⇔BS、MWA MS⇔FWA SS、FWA SS⇔FWA SS の干渉について検討が必

要となる。BS⇔BS 間については、前述の通り FWA BS の諸元が前回報告書の MWA 
BSと同一であるため、前回報告書でのBS⇔BS間の検討結果を参照することとし、

追加検討は不要と考えられる。 
MWA MS⇔FWA SS 間については、最悪値検討にて干渉の可能性が示されたが、

どの程度の干渉確率であるかをモンテカルロ・シミュレーションを用いて検証して

おく必要がある。 
また、FWA SS⇔FWA SS 間については、前述の最悪値となる所要改善量として

高い値が算出されており、当該ガードバンドにて共用するためには、FWA BS 間の

サイトエンジニアリング、FWA SS の空中線電力や空中線利得の調整、空中線指向

方向の調整等の事業者間の調整を十分に図る必要がある。 
FWA のモデル 3 の場合では、最悪値検討では大きな改善量が算出されているが、

BS, SS 共にアンテナの指向特性が強いため、設置距離やアンテナ角度によるサイト



 39

エンジニアリングによって、MWAシステムとの干渉を回避できる可能性は大きい。

更に山間部等特定エリアでの条件不利地域中継系に限定し、MWA MS との離隔距離

を確保できれば、更に実現性を増す。 
 

4.1.9.1 モデル 1 及び 2 の共用条件（FWA SS⇔BWA BS） 
FWA SS から MWA BS の場合の最悪値条件での検討は、図 4.1.15 のように、BWA 

BS、FWA BS、FWA SS がほぼ一直線上に並ぶような最悪の配置を想定している。

しかし、実際の環境では、FWA SS アンテナは水平面の指向性を持っていることか

ら、すべての加入者局において最悪値条件となるわけではない。 
それぞれの基地局の配置や離隔距離が決定すれば、検討の対象となっている FWA 

SS のうち、所要改善量がプラスとなるものの統計的比率を求めることが出来るこ

とから、ガードバンドと基地局間の離隔距離をパラメータとしたモデルを作成し、

計算を行った。以下では、代表的なケースとして WiMAX 同士を対象として検討を

行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.1.15 FWA SS⇒MWA BS 干渉検討における最悪値検討の位置関係の例 
 

計算においては、FWA BS１局、FWA SS１局、複数の MWA BS が存在するモデ

ルを仮定し、FWA のサービス半径内を FWA SS が分布したときに、それぞれにつ

いて最悪条件の計算と同様の計算を行い、いずれかの MWA BS との間で所要改善量

がプラスとなる面積の比率を求めた。 
 

（１）モデル１ 
 モデル１では、FWA および MWA のサービス半径をどちらも 1500m と仮定して

計算を行った。このとき、FWA SS１局により所要改善量がプラスとなる（干渉と

なる）場所率は以下の通りとなる。 
 なお、計算の前提条件となるスプリアスは、技術基準の絶対値規定が適用される

ものと想定し、ペネトレーション損失は０ｄB として計算を行った。 
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FWA
基地局
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BWA基地局⇔ＦＷＡ加入者局の離隔距離 数ｋｍ程度

条件不利地域に

おける利用を想定
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基地局
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基地局

妨害波
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《FWA SS⇒MWA BS》 
 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 

GB=1MHz ７８．８％ ２．６％ ０％

GB=2MHz １４．１％ １．２％ ０％

GB=5MHz ２．６％ ０．６％ ０％

 

《MWA BS⇒FWA SS》 
 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 

GB=1MHz ６９．３％ ２．４％ ０％

GB=2MHz ３７．４％ １．７％ ０％

GB=5MHz ５．４％ １．０％ ０％

 

（２）モデル２（FWA SS 空中線利得＝２０ｄＢｉ） 
 モデル２のアンテナ利得=20dBi の端末を使用する場合について、MWA のサービ

ス半径を 1500m、FWA のサービス半径を 4000m と仮定して計算を行なった。この

とき、FWA SS１局により所要改善量がプラスとなる（干渉となる）場所率は以下

の通りとなる。 
《FWA SS⇒MWA BS》 

 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 

GB=1MHz ８８．１％ ２９．８％ ４．８％

GB=2MHz ２９．８％ ７．４％ １．８％

GB=5MHz １２．２％ ２．０％ ０．８％

 

《MWA BS⇒FWA SS》 
 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 

GB=1MHz ８０．８％ ２７．６％ ４．６％

GB=2MHz ５６．６％ １７．７％ ３．３％

GB=5MHz １５．４％ ２．７％ １．０％

 

（３）モデル２（FWA SS 空中線利得＝２５ｄＢｉ） 
 モデル２のアンテナ利得=25dBi の端末を使用する場合について、MWA のサービ

ス半径を 1500m、FWA のサービス半径を 4000m と仮定して計算を行った。このと

き、FWA SS１局により所要改善量がプラスとなる（干渉となる）場所率は以下の

通りとなる。 
 なお、計算の前提条件となるスプリアスは、技術基準の絶対値規定が適用される

ものと想定して計算を行った。 
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《FWA SS⇒MWA BS》 
 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 

GB=1MHz １００％ ４５．５％ ８．０％

GB=2MHz ５６．９％ １７．８％ ３．３％

GB=5MHz ２２．４％ ４．８％ １．３％

 

《MWA BS⇒FWA SS》 
 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 

GB=1MHz ９７．８％ ４２．４％ ７．３％

GB=2MHz ９４．７％ ３２．９％ ５．２％

GB=5MHz ３２．７％ ８．６％ ２．０％

 

上記の計算のうち代表的なものについて、干渉が発生する FWA SS の分布状況を

示す。詳細については参考資料 4-4 を参照のこと。 
 

《モデル２／FWA SS⇒MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=1000m》 
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《モデル２／FWA SS⇒MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=3000m》 

FWA SS model-2 to MWA BS
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《モデル２／FWA SS⇒MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=150m》 
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図 4.1.16 ガードバンド 1MHz における BS 間距離と干渉エリアの関係 
 

以上の計算により、FWA SS が MWA MS よりも高い e.i.r.p.で運用する場合は、

BS 間の距離を確保する必要がある。したがって、両者が共用できるためには、以

下のような条件を課すことが適当であると考えられる。 
 

① FWA SS の e.i.r.p.については、BWA システム相互間および他の無線システムに

干渉を与えない範囲内で、干渉検討に用いた値である 40dBm*を上限とすること

が出来る。 
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② 運用事項として、BWA システム間が、同一エリアで e.i.r.p.を増加して運用する

場合は、干渉が発生しないように e.i.r.p.の増加量について事業者間調整を図るこ

とが望ましい。 
 
実際には、特に条件不利地域において当面の間は、FWA SS を含む複数の BWA

システムがサービスエリア内に面的に広がっていることは考えにくいことから、上

記の事業者間調整が必要となる場面は限定され、BWA BS と FWA BS との間の干渉

調整により、干渉の発生はほぼ避けられると考えられる。 
 
なお、モデル 1、2 の FWA SS を運用する事業者が先行してサービス提供してい

る地域において、将来的に、他の事業者が後からモバイルのサービスを面的に展開

するような場合は、先行事業者の FWA SS が後続事業者のエリア展開に対して非常

に大きな影響を与えるおそれがある。従って、この様な場合は、改めて事業者間調

整を図る必要がある。 
このような状況における干渉回避の例としては、MWA BS の設置場所やセクタ構

成の調整、先行事業者が需要の増加に応じて基地局の増設等を行うことに伴う FWA 
SS の空中線電力及び空中線利得の調整、FWA SS の空中線指向方向の調整等が考

えられる。 
 
他システム間の場合においても同様の検討が可能であり、結論として WiMAX 同

士の場合と共通の考え方から事業者間調整を前提とすることが望ましいと考えられ

る。 
* モデル 1 SS の e.i.r.p.は、送信機出力 27dBm + 空中線利得 10dBi - フィーダーロス 0dB = 37dBm 
  モデル 2 SS の e.i.r.p.は、送信機出力 23dBm + 空中線利得 20dBi - フィーダーロス 3dB = 40dBm 
 となることから、40dBm を上限とすることで 2 つのモデルを包括。 

 
4.1.9.2 モデル 1 及び 2 の共用条件（MWA MS⇔FWA BS） 

この組み合わせは、基地局諸元が MWA と同等であることから、前回報告書にお

ける隣接チャネルの MS-BS 間干渉と同様、モンテカルロ・シミュレーションでの

確率論を使うことができる。一方、今回の FWA システムは、条件不利地域におけ

る使用を想定しているため、FWA BS が存在する近傍の MWA MS の密度は、MWA
システム検討時に用いた値からは比べて低いと想定できる。従って、MWA システ

ムの干渉検討時に、同期の場合ガードバンド 1MHz、非同期の場合ガードバンド

5MHz で共用可能と結論されたことから、今回は再検討を行わなくとも、同様のガ

ードバンド条件において共存可能と考えられる。 
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4.1.9.3 モデル 1 及び 2 の共用条件（MWA MS⇔FWA SS） 
最悪値検討の結果、何れのシステムの組み合わせでも高い改善量が必要であるこ

とが示された。MWA MS と FWA SS の組み合わせについては、MWA MS が移動す

るためモンテカルロ・シミュレーションを用いた干渉確率を算出した。MWA SS～
FWA SS1,2（非同期 GB5MHz の場合）は表 4.1.4、表 4.1.5、表 4.1.7、表 4.1.13 及

び表 4.1.14 にそれぞれの組み合わせによる最悪値計算結果が示されているが、

WiMAX同士の場合の表4.1.4の当該データが他の組み合わせの当該データと同等若

しくは大きい値であるため、WiMAX 同士の場合についてのみシミュレーションを

行った。 
結果は、表 4.1.17（パラメータは参考資料 4-5）に示される通りである。FWA SS

が与干渉の場合と被干渉の場合で大きな差があるのは、想定しているアクティブユ

ーザー数の差である。FWA SS が被干渉の場合には比較的高い確率となっており、

4.1.9.1 項での SS⇔BS 間検討結果と同様、条件不利地域において複数の事業者が面

的サービスエリアを展開するような場合になれば、基地局側の対処も含めて、事業

者間の調整を図ることが必要である。 
 

表 4.1.17 MWA MS⇔FWA SS 間干渉確率（モンテカルロ・シミュレーション） 
              与干渉 

被干渉 
MWA SS FWA SS1 FWA SS2 

GB 1MHz 

MWA SS ― <0.1% <0.1% 

FWA SS1 9.8% ― ― 

FWA SS2 14.0% ― ― 

GB 5MHz 

MWA SS ― <0.1% <0.1% 

FWA SS1 5.2% ― ― 

FWA SS2 5.9% ― ― 
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4.1.9.4 モデル 3 の共用条件（FWA SS⇔BWA BS） 
モデル 3 における FWA SS と MWA BS との最悪値条件での干渉検討では、図

4.1.18 のように、BWA BS、FWA BS、FWA SS がほぼ１直線上に並ぶような最悪

の配置を想定しており、ここで考慮すべき干渉の発生の組合せは、FWA SS から

BWA BS への与干渉であって 50dB の改善量が必要である。しかし、実際の環境で

は、FWA SSアンテナは水平面の指向性を持っていること、およびモデル3でのFWA 
SS の設置は一台であることであることを考慮すると干渉回避できる可能性がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 図 4.1.18 最悪値検討における位置関係 

 
図 4.1.19 に FWA SS に使用するアンテナの指向特性を示す。この図からわかるよ

うに、最大指向性を示す方向から 48 度以上の角度の広がりをもった領域に関して

は、その利得は 30dB 程度の減衰を示し、この方向への与干渉量はその分だけ少な

くなると考えられる。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.1.19 FWA SS のアンテナ指向特性 
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一方、モデル 3 における利用環境は、図 4.1.20 に示すように、山などの地理的な

環境によってモバイルサービスとの地域的に分離して利用することを前提としてい

る。そのため、伝搬特性に地形的な減衰を要素として加味する事ができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.1.20 モデル３での使用を想定する地理的環境 
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図 4.1.21 地形による付加損失（ナイフエッジ回折損） 
 

図 4.1.21 には地形的環境が伝搬に与える影響の例として、与干渉局と被干渉局の

間に山が存在する場合のナイフエッジ回折による回折損の計算結果を示す。ここに

示されるように、数 km 離れた与干渉局と被干渉局の間に 200～300ｍ級の山が存在

することを想定すると、この場合の回折によって生じる自由空間損失に対する付加

損失は 40～50dB となる。また、複数の山の存在を仮定することによりこの損失は

さらに大きくなる。 
条件不利地域において、モバイルサービスを提供する地域に対してこのような特

定の地理的条件を満たす場合の利用に限定し、さらに前述の FWA SS のアンテナ指

向性の方向考慮した場合には、70～80dB 程度の干渉量抑圧が実現され、干渉発生

が回避されるため共存が可能となる。 
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ところで、BWA BSから FWA SSが受ける与干渉に関しても考慮が必要であるが、

上記のような条件を満たすことによってこの組合せに関しても同時に干渉の発生が

回避できる。 
以上より、モデル 3 の FWA SS は他のシステムに干渉を及ぼさない前提で使用可

能となり、このためには、山などによりモバイルサービスとの間で地域を分離する

とともに、アンテナの指向特性に対する留意が必要である。さらに、FWA SS は中

継用途での使用であるため、運用開始後も含め事業者設備として FWA BS とともに

当該事業者により厳密に管理されることによって、モバイルサービスと地理的に分

離された利用が維持でき、もし干渉が発生するおそれがある場合には事業者間の調

整を図ることにより干渉の発生を回避しなくてはならない。 
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4.1.10 隣接帯域を使用する BWA 間のガードバンド幅 
4.1.10.1 同期するシステム間のガードバンド幅 

同期するシステム間のガードバンド幅については、1MHz を前提に行ったところ、

幾つかの条件を前提に、おおむね共存可能という結果が得られた。 
BWA と FWA（モデル 1 及び 2）の帯域が隣接する場合については、FWA の使用

地域が条件不利地域であることを想定した上で、以下の条件が必要となる。 
① FWA SS の e.i.r.p.については、BWA システム相互間および他の無線システム

に干渉を与えない範囲内で、40dBm を上限とすることが出来る。 
② 運用事項として、BWA システム間が、同一エリアで e.i.r.p.を増加して運用す

る場合は、干渉が発生しないように e.i.r.p.の増加量について事業者間調整を図る

ことが望ましい。 
なお、ガードバンドが広いほど、上記の事業者間調整が容易となる。 
また、BWA と FWA（モデル 3）が隣接する場合については、山などによりモバ

イルサービスとの間で地域を分離するとともに、アンテナの指向特性に対する留意

が必要である。さらに、FWA SS は中継用途での使用であるため、運用開始後も含

め事業者設備としてFWA BSとともに当該事業者により厳密に管理されることによ

って、モバイルサービスと地理的に分離された利用が維持でき、もし干渉が発生す

るおそれがある場合には事業者間の調整を図ることにより干渉の発生を回避しなく

てはならない。 
 

4.1.10.2 非同期のシステム間のガードバンド幅 
非同期のシステム間のガードバンド幅については、5MHz を前提に行ったところ、

下記の追加所用改善量を改善するため、BWA BS 間のサイトエンジニアリングやセ

クタ構成の調整、BWA BS 及び FWA SS の空中線電力や空中線利得の調整、空中線

指向方向の調整等を行うことを前提に、おおむね共存可能という結果が得られた。

ここで、FWA SS（モデル 1 及び 2）から MWA MS への干渉については、モンテカ

ルロ・シミュレーションの結果、問題ないと考えられる。なお、同期可能なシステ

ム同士の場合は、同期することが望ましい。 
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表 4.1.22 WiMAX BWA 間での非同期の場合の追加所要改善量 

与干渉 

被干渉 

WiMAX 

MWA BS MWA MS FWA モデル
1,2BS 

FWA モデ

ル 3BS 
FWA モデ

ル 1SS 
FWA モデ

ル 2SS 
FWAモデ

ル 3SS 

W
iM

A
X

 

MWA BS ― ― 48.5dB 48.5dB ― ― ― 

MWA MS ― ― ― ― ― ― 25.6dB 

モデル 1,2BS 48.5dB ― 55.9dB 55.9dB ― ― ― 

モデル 3BS 56.5 dB ― 63.9dB 63.9dB ― ― ― 

モデル 1SS ― 46.2 dB ― ― 51.4dB 48.5dB 34.2dB 

モデル 2SS ― 38.1 dB ― ― 48.5dB 59.4dB 42.2dB 

モデル 3SS ― 28.9 dB ― ― 34.2dB 44.2dB 61.4dB 

※ データは表 4.1.2 及び表 4.1.4 より引用 

 
表 4.1.23 WiMAX⇔次世代 PHS 間での非同期の場合の追加改善所要量 

   与干渉 

被干渉 
MWA BS MWA MS FWABS1,2 FWABS3 FWA SS1 FWASS2 FWASS3 

MWA BS ― ― 47.6dB 
31.9dB 

55.6dB 
36.9dB ― ― ― 

MWA MS ― ―   ― ― 27.9dB 
25.4dB 

FWA BS1,2 46.7dB 
32.6dB ― ― ― ― ― ― 

FWA BS3 59.7dB 
40.6dB ― ― ― ― ― ― 

FWA SS1 ― 46.6dB 
48.3dB ― ― ― ― ― 

FWA SS2 ― 37.9dB 
39.5dB ― ― ― ― ― 

FWA SS3 ― 32.8dB 
27.4dB ― ― ― ― ― 

※ 上段：WiMAX⇒次世代 PHS、下段：次世代 PHS⇒WiMAX 方向の干渉による所要改善量 
※ データは表 4.1.5 及び表 4.1.7 より引用 
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4.2 同一周波数を使用する BWA⇔FWA 間の周波数共用 
WiMAX FWA システム若しくは次世代 PHS FWA システムが、同一周波数（チャ

ネル）を MWA システムと共用する場合及び FWA システム同士が同一周波数（チ

ャネル）を共用する場合について最悪値条件で調査した。MBTDD Wideband と

MBTDD 625k-MC については、FWA 利用が想定されていないため、また、これら 2
つのシステムと、WiMAX 若しくは次世代 PHS が同一周波数を使用する状況は想定

されていないため、調査対象となる組み合わせは、以下の項の 4 種類になる。 
 

4.2.1 WiMAX FWA システム⇔WiMAX MWA システム間 
同一周波数を使用する場合のシステム間は、同期を前提にしなければ、BS⇔BS

間及び MS⇔SS 間にも干渉が起こり、周波数割当、商用サービスを考えて現実的で

はない。従って、調査対象は、同期を前提としシステム相互の BS⇔MS/SS の組み

合わせとなる。FWA BS1、2 の諸元は前回報告書における MWA システムの調査時

と同一であるため、再調査は不要である。調査に必要な組み合わせ及び調査結果を

表 4.2.1 に示す。 
表 4.2.1 WiMAX FWA⇔WiMAX MWA 間の所要改善量(同一チャネル) 

与干渉 

被干渉 

WiMAX 

MWA BS MWA MS FWA モデル
1,2BS 

FWA モデ

ル 3BS 
FWA モデ

ル 1SS 
FWA モデ

ル 2SS 
FWAモデ

ル 3SS 

W
iM

A
X

 

MWA BS 調査不要 ― 調査不要 調査不要 59.1dB 61.9dB 64.8dB 

MWA MS ― 調査不要 57.3dB 62.0dB 調査不要 調査不要 調査不要

モデル 1,2BS 調査不要 37.5dB ― ― ― ― ― 

モデル 3BS 調査不要 55.2dB ― ― ― ― ― 

モデル 1SS 73.3dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

モデル 2SS 80.0dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

モデル 3SS 89.9dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

※調査不要：同期のため、調査不要 
 

4.2.2 WiMAX FWA システム間 
システム間は同期を前提にしており、BS⇔BS 間及び MS⇔SS 間は干渉が発生し

ない。従って、調査対象はシステム相互の BS⇔MS/SS の組み合わせとなる。調査

に必要な組み合わせ及び調査結果を表 4.2.2 に示す。 
表 4.2.2 WiMAX FWA システム間の所要改善量(同一チャネル) 

与干渉 

被干渉 

WiMAX FWA 

モデル 1,2 BS モデル 3 BS モデル 1 SS モデル 2 SS モデル 3 SS 

W
iM

A
X

 F
W

A モデル 1,2 BS 調査不要 調査不要 51.1dB 54.6dB 58.2dB 
モデル 3 BS 調査不要 調査不要 64.2dB 67.0dB 70.1dB 
モデル 1 SS 65.1dB 70.2dB 調査不要 調査不要 調査不要 
モデル 2 SS 72.6dB 77.0dB 調査不要 調査不要 調査不要 
モデル 3 SS 76.2dB 80.1dB 調査不要 調査不要 調査不要 

※調査不要：同期のため、調査不要 
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4.2.3 次世代 PHS FWA システム⇔次世代 PHS MWA システム間 
システム間は同期を前提にしており、BS⇔BS 間及び MS⇔SS 間は干渉が発生し

ない。従って、調査対象は、システム相互の BS⇔MS/SS の組み合わせとなる。調

査に必要な組み合わせ及び調査結果を表 4.2.3 に示す。 
 

表 4.2.3 次世代 PHS FWA⇔次世代 PHS MWA 間の所要改善量(同一チャネル) 

与干渉 

被干渉 

次世代 PHS 

MWA BS MWA MS FWA モデル
1,2BS 

FWA モデ

ル 3BS 
FWA モデ

ル 1SS 
FWA モデ

ル 2SS 
FWAモデ

ル 3SS 

次
世
代

P
H

S
 

MWA BS 調査不要 ― 調査不要 調査不要 57.4dB 60.1dB 63.0dB 

MWA MS ― 調査不要 54.9dB 64.1dB 調査不要 調査不要 調査不要

モデル 1,2BS 調査不要 39.9dB ― ― ― ― ― 

モデル 3BS 調査不要 54.1dB ― ― ― ― ― 

モデル 1SS 68.4dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

モデル 2SS 75.1dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

モデル 3SS 78.0dB 調査不要 ― ― ― ― ― 

 

4.2.4 次世代 PHS FWA システム間 
システム間は同期を前提にしており、BS⇔BS 間及び MS⇔SS 間は干渉が発生し

ない。従って、調査対象は、システム相互の BS⇔SS の組み合わせとなる。調査に

必要な組み合わせ及び調査結果を表 4.2.4 に示す。 
 

表 4.2.4 次世代 PHS FWA システム間の所要改善量(同一チャネル) 
与干渉 

被干渉 

次世代 PHS FWA 

モデル 1,2 BS モデル 3 BS モデル 1 SS モデル 2 SS モデル 3 SS 

次
世
代

P
H

S
 F

W
A

 モデル 1,2 BS 調査不要 調査不要 49.7dB 53.1dB 56.7dB 

モデル 3 BS 調査不要 調査不要 64.2dB 67.0dB 70.1dB 

モデル 1 SS 60.7dB 70.2dB 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 2 SS 68.1dB 77.0dB 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 3 SS 71.7dB 80.1dB 調査不要 調査不要 調査不要 
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4.2.5 同一周波数における共用条件の更なる検討 
異なる事業者が同一周波数を同一地域で FWA と MWA 又は双方で FWA をサービ

スすることは、表 4.2.1～表 4.2.4 の結果が示すように非常に困難であると言える。

MWA MS のアンテナが無指向性であり、被干渉及び与干渉源となる可能性が大きく、

干渉の回避は距離的離隔しかないと考えられる。FWA 同士の場合でも、サービスエ

リアが重複し異なる事業者の SS が互いに向き合う状況となると干渉回避の方法が

ない。必然的に同一周波数を使用する場合の異なる事業者は、システムの地理的離

隔を保たねばならない。 
 
表 4.2.1～表 4.2.4 で示された所要改善量がゼロとなる距離として換算したものを

表 4.2.5 及び表 4.2.6 に示す。同一周波数を用いる事業者は、互いにこの表で示され

た距離以上にシステムを離隔するか、山岳等の地形的条件などにより、表 4.2.1～表

4.2.4 の所要改善量を確保する必要がある。 
なお、FWA モデル 3SS については、空中線地上高が 16m と高いことから、LOS

での干渉検討を行ってきており、この距離算出結果についても LOS の場合となって

いる。実際にはこの結果のような距離が見通しとなる状況となることは考え難い。

NLOS での計算では、モデル 3SS⇒MWA BS は数キロ、MWA BS⇒モデル 3SS は

十数キロ程度となることを参考までに付記しておく。 
 

表 4.2.5 WiMAX システム間の必要離隔距離（同一チャネル） 
与干渉 

被干渉 

WiMAX 

MWA BS MWA MS FWA モデル
1,2BS 

FWA モデル
3BS 

FWA モデル
1SS 

FWA モデル
2SS 

FWA モデル
3SS 

W
iM

A
X

 

MWA BS 調査不要 ― 調査不要 調査不要 4,700m 10,000m 281,000m 

MWA MS ― 調査不要 7,500m 7,500m 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 1,2BS 調査不要 2,200m 調査不要 調査不要 6,000m 13,900m 43,900m 

モデル 3BS 調査不要 3,900m 調査不要 調査不要 11,900m 26,700m 84,800m 

モデル 1SS 11,200m 調査不要 17,700m 17,700m 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 2SS 32,100m 調査不要 52,100m 52,100m 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 3SS 2,219,800m 調査不要 166,000m 166,000m 調査不要 調査不要 調査不要 

 
表 4.2.6 次世代 PHS システム間の必要離隔距離（同一チャネル） 

与干渉 

被干渉 

次世代 PHS 

MWA BS MWA MS FWA モデル
1,2BS 

FWA モデル
3BS 

FWA モデル
1SS 

FWA モデル
2SS 

FWA モデル
3SS 

次
世
代

PH
S 

MWA BS 調査不要 ― 調査不要 調査不要 4,372m 9,333m 247,537m 

MWA MS ― 調査不要 6,274m 8,792m 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 1,2BS 調査不要 2,247m 調査不要 調査不要 6,099m 13,792m 552,323m 

モデル 3BS 調査不要 4,495m 調査不要 調査不要 11,945m 26,947m 1.651,729m

モデル 1SS 8,700m 調査不要 12,766m 17,851m 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 2SS 24,784m 調査不要 37,655m 52,604m 調査不要 調査不要 調査不要 

モデル 3SS 1,389,626m 調査不要 2,937,235m 5,223,224m 調査不要 調査不要 調査不要 
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同一周波数を異なる FWA 事業者が共用する場合、モデル 1SS については、水平

半値角 90 度を想定しているアンテナであり、簡易に室内に設置されることから、

広角で近傍の SS と干渉する可能性がある。しかしながら、モデル 2 とモデル 3 に

ついては、SS の指向性アンテナが特定方向に固定されることから、距離的共用条

件を探ることが出来る。 
 

モデル 2 とモデル 3 においては、互いの BS が各々のサービスエリアを越える離

隔距離で配置される場合、それぞれの SS は自システムの BS に対向し、SS 双方に

干渉する可能性は低いと考えられる。従って、この場合における距離的共用条件を

検討した。 
干渉は SS 空中線が設置される位置によって SS 空中線のフロント-バック（F/B）

干渉とオーバーリーチ（O/R）干渉で代表され、許容干渉レベルとなるそれぞれの

伝搬距離のうちどちらか長い方が所要離隔距離となる。 
 

  
 
 

モデル 2 及びモデル 3 における FWA BS 間所要離隔距離を表 4.2.7 に示す。 
 

表 4.2.7 FWA BS 間所要離隔距離（同一チャネル） 

 
評価は固定マイクロの干渉評価で用いられる C/N+I 分配に基づく C/I 評価で行

ない、最悪 C/I 値を回線設計よりモデル 2 では 13.6dB、モデル 3 では 16.8dB と

している。 
また、被干渉側、与干渉側 FWA BS の空中線は同一利得であるとした（参考資

料 4-6）。FWA SS の F/B 特性が 20dBi 空中線で 26.1dB あるため、軸方向の O/R
干渉が支配的となっているのがわかる。 

FWA BS

FWA SS 

O/R 干渉 

F/B 干渉 

干渉 FWA BS 

所要離隔距離 

FWA BS
空中線利得

F/B干渉による
所要離隔距離

O/R干渉による
所要離隔距離

所要離隔距離
 max(①,②）

dBi Km Km Km

モデル2 17.0 5.7 5.9 5.9
17.0 14.2 16.6 16.6
25.0 14.2 16.6 16.6

項

モデル3



 54

なお、FWA BS の空中線利得が 17dBi の場合、90~120 度セクタが想定され、

BWA BS と FWA SS が正対に近い配置となる可能性が高いことから、表 4.2.7 の

結果によらず表 4.2.1 及び表 4.2.2 の所要改善量が必要となる。一方 25dBi 空中

線の場合、その水平半値角は 9.5 度程度であるため上記離隔距離は FWA BS 空中

線軸から概略水平離角±5 度以内に適用すればよい。これ以上の水平離角が期待

できる場合、使用を予定する空中線利得により所要離隔距離を求めそれに沿って

対応すれば良い。安全サイドを考慮するなら、建設を予定する FWA BS の空中線

高における見通し距離内に被干渉となる FWA SS が存在しないことを確認すれ

ばよい。なお平滑球面大地における 40m 高の見通し距離は 26km である。 
 
4.2.6 同一周波数を使用する BWA⇔FWA 間の共用条件のまとめ 

同一周波数を使用する BWA⇔FWA 間の共用については、かなりの離隔距離が必

要となることが分かった。一方で、実際には、BWA BS 間のサイトエンジニアリン

グやセクタ構成の調整、BWA BS 及び FWA SS の空中線電力や空中線利得の調整、

空中線指向方向の調整等により、当該検討結果よりも基地局間の離隔距離は減少さ

せることができる可能性がある。 
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4.3 同一周波数を使用する MWA 間の周波数共用 
平成 18 年 12 月 21 日の「20MHz システム及び FWA システムを除く広帯域移動

無線アクセスシステムの技術的条件」に関する報告書に示された今後の検討課題の

うち、同一周波数を異なる事業者が利用する場合の技術的条件について、調査した

結果を示す。FWA システムが関係する同一周波数共用検討については前述の通りで

あり、この項では、WiMAX、次世代 PHS、MBTDD Wideband、MBTDD 625k-MC
の各システムについて、MWA システム同士の場合について検討した結果を示す。 

表 4.1 調査対象の組み合わせに示すように、異なる MWA システムが同一地域で

同一周波数を使うことは想定されておらず、検討の対象としていない。 
同一システムであるため、システム間は同期を前提とする。従って、異なる事業

者であっても、BS⇔BS間とMS⇔MS間は干渉しないため、調査の対象とはしない。 
WiMAX システム BS⇔MS 間、次世代 PHS システム BS⇔MS 間、MBTDD 

Wideband システム BS⇔MS 間及び MBTDD 625k-MC システム BS⇔MS 間総てに

おいての調査組み合わせ及び調査結果を表 4.3.1 に示す。 
 

表 4.3.1 同一周波数を使用する MWA 間の所要改善量 
   与干渉 

被干渉 
WiMAX 

BS 
WiMAX 

MS 

次世代
PHS 
BS 

次世代
PHS 
MS 

MBTDD 
Wideband

BS 

MBTDD 
Wideband 

MS 

MBTDD 
625k-MC 

BS 

MBTDD 
625k-MC

MS 

WiMAX 
BS ― 47.0dB ― ― ― ― ― ― 

WiMAX 
MS 65.0dB ― ― ― ― ― ― ― 

次世代 PHS 
BS ― ― ― 47.4dB ― ― ― ― 

次世代 PHS 
MS ― ― 62.4dB ― ― ― ― ― 

MBTDD WB 
BS ― ― ― ― ― 35.5dB ― ― 

MBTDD WB 
MS ― ― ― ― 52.0dB ― ― ― 

MBTDD-625k
MC BS ― ― ― ― ― ― ― 46.9dB 

MBTDD-625k
MC MS ― ― ― ― ― ― 42.6dB ― 

 

この結果は、一事業者のサービスエリア端から別の事業者の基地局までの離隔距

離が必要であることを意味している。表 4.3.1 に示した所要改善量がゼロとなる地

点を表 4.3.2 にまとめた。なお、MWA BS 間のサイトエンジニアリングやセクタ構

成の調整、MWA BS 及び MWA MS の空中線電力や空中線利得の調整、空中線指向

方向の調整等により、さらに離隔距離を短縮させることができる可能性がある。ま

た、次世代 PHS の場合、キャリアセンス機能や干渉回避機能等について、事業者

間調整が十分なされる場合は表 4.3.2 の離隔距離を確保しなくても適切な運用は可

能である。 
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表 4.3.2 同一周波数を使用する同一システムの必要離隔距離（NLOS の場合） 
   システム 

干渉方向 
WiMAX 次世代 

PHS 
MBTDD 

WB 
MBTDD 
625k-MC 

BS⇒MS 5.1km 2.3km 8km 695m 

MS⇒BS 1.8km 1.1km 2.5km 850m 

注：参考資料 4-7 に示すように、MBTDD 625k-MC システムでは、MS の許容干渉レ

ベルがBSよりも強いため、MS⇒BSよりBS⇒MSの所要改善量のほうが小さく、

必要離隔距離も BS⇒MS 方向で短い結果となっている。 
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第５章 広帯域移動無線アクセスシステム（固定的利用）の技術的条件 
 

2.5GHz 帯を使用する広帯域移動無線アクセスシステムの技術的条件のうち、

高利得 FWA システムの技術的条件については、以下のとおりとすることが適当

である。 
 
5.1 技術的条件の適用範囲 

技術的条件の適用範囲は、以下の種別の無線局の無線設備の送受信装置及

び制御装置とする。 
① 端末局 
② 基地局 
③ 中継局（基地局と端末局との間の通信を中継する無線局をいう。上

り回線は端末局、下り回線は基地局の技術的条件を適用する。） 
 
以下、端末局について、モデル別の記載が無い条件は、モデル 1、2 及び 3

全てに共通して適用する。 
 
5.2 一般的条件 
5.2.1 WiMAX 
(1) 無線周波数帯 

2545MHz から 2625MHz までのうちとすること。 
 
(2) 通信方式 

時分割多重複信（TDD：Time Division Duplex）方式であること。 
 

(3) 接続方式 
直交周波数分割多元接続（OFDMA：Orthogonal Frequency Division Multiple 

Access）方式であること。 
 
(4) 多重化方式 
ア 端末局（上り回線） 

直 交 周 波 数 分 割 多 重 （ OFDM ： Orthogonal Frequency Division 
Multiplexing）方式であること。 

イ 基地局（下り回線） 
 OFDM 方式及び時分割多重（TDM：Time Division Multiplexing）方式との

複合方式であること。 
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(5) 変調方式 
ア 端末局（上り回線） 

4 相位相変調（QPSK：Quadrature Phase Shift Keying）方式又は 16 値

直交振幅変調（16QAM：16 Quadrature Amplitude Modulation）方式である

こと。 
イ 基地局（下り回線） 

２相位相変調（BPSK：Binary Phase Shift Keying）方式、QPSK 方式、

16QAM 方式又は 64 値直交振幅変調（64QAM：64 Quadrature Amplitude 
Modulation）方式であること。 

 

(6) 送信同期 
ア 送信バースト繰り返し周期 

5ms ± 10μs 以下であること。 
イ 端末局及び基地局の送信バースト長は下表のとおりであること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(7) システム設計上の条件 
ア 認証・秘匿・情報セキュリティ 

不正使用を防止するための端末局装置固有の番号付与、認証手順の適用、

通信情報に対する秘匿機能の運用等を必要に応じて講じること。 
イ 端末局識別番号等 

端末局の識別番号等の付与、送出の手順はユーザによるネットワークの

自由な選択、通信のセキュリティ確保、無線局の監理等について十分配慮

して定められることが望ましい。 
ウ 電磁環境対策 

端末局と医療用電子機器等との相互の電磁干渉については、干渉が発生

しないよう細心の注意を払うこととし、干渉が確認された場合は速やかに

影響を防止するための措置を講じること。 

送信バースト長 [ms]以下 
基地局 端末局 

3.65 1.35 
3.55 1.45 
3.45 1.55 
3.35 1.65 
3.25 1.75 
3.15 1.85 
3.05 1.95 
2.95 2.05 
2.85 2.15 
2.75 2.25 



 59

エ 電波防護指針への適合 
電波法施行規則第 21 条の 3 に適合すること。（参考資料５－１） 

オ 監視制御機能 
システムの運用保守に必要な監視制御機能を有すること。また、監視制

御のための補助信号は、主信号に内挿して伝送するものとし、特殊なキャ

リア又は変調等を使用しないものであること。 
カ 端末局送信装置の異常時の電波発射停止 

次の機能が同時に独立してなされること。 
① 基地局が端末局の異常を検出した場合、基地局は端末局に送信停止

を要求すること。 
② 端末局自身がその異常を検出した場合は、異常検出タイマのタイム

アウトにより端末局自身が送出を停止すること。 
キ 送信装置の構造 

送信装置の主要な部分（空中線系を除く高周波部及び変調部）は、容易

に開けることができない構造であること。 
ク 電気通信回線設備との接続 

(ｱ) 端末設備等規則に従い、適切な識別符号を有すること。 
(ｲ) 特定の場合を除き使用する電波が空き状態にあることについての判定

を行い、空き状態のときのみ通信路を設定するものであること。 
ケ 屋内利用に限定する機能等 

モデル１の端末局については、次のとおりとすること。 
① 筐体の見やすい箇所に、屋内においてのみ電波の発射が可能である

旨が表示されていること。  
② 原則として、無線設備の電源供給については、交流電源によること。

ただし、交流電源を使用していない無線設備については、交流電源を

使用している無線設備からの信号を受信した後でなければ、電波を発

射してはならない。 
 
5.2.2 次世代 PHS 
(1) 無線周波数帯 

5.2.1(1)の項と同じとすること。 
 
(2) 通信方式 

TDD 方式であること。 
 
(3) 接続方式 

OFDMA 方式及び TDMA 方式の複合方式又は OFDMA 方式 、TDMA 方式及

び空間分割多元接続（SDMA：Space Division Multiple Access）方式の複合方
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式であること。 
 
(4) 多重化方式 
ア 端末局（上り回線） 

OFDM 方式及び TDM 方式の複合方式又は OFDM 方式、TDM 方式及び空

間分割多重（SDM：Space Division Multiplexing）方式の複合方式であるこ

と。 
イ 基地局（下り回線） 

OFDM 方式及び TDM 方式の複合方式又は OFDM 方式、TDM 方式及び

SDM 方式の複合方式であること。 
 
(5) 変調方式 

BPSK 方式、QPSK 方式、16QAM 方式、32QAM（32QAM：32 Quadrature 
Amplitude Modulation）方式、64QAM 方式又は 256QAM（256QAM：256 
Quadrature Amplitude Modulation）方式であること。 

 
(6) 送信同期 
ア 送信バースト繰り返し周期 

5ms ± 10μs 以下であること。 
イ 送信バースト長 

(ｱ) 端末局 
2.5ms 以下であること。 

(ｲ) 基地局 
2.5ms 以下であること。 

ウ 下り／上り比率 
1：1 であること。 

 
(7) システム設計上の条件 

5.2.1(7)の項に同じであること。 
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5.3 無線設備の技術的条件 
5.3.1 WiMAX 
(1) 送信装置 
ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 端末局 
±2×10-6 であること。 

(ｲ) 基地局 
 ±2×10-6であること。 

 
イ 占有周波数帯幅の許容値 

(ｱ) 5MHz システム（注 1） 
4.9MHz であること。 

(ｲ) 10MHz システム（注２） 
 9.9MHz であること。 

注１ 割当周波数の間隔が 5MHz 幅の無線設備 
注２ 割当周波数の間隔が 10MHz 幅の無線設備 

 
ウ 空中線電力 

空中線電力は、次のとおりであること。 
(ｱ) 端末局 
① モデル 1 200mW 以下 
② モデル 2 

送信空中線利得 20dBi 以下の場合 200mW 以下

送信空中線利得 20dBi を超え 23dBi 以下の場合 100mW 以下

送信空中線利得 23dBi を超え 25dBi 以下の場合 63mW 以下

③ モデル 3 
送信空中線利得 23dBi 以下の場合 200mW 以下

送信空中線利得 23dBi を超え 25dBi 以下の場合 126mW 以下

(ｲ) 基地局 
送信空中線利得 17dBi 以下の場合 20W 以下

ただし、モデル 3 については、次のとおりとすることができる。 
送信空中線利得 17dBi を超え 20dBi 以下の場合 10W 以下

送信空中線利得 20dBi を超え 23dBi 以下の場合 5W 以下

送信空中線利得 23dBi を超え 25dBi 以下の場合 3.2W 以下

 
エ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 端末局 
±50%であること。 
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(ｲ) 基地局 
±50%であること。 

 
オ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 端末局 
① 5MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±5MHz 離調した周波数の±

2.4MHz（4.8MHz）の帯域幅における平均電力が、2dBm 以下であるこ

と。 
② 10MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±10MHz 離調した周波数の±

4.75MHz（9.5MHz）の帯域幅における平均電力が、0dBm 以下である

こと。 
(ｲ) 基地局 
① 5MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±5MHz 離調した周波数の±

2.4MHz の帯域幅（4.8MHz）における平均電力が、7dBm 以下である

こと。 
② 10MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±10MHz 離調した周波数の±

4.75MHz の帯域幅（9.5MHz）における平均電力が、3dBm 以下である

こと。 
 
カ 送信スペクトラム特性 

送信スペクトラム特性は、次のとおりであること。 
(ｱ) 端末局 
① 5MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
7.5MHz 以上 8MHz 未満 -20-2.28×(Δf-7.5) dBm/MHz 

8MHz 以上 17.5MHz 未満 -21-1.68×(Δf-8) dBm/MHz 
17.5MHz 以上 22.5MHz 未満 -37dBm/MHz 

 

 

② 10MHz システム 
オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
15MHz 以上 20MHz 未満 -29-1.68×(Δf-15) dBm/MHz 
20MHz 以上 25MHz 未満 -37dBm/MHz 
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(ｲ) 基地局 
① 5MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
7.5MHz 以上 12.25MHz 未満 -15-1.4×(Δf-7.5) dBm/MHz 
12.25MHz 以上 22.5MHz 未満 -22dBm/MHz 

② 10MHz システム 
オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
15MHz 以上 25MHz 未満 -22dBm/MHz 

 
キ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値 

スプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、変調時において給

電線に供給される周波数ごとの不要発射の平均電力とし、その許容値は、

次のとおりであること。 
(ｱ) 端末局 

周波数帯 許容値 
9kHz 以上 150kHz 未満 -13dBm/kHz 
150kHz 以上 30MHz 未満 -13dBm/10kHz 
30MHz 以上 1000MHz 未満 -13dBm/100kHz 
1000MHz 以上 2505MHz 未満 -13dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 未満 モデル 1 ：-70dBm/MHz 

モデル 2 ：-68dBm/MHz 
モデル 3 ：-61dBm/MHz  

2535MHz 以上 2630MHz 未満 -18dBm/MHz 以下 （注２） 
2630MHz 以上 2630.5MHz 未満 -13-8/3.5×(f-2627)dBm/MHz 
2630.5MHz 以上 2640MHz 未満 -21-16/9.5×(f-2630.5)dBm/MHz  
2640MHz 以上 2655MHz 未満 -37dBm/MHz 
2655MHz 以上 -13dBm/MHz  

注１ f の単位は MHz とする。 
注２ 上記の内 2535MHz から 2630MHz の値は、搬送波の中心周波数からシステム周

波数帯幅（5MHz システム、10MHz システムの各システムごとに、それぞれ 5MHz、
10MHz とする。）の 2.5 倍以上の範囲に適用する。 
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(ｲ) 基地局 
周波数帯 許容値 

9kHz 以上 150kHz 未満 -13dBm/kHz 
150kHz 以上 30MHz 未満 -13dBm/10kHz 
30MHz 以上 1000MHz 未満 -13dBm/100kHz 
1000MHz 以上 2505MHz 未満 -13dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 未満 -42dBm/MHz 
2535MHz 以上 2630MHz 未満 -13dBm/MHz （注２） 
2630MHz 以上 2634.75MHz 未満 -15-7/5×(f-2629.75)dBm/MHz  
2634.75MHz 以上 2655MHz 未満 -22dBm/MHz 
2655MHz 以上 -13dBm/MHz 

注１ f の単位は MHz とする。 
注２ 上記の内 2535MHz から 2630MHz の値は、搬送波の中心周波数からシステム周

波数帯幅（5MHz システム、10MHz システムの各システムごとに、それぞれ 5MHz、
10MHz とする）の 2.5 倍以上の範囲に適用する。 

 
ク スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調） 

(ｱ) 基地局 
 希望波を定格出力で送信した状態で、希望波から 1 チャネル及び 2 チ

ャネル離れた無変調妨害波を希望波の定格出力より 30dB 低い送信電力

で加えた場合において発生する相互変調波の電力が、不要発射の強度の

許容値及び隣接チャネル漏えい電力の許容値以下であること。 
(ｲ) 中継局 

   基地局と同じであること。 
 

ケ 搬送波を送信していないときの漏えい電力 
(ｱ) 端末局 
 -30dBm 以下であること。 

(ｲ) 基地局 
-30dBm 以下であること。 

 
コ 送信空中線絶対利得 

送信空中線の絶対利得は、次のとおりであること。 
(ｱ) 端末局 

モデル 1： 10dBi 以下 
モデル 2： 25dBi 以下 
モデル 3： 25dBi 以下 
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(ｲ) 基地局 
17dBi 以下であること。ただし、モデル 3 については 25dBi 以下とする

ことができる。 
 

サ 筐体輻射 
受信待受状態において、各周波数帯における等価等方輻射電力が以下の

とおりであること。 
周波数帯 許容値 

1000MHz 未満 -54dBm/MHz 
1000MHz を超え 2505MHz 未満 -47dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 以下 モデル 1: -62dBm/MHz 

モデル 2: -50dBm/MHz 
モデル 3: -47dBm/MHz 

2535MHz を超える周波数 -47dBm/MHz 
 

(2) 受信装置 
ア 受信感度 
 受信感度は、QPSKで変調された信号を所要の品質（ビット誤り率1×10-6）

で受信するために必要な空中線端子で測定した最小受信電力とし、静特性

下において次に示す値（基準感度）以下であること。 
(ｱ) 5MHz システム 

端末局： -91.3dBm 
基地局： -91.3dBm 

(ｲ) 10MHz システム 
端末局： -88.3dBm 
基地局： -88.3dBm 

 
イ 副次的に発する電波等の限度 

受信状態において、空中線端子から発射される電力が、次のとおりであ

ること。 
周波数帯 許容値 

9kHz から 150kHz -54dBm/kHz 
150kHz から 30MHz -54dBm/10kHz 
30MHz から 1000MHz -54dBm/100kHz 
1000MHz を超え 2505MHz 未満 -47dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 以下 モデル 1： -70dBm/MHz 

モデル 2： -68dBm/MHz 
モデル 3： -61dBm/MHz 

2535MHz を超える周波数 -47dBm/MHz 
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5.3.2 次世代 PHS 
(1) 送信装置 
ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 端末局 
±3×10-６であること。 

(ｲ) 基地局 
±3×10-６であること。 

 
イ 占有周波数帯幅の許容値 

(ｱ) 2.5MHz システム（注）  
2.4MHz であること。 
注 割当周波数の間隔が 2.5MHz 幅の無線設備 

(ｲ) 5MHz システム 
 4.8MHz であること。 

(ｳ) 10MHz システム 
9.6MHz であること。 
 

ウ 空中線電力 
空中線電力は、次のとおりであること。 

(ｱ) 端末局 
5.3.1(1)ウ(ｱ)の項に同じであること。 

(ｲ) 基地局 
送信空中線利得 12dBi 以下の場合 10W 以下

ただし、モデル 3 については、次のとおりとすることができる。 
送信空中線利得 12dBi を超え 20dBi 以下の場合 10W 以下

送信空中線利得 20dBi を超え 23dBi 以下の場合 5W 以下

送信空中線利得 23dBi を超え 25dBi 以下の場合 3.2W 以下

 
エ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 端末局 
±50%であること。 

(ｲ) 基地局 
±50%であること。 

 
オ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 2.5MHz システム 
搬送波の周波数（割当周波数）から±2.5MHz 離調した周波数の±

1.2MHz（2.4MHz）の帯域幅における平均電力が、基地局及び端末局とも
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に、-10dBm/MHz 以下であること。 
(ｲ) 5MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±5MHz 離調した周波数の±2.4MHz
（4.8MHz）の帯域幅における平均電力が、基地局及び端末局ともに、

-10dBm/MHz 以下であること。 
(ｳ) 10MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±10MHz 離調した周波数の±

4.8MHz（9.6MHz）の帯域幅における平均電力が、基地局及び端末局とも

に、-10dBm/MHz 以下であること。 
 
カ 送信スペクトラム特性 

送信スペクトラム特性は、次のとおりであること。 
(ｱ) 端末局 
① 2.5MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
3.75MHz 以上 6.25MHz 未満 -10dBm/MHz 

※ Δf は、搬送波の中心周波数（割当周波数）から測定帯域の最寄り

の端までの周波数（単位 MHz）。以下同じ。 
② 5MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
7.5MHz 以上 12.5MHz 未満 -12.5-(Δf)dBm/MHz 

③ 10MHz システム 
オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
15MHz 以上 20MHz 未満 -10-(Δf)dBm/MHz 
20MHz 以上 25MHz 未満 -30dBm/MHz 

(ｲ) 基地局 
① 2.5MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
3.75MHz 以上 6.25MHz 未満 -10dBm/MHz 

② 5MHz システム 
オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 

7.5MHz 以上 12.5MHz 未満 -30dBm/MHz 
③ 10MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
15MHz 以上 25MHz 未満 -30dBm/MHz 
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キ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値 
スプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、変調時において給

電線に供給される周波数ごとの不要発射の平均電力とし、その許容値は、

次のとおりであること。 
 (ｱ) 端末局 

周波数帯 許容値 
9kHz 以上 150kHz 未満 -13dBm/kHz 
150kHz 以上 30MHz 未満 -13dBm/10kHz 
30MHz 以上 1000MHz 未満 -13dBm/100kHz 
1000MHz 以上 2505MHz 未満 -13dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 未満 モデル１ ：-70dBm/MHz 

モデル２ ：-68dBm/MHz 
モデル３ ：-61dBm/MHz 

2535MHz 以上 2630MHz 未満 -30dBm/MHz （注２） 
2630MHz 以上 2640MHz 未満 -20+(F-2630)dBm/MHz 
2640MHz 以上 2655MHz 未満 -30dBm/MHz 
2655MHz 以上 -13dBm/MHz 

注１ 2.5MHz システム、5MHz システム、10MHz システムに適用。F は測定周波数（単

位 MHz）。 
注２ 上記の内 2535MHz から 2630MHz の値は、搬送波の中心周波数からシステム周

波数帯幅の 2.5 倍以上の範囲に適用する。 
（2.5MHz システム、5MHz システム、10MHz システムのシステム周波数帯幅は

それぞれ 2.5MHz、5MHz、10MHz とする。） 
 
(ｲ) 基地局 

周波数帯 許容値 
9kHz 以上 150kHz 未満 -13dBm/kHz 以下 
150kHz 以上 30MHz 未満 -13dBm/10kHz 以下 
30MHz 以上 1000MHz 未満 -13dBm/100kHz 以下 
1000MHz 以上 2505MHz 未満 -13dBm/MHz 以下 
2505MHz 以上 2535MHz 未満 -40dBm/MHz 以下 
2535MHz 以上 2630MHz 未満 -30dBm/MHz 以下（注２） 
2630MHz 以上 2655MHz 未満 -30dbm/MHz 以下 
2655MHz 以上 -13dBm/MHz 以下 

注１ 2.5MHz システム、5MHz システム、10MHz システムに適用。 
注２ 上記の内 2535MHz から 2630MHz の値は、搬送波の中心周波数からシステム周

波数帯幅の 2.5 倍以上の範囲に適用する。 
（2.5MHz システム、5MHz システム、10MHz システムのシステム周波数帯幅はそ

れぞれ 2.5MHz、5MHz、10MHz とする。） 
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ク スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調） 
(ｱ) 基地局 

希望波を定格出力で送信した状態で、希望波から 1 チャネル及び 2 チ

ャネル離れた無変調妨害波を希望波の定格出力より 30dB 低い送信電力

で加えた場合において発生する相互変調波の電力が、不要発射の強度の

許容値及び隣接チャネル漏えい電力の許容値以下であること。 
(ｲ) 中継局 

基地局と同であること。 
 
ケ 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

(ｱ) 端末局 
-30dBm 以下であること。 

(ｲ) 基地局 
-30dBm 以下であること。 

 
コ 送信空中線絶対利得 

送信空中線の絶対利得は、次のとおりであること。 
 (ｱ) 端末局 

モデル１： 10dBi 以下 
モデル２： 25dBi 以下 
モデル３： 25dBi 以下    

(ｲ) 基地局 
12dBi 以下であること。ただし、モデル３については 25dBi 以下とする

ことができる。 
  
サ 筐体輻射 

受信待受状態において、各周波数帯における等価等方輻射電力が以下の

とおりであること。 
周波数帯 許容値 

1000MHz 未満 -54dBm/MHz 
1000MHz を超え 2505MHz 未満 -47dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 以下 モデル 1: -62dBm/MHz 

モデル 2: -50dBm/MHz  
モデル 3: -47dBm/MHz  

2535MHz を超える周波数 -47dBm/MHz 
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(2) 受信装置 
ア 受信感度 

受信感度は、BPSK で変調された信号を所要の品質（ビット誤り率又は

フレーム誤り率１×10－5）で受信するために必要な空中線端子で測定した最

小受信電力とし、静特性下において以下に示す値（基準感度）以下である

こと。 
端末局： -75dBm 以下 
基地局： -78dBm 以下 

 
イ 副次的に発する電波等の限度 

受信状態において、空中線端子から発射される電力が、次のとおりであ

ること。 
周波数帯 許容値 
9kHz から 150kHz -54dBm/kHz 以下 
150kHz から 30MHz -54dBm/10kHz 以下 
30MHz から 1000MHz -54dBm/100kHz 以下 
1000MHz を超え 2505MHz 未満 -47dBm/MHz 以下 
2505MHz 以上 2535MHz 以下 モデル 1： -70dBm/MHz 以下 

モデル 2： -68dBm/MHz 以下 
モデル 3： -61dBm/MHz 以下 

2535MHz を超える周波数 -47dBm/MHz 以下 
 

5.4 測定法 
高利得 FWA の測定法は、国内で適用されている測定法に準ずることが適当

である。ただし、今後、国際電気標準会議（IEC）等の国際的な動向を踏まえ

て対応することが望ましい。 
また、高利得 FWA は、複数の送受信空中線（MIMO やアダプティブアレー

アンテナ等の複数の送信増幅部を含む無線設備）を有する送受信装置を具備

することが一般的であると考えられるため、以下、複数の空中線を前提とし

た測定方法とする。 
 
(1) 送信装置 
ア 周波数の偏差 

無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バース

ト波にあってはバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場

合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大

となる値を周波数の偏差とすることが適当である。ただし、同一の基準周
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波数に位相同期している等が証明された場合には一の空中線端子にて測定

することができる。 
また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合は変調状態として測定す

ることができる。 
 

イ 占有周波数帯幅 
標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値疑似雑音系列等。以下同じ。）

を入力信号として加えたときに得られるスペクトル分布の全電力をスペク

トルアナライザ等を用いて測定し、スペクトル分布の上限及び下限部分に

おける電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波数幅を測定する。複

数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中

線端子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とすることが

適当である。 
ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線端

子を校正された RF 結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成

して測定することが適当である。 
 

ウ 空中線電力 
標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波

電力計を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ご

とに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を空中線電力と

すること。 
また、連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波に

て測定する場合は、送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも

十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数

を乗じて平均電力とすることが適当である。ただし、アダプティブアレー

アンテナ（個々の空中線の電力及び位相を制御することによって空中線の

指向特性を制御するものであって、一の空中線の電力を増加させた場合、

他の空中線の電力を低下させることによって、複数空中線の総電力を一定

に制御する機能を有するもの。以下同じ。）の場合にあっては、空中線電

力の総和が最大となる状態にて測定すること。 
 

エ 隣接チャネル漏洩電力 
標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣

接チャネル帯域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速

度が 1 サンプル点あたり 1 個以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、

マックスホールドモードで測定する。複数の空中線端子を有する場合は空

中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を隣
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接チャネル漏洩電力とすること。連続波にあっては、電力測定受信機又は

スペクトルアナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、

それぞれの測定値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすることが適当であ

る。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線

電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定する

こと。 
 

オ 送信スペクトル特性 
標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の

平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトル

アナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射

の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯

域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算すること

が適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、

一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等

で測定すること。 
 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 
スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとする

ことが適当である。 
この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行

う周波数範囲については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが

望ましいが、当面の間は 30MHzから第 5次高調波までとすることができる。 
標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不要発射の平均電力

（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライ

ザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに

測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度と

すること。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参

照帯域幅に設定することが適当である。ただし、アダプティブアレーアン

テナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の

総和が最大となる状態等で測定すること。 
 

キ スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調）（基地局及び中

継局） 
希望波を定格出力で送信している状態において、希望波から 1 チャネル

及び 2 チャネル離れた無変調妨害波を規定の電力で加えた場合において発

生する相互変調波の電力を測定する。 
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複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの

空中線端子にて測定した値の総和を相互変調の強度とすること。ただし、

アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大に

した状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 
 

ク 搬送波を送信していないときの漏洩電力 
搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波

数幅の電力をスペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端

子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測

定した値の総和を搬送波を送信していないときの漏洩電力とすること。 
 

ケ 送信同期（送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長） 
スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅

を 0Hz（ゼロスパン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得ら

れない場合は、広帯域検波器を用いオシロスコープまたは、周波数カウン

タ等の測定器を用いて測定することが望ましい。この場合において、複数

の空中線端子を有する場合は各空中線端子を校正された RF 結合器で結合

し、全ての送信装置からの信号を合成して測定することが適当である。 
 
(2) 受信装置 
ア 受信感度 

 標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品

質（ビット誤り率（BER））になるときの空中線端子で測定した最小受信電

力であり静特性下において許容値（基準感度）以下であること。この場合

において、フレーム誤り率（FER）からビット誤り率へ一意の換算ができ

る場合は、フレーム誤り率を測定し換算式を明記することにより、ビット

誤り率とすることができる。（以下同じ。） 
 

イ 副次的に発する電波等の限度 
スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場

合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総

和を副次的に発する電波等の限度とすること。 
この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に設定す

ることが適当である。 
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第６章 今後の検討課題 
 

 本報告書においては、前回答申で今後の検討課題として挙げられた、高利得

FWA等システムの導入及び同一周波数を異なる事業者が利用する場合の共用

条件について検討を行ったものである。 

 一方、無線技術の発展は著しく、3Gや3.5GのIMT-2000についても、伝送速

度のさらなる高速化、周波数利用効率の向上などに向けた技術開発が進められ

ているほか、ITUをはじめとする標準化機関において活発な検討が行われてい

るところであり、今後とも、こうした技術開発や標準化活動の動きに柔軟に対

応していくことが適当と考えられる。 

BWAシステムの今後の発展に向けた検討課題を以下に述べる。 

 

6.1 20MHz システムの導入 
BWA システムは、１システムが利用可能とする占有周波数帯幅をできるだ

け広く確保することにより、伝送速度の面で 3G 及び 3.5G との差別化が一層

図られることが求められている。 

このような観点から、BWA システムについては、今後、さらに占有周波数

帯幅を 20MHz 程度以上に拡張するための検討を進める必要がある。 

しかしながら、システム当たりの占有周波数帯幅を拡張することは、帯域外

の不要輻射の増加にもつながることから、周波数を隣接する衛星システムある

いは他の BWA システムへの干渉について十分留意する必要がある。 

占有周波数帯幅を 20MHz に拡張した場合、BWA システムと衛星システムと

の間、あるいはシステム同士間は、10MHz システムと比較して、広いガード

バンドの確保が必要とされる。加えて、現時点においては、国際標準化機関に

おいても、20MHz 程度以上のシステムの標準化の策定に、さらに時間を要す

る状況にある。 

したがって、20MHz 程度以上の広帯域システムの導入については、不要輻

射を十分抑制可能なリニアライザなどの等価技術、フィルタ技術等の開発動向、

あるいは国際標準化動向等を十分踏まえながら、今後検討することが適当であ

る。 
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Ⅴ 審議結果 

 情報通信審議会諮問第 2021 号「2.5GHz 帯を使用する広帯域移動無線アクセ

スシステムの技術的条件」（平成 18 年 2 月 27 日諮問）のうち「高利得 FWA シ

ステムの技術的条件」について、別添のとおり一部答申（案）を取りまとめた。 



 76

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別 添 

 
 
 
 

情報通信審議会諮問第 2021 号 

「2.5GHz帯を使用する広帯域移動無線アクセスシステムの技術的条件」

のうち「高利得 FWA システムの技術的条件」（案）
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情報通信審議会諮問第 2021 号「2.5GHz帯を使用する広帯域移動無線アク

セスシステムの技術的条件」のうち「高利得 FWA システムの技術的条件」

に対する答申（案） 
 

2.5GHz 帯を使用する広帯域移動無線アクセスシステムの技術的条件のうち、

高利得 FWA システムの技術的条件については、以下のとおりとすることが適当

である。 
 
1 技術的条件の適用範囲 

技術的条件の適用範囲は、以下の種別の無線局の無線設備の送受信装置及び

制御装置とする。 
① 端末局 
② 基地局 
③ 中継局（基地局と端末局との間の通信を中継する無線局をいう。上り

回線は端末局、下り回線は基地局の技術的条件を適用する。） 
 
以下、端末局について、モデル別の記載が無い条件は、モデル 1、2 及び 3

全てに共通して適用する。 
 
2 一般的条件 
2.1 WiMAX 
(1) 無線周波数帯 

2545MHz から 2625MHz までのうちとすること。 
 
(2) 通信方式 

時分割多重複信（TDD：Time Division Duplex）方式であること。 
 

(3) 接続方式 
直交周波数分割多元接続（OFDMA：Orthogonal Frequency Division Multiple 

Access）方式であること。 
 
(4) 多重化方式 
ア 端末局（上り回線） 

直交周波数分割多重（OFDM：Orthogonal Frequency Division Multiplexing）
方式であること。 

 
イ 基地局（下り回線） 
 OFDM 方式及び時分割多重（TDM：Time Division Multiplexing）方式との
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複合方式であること。 
 
(5) 変調方式 
ア 端末局（上り回線） 

4 相位相変調（QPSK：Quadrature Phase Shift Keying）方式又は 16 値直

交振幅変調（16QAM：16 Quadrature Amplitude Modulation）方式であるこ

と。 
イ 基地局（下り回線） 

２相位相変調（BPSK：Binary Phase Shift Keying）方式、QPSK 方式、

16QAM 方式又は 64 値直交振幅変調（64QAM：64 Quadrature Amplitude 
Modulation）方式であること。 

 
(6) 送信同期 
ア 送信バースト繰り返し周期 

5ms ± 10μs 以下であること。 
イ 端末局及び基地局の送信バースト長は下表のとおりであること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(7) システム設計上の条件 
ア 認証・秘匿・情報セキュリティ 

不正使用を防止するための端末局装置固有の番号付与、認証手順の適用、

通信情報に対する秘匿機能の運用等を必要に応じて講じること。 
イ 端末局識別番号等 

端末局の識別番号等の付与、送出の手順はユーザによるネットワークの自

由な選択、通信のセキュリティ確保、無線局の監理等について十分配慮して

定められることが望ましい。 
ウ 電磁環境対策 

送信バースト長 [ms]以下 
基地局 端末局 

3.65 1.35 
3.55 1.45 
3.45 1.55 
3.35 1.65 
3.25 1.75 
3.15 1.85 
3.05 1.95 
2.95 2.05 
2.85 2.15 

2.75 2.25 
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端末局と医療用電子機器等との相互の電磁干渉については、干渉が発生し

ないよう細心の注意を払うこととし、干渉が確認された場合は速やかに影響を防

止するための措置を講じること。 
エ 電波防護指針への適合 

電波法施行規則第 21 条の 3 に適合すること。（参考資料 5-1） 
オ 監視制御機能 

システムの運用保守に必要な監視制御機能を有すること。また、監視制御

のための補助信号は、主信号に内挿して伝送するものとし、特殊なキャリア

又は変調等を使用しないものであること。 
カ 端末局送信装置の異常時の電波発射停止 

次の機能が同時に独立してなされること。 
① 基地局が端末局の異常を検出した場合、基地局は端末局に送信停止を

要求すること。 
② 端末局自身がその異常を検出した場合は、異常検出タイマのタイムア

ウトにより端末局自身が送出を停止すること。 
キ 送信装置の構造 

送信装置の主要な部分（空中線系を除く高周波部及び変調部）は、容易に

開けることができない構造であること。 
ク 電気通信回線設備との接続 

(ｱ) 端末設備等規則に従い、適切な識別符号を有すること。 
(ｲ) 特定の場合を除き使用する電波が空き状態にあることについての判定を

行い、空き状態のときのみ通信路を設定するものであること。 
ケ 屋内利用に限定する機能等 

モデル１の端末局については、次のとおりとすること。 
① 筐体の見やすい箇所に、屋内においてのみ電波の発射が可能である旨

が表示されていること。  
② 原則として、無線設備の電源供給については、交流電源によること。

ただし、交流電源を使用していない無線設備については、交流電源を使

用している無線設備からの信号を受信した後でなければ、電波を発射し

てはならない。 
 
2.2 次世代 PHS 
(1) 無線周波数帯 

5.2.1(1)の項と同じとすること。 
 
(2) 通信方式 

TDD 方式であること。 
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(3) 接続方式 
OFDMA 方式及び TDMA 方式の複合方式又は OFDMA 方式 、TDMA 方式及

び空間分割多元接続（SDMA：Space Division Multiple Access）方式の複合方

式であること。 
 
(4) 多重化方式 
ア 端末局（上り回線） 

OFDM 方式及び TDM 方式の複合方式又は OFDM 方式、TDM 方式及び空

間分割多重（SDM：Space Division Multiplexing）方式の複合方式であるこ

と。 
イ 基地局（下り回線） 

OFDM 方式及び TDM 方式の複合方式又は OFDM 方式、TDM 方式及び

SDM 方式の複合方式であること。 
 
(5) 変調方式 

BPSK 方式、QPSK 方式、16QAM 方式、32QAM（32QAM：32 Quadrature 
Amplitude Modulation）方式、64QAM 方式又は 256QAM（256QAM：256 
Quadrature Amplitude Modulation）方式であること。 

 
(6) 送信同期 
ア 送信バースト繰り返し周期 

5ms ± 10μs 以下であること。 
イ 送信バースト長 

(ｱ) 端末局 
2.5ms 以下であること。 

(ｲ) 基地局 
2.5ms 以下であること。 

ウ 下り／上り比率 
1：1 であること。 

 
(7) システム設計上の条件 

5.2.1(7)の項に同じであること。 
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3 無線設備の技術的条件 
3.1 WiMAX 
(1) 送信装置 
ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 端末局 
2×10-6 であること。 

(ｲ) 基地局 
 2×10-6であること。 

 
イ 占有周波数帯幅の許容値 

(ｱ) 5MHz システム（注 1） 
4.9MHz であること。 

(ｲ) 10MHz システム（注２） 
 9.9MHz であること。 

注１ 割当周波数の間隔が 5MHz 幅の無線設備 
注２ 割当周波数の間隔が 10MHz 幅の無線設備 

 
ウ 空中線電力 

空中線電力は、次のとおりであること。 
(ｱ) 端末局 
① モデル 1 200mW 以下 
② モデル 2 

送信空中線利得 20dBi 以下の場合 200mW 以下

送信空中線利得 20dBi を超え 23dBi 以下の場合 100mW 以下

送信空中線利得 23dBi を超え 25dBi 以下の場合 63mW 以下

③ モデル 3 
送信空中線利得 23dBi 以下の場合 200mW 以下

送信空中線利得 23dBi を超え 25dBi 以下の場合 126mW 以下

(ｲ) 基地局 
送信空中線利得 17dBi 以下の場合 20W 以下

ただし、モデル 3 については、次のとおりとすることができる。 
送信空中線利得 17dBi を超え 20dBi 以下の場合 10W 以下

送信空中線利得 20dBi を超え 23dBi 以下の場合 5W 以下

送信空中線利得 23dBi を超え 25dBi 以下の場合 3.2W 以下

 
エ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 端末局 
±50%であること。 
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(ｲ) 基地局 
±50%であること。 

 
オ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 端末局 
� 5MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±5MHz 離調した周波数の±

2.4MHz（4.8MHz）の帯域幅における平均電力が、2dBm 以下であるこ

と。 
� 10MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±10MHz 離調した周波数の±

4.75MHz（9.5MHz）の帯域幅における平均電力が、0dBm 以下であるこ

と。 
(ｲ) 基地局 

� 5MHz システム 
搬送波の周波数（割当周波数）から±5MHz 離調した周波数の±

2.4MHz の帯域幅（4.8MHz）における平均電力が、7dBm 以下であるこ

と。 
� 10MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±10MHz 離調した周波数の±

4.75MHz の帯域幅（9.5MHz）における平均電力が、3dBm 以下である

こと。 
 
カ 送信スペクトラム特性 

送信スペクトラム特性は、次のとおりであること。 
(ｱ) 端末局 

� 5MHz システム 
オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
7.5MHz 以上 8MHz 未満 -20-2.28×(Δf-7.5) dBm/MHz 

8MHz 以上 17.5MHz 未満 -21-1.68×(Δf-8) dBm/MHz 
17.5MHz 以上 22.5MHz 未満 -37dBm/MHz 

 
 
� 10MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
15MHz 以上 20MHz 未満 -29-1.68×(Δf-15) dBm/MHz 
20MHz 以上 25MHz 未満 -37dBm/MHz 
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(ｲ) 基地局 
� 5MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
7.5MHz 以上 12.25MHz 未満 -15-1.4×(Δf-7.5) dBm/MHz 
12.25MHz 以上 22.5MHz 未満 -22dBm/MHz 

� 10MHz システム 
オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
15MHz 以上 25MHz 未満 -22dBm/MHz 

 
キ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値 

スプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、変調時において給電

線に供給される周波数ごとの不要発射の平均電力とし、その許容値は、次の

とおりであること。 
(ｱ) 端末局 

周波数帯 許容値 
9kHz 以上 150kHz 未満 -13dBm/kHz 
150kHz 以上 30MHz 未満 -13dBm/10kHz 
30MHz 以上 1000MHz 未満 -13dBm/100kHz 
1000MHz 以上 2505MHz 未満 -13dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 未満 モデル 1 ：-70dBm/MHz 

モデル 2 ：-68dBm/MHz 
モデル 3 ：-61dBm/MHz  

2535MHz 以上 2630MHz 未満 -18dBm/MHz 以下 （注２） 
2630MHz 以上 2630.5MHz 未満 -13-8/3.5×(f-2627)dBm/MHz 
2630.5MHz 以上 2640MHz 未満 -21-16/9.5×(f-2630.5)dBm/MHz  
2640MHz 以上 2655MHz 未満 -37dBm/MHz 
2655MHz 以上 -13dBm/MHz  

注１ f の単位は MHz とする。 
注２ 上記の内 2535MHz から 2630MHz の値は、搬送波の中心周波数からシステム周波

数帯幅（5MHz システム、10MHz システムの各システムごとに、それぞれ 5MHz、
10MHz とする。）の 2.5 倍以上の範囲に適用する。 
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(ｲ) 基地局 
周波数帯 許容値 

9kHz 以上 150kHz 未満 -13dBm/kHz 
150kHz 以上 30MHz 未満 -13dBm/10kHz 
30MHz 以上 1000MHz 未満 -13dBm/100kHz 
1000MHz 以上 2505MHz 未満 -13dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 未満 -42dBm/MHz 
2535MHz 以上 2630MHz 未満 -13dBm/MHz （注２） 
2630MHz 以上 2634.75MHz 未満 -15-7/5×(f-2629.75)dBm/MHz  
2634.75MHz 以上 2655MHz 未満 -22dBm/MHz 
2655MHz 以上 -13dBm/MHz 

注１ f の単位は MHz とする。 
注２ 上記の内 2535MHz から 2630MHz の値は、搬送波の中心周波数からシステム周波

数帯幅（5MHz システム、10MHz システムの各システムごとに、それぞれ 5MHz、
10MHz とする）の 2.5 倍以上の範囲に適用する。 

 
ク スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調） 

(ｱ) 基地局 
 希望波を定格出力で送信した状態で、希望波から 1 チャネル及び 2 チャ

ネル離れた無変調妨害波を希望波の定格出力より 30dB 低い送信電力で加

えた場合において発生する相互変調波の電力が、不要発射の強度の許容値

及び隣接チャネル漏えい電力の許容値以下であること。 
(ｲ) 中継局 

   基地局と同じであること。 
 

ケ 搬送波を送信していないときの漏えい電力 
(ｱ) 端末局 
 -30dBm 以下であること。 

(ｲ) 基地局 
-30dBm 以下であること。 

 
コ 送信空中線絶対利得 

送信空中線の絶対利得は、次のとおりであること。 
(ｱ) 端末局 

モデル 1： 10dBi 以下 
モデル 2： 25dBi 以下 
モデル 3： 25dBi 以下 

 



 85

(ｲ) 基地局 
17dBi 以下であること。ただし、モデル 3 については 25dBi 以下とする

ことができる。 
 

サ 筐体輻射 
受信待受状態において、各周波数帯における等価等方輻射電力が以下のと

おりであること。 
周波数帯 許容値 

1000MHz 未満 -54dBm/MHz 
1000MHz を超え 2505MHz 未満 -47dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 以下 モデル 1: -62dBm/MHz 

モデル 2: -50dBm/MHz 
モデル 3: -47dBm/MHz 

2535MHz を超える周波数 -47dBm/MHz 
 

(2) 受信装置 
ア 受信感度 
 受信感度は、QPSK で変調された信号を所要の品質（ビット誤り率 1×10-6）

で受信するために必要な空中線端子で測定した最小受信電力とし、静特性下

において次に示す値（基準感度）以下であること。 
(ｱ) 5MHz システム 

端末局： -91.3dBm 
基地局： -91.3dBm 

(ｲ) 10MHz システム 
端末局： -88.3dBm 
基地局： -88.3dBm 

 
イ 副次的に発する電波等の限度 

受信状態において、空中線端子から発射される電力が、次のとおりである

こと。 
周波数帯 許容値 

9kHz から 150kHz -54dBm/kHz 
150kHz から 30MHz -54dBm/10kHz 
30MHz から 1000MHz -54dBm/100kHz 
1000MHz を超え 2505MHz 未満 -47dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 以下 モデル 1： -70dBm/MHz 

モデル 2： -68dBm/MHz 
モデル 3： -61dBm/MHz 

2535MHz を超える周波数 -47dBm/MHz 
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3.2 次世代 PHS 
(1) 送信装置 
ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 端末局 
3×10-６であること。 

(ｲ) 基地局 
3×10-６であること。 

 
イ 占有周波数帯幅の許容値 

(ｱ) 2.5MHz システム（注）  
2.4MHz であること。 
注 割当周波数の間隔が 2.5MHz 幅の無線設備 

(ｲ) 5MHz システム 
 4.8MHz であること。 

(ｳ) 10MHz システム 
9.6MHz であること。 
 

ウ 空中線電力 
空中線電力は、次のとおりであること。 

(ｱ) 端末局 
5.3.1(1)ウ(ｱ)の項に同じであること。 

(ｲ) 基地局 
送信空中線利得 12dBi 以下の場合 10W 以下

ただし、モデル 3 については、次のとおりとすることができる。 
送信空中線利得 12dBi を超え 20dBi 以下の場合 10W 以下

送信空中線利得 20dBi を超え 23dBi 以下の場合 5W 以下

送信空中線利得 23dBi を超え 25dBi 以下の場合 3.2W 以下

 
エ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 端末局 
±50%であること。 

(ｲ) 基地局 
±50%であること。 

 
オ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 2.5MHz システム 
搬送波の周波数（割当周波数）から±2.5MHz 離調した周波数の±

1.2MHz（2.4MHz）の帯域幅における平均電力が、基地局及び端末局とも
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に、-10dBm/MHz 以下であること。 
(ｲ) 5MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±5MHz 離調した周波数の±2.4MHz
（4.8MHz）の帯域幅における平均電力が、基地局及び端末局ともに、

-10dBm/MHz 以下であること。 
(ｳ) 10MHz システム 

搬送波の周波数（割当周波数）から±10MHz 離調した周波数の±4.8MHz
（9.6MHz）の帯域幅における平均電力が、基地局及び端末局ともに、

-10dBm/MHz 以下であること。 
 
カ 送信スペクトラム特性 

送信スペクトラム特性は、次のとおりであること。 
(ｱ) 端末局 
① 2.5MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
3.75MHz 以上 6.25MHz 未満 -10dBm/MHz 

� Δf は、搬送波の中心周波数（割当周波数）から測定帯域の最寄りの

端までの周波数（単位 MHz）。以下同じ。 
② 5MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
7.5MHz 以上 12.5MHz 未満 -12.5-(Δf)dBm/MHz 

③ 10MHz システム 
オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
15MHz 以上 20MHz 未満 -10-(Δf)dBm/MHz 
20MHz 以上 25MHz 未満 -30dBm/MHz 

(ｲ) 基地局 
① 2.5MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
3.75MHz 以上 6.25MHz 未満 -10dBm/MHz 

② 5MHz システム 
オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 

7.5MHz 以上 12.5MHz 未満 -30dBm/MHz 
③ 10MHz システム 

オフセット周波数｜Δf｜ 許容値 
15MHz 以上 25MHz 未満 -30dBm/MHz 
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キ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値 
スプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、変調時において給電

線に供給される周波数ごとの不要発射の平均電力とし、その許容値は、次の

とおりであること。 
 (ｱ) 端末局 

周波数帯 許容値 
9kHz 以上 150kHz 未満 -13dBm/kHz 
150kHz 以上 30MHz 未満 -13dBm/10kHz 
30MHz 以上 1000MHz 未満 -13dBm/100kHz 
1000MHz 以上 2505MHz 未満 -13dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 未満 モデル１ ：-70dBm/MHz 

モデル２ ：-68dBm/MHz 
モデル３ ：-61dBm/MHz 

2535MHz 以上 2630MHz 未満 -30dBm/MHz （注２） 
2630MHz 以上 2640MHz 未満 -20+(F-2630)dBm/MHz 
2640MHz 以上 2655MHz 未満 -30dBm/MHz 
2655MHz 以上 -13dBm/MHz 

注１ 2.5MHz システム、5MHz システム、10MHz システムに適用。F は測定周波数（単

位 MHz）。 
注２ 上記の内 2535MHz から 2630MHz の値は、搬送波の中心周波数からシステム周波

数帯幅の 2.5 倍以上の範囲に適用する。 
（2.5MHz システム、5MHz システム、10MHz システムのシステム周波数帯幅はそ

れぞれ 2.5MHz、5MHz、10MHz とする。） 
 
(ｲ) 基地局 

周波数帯 許容値 
9kHz 以上 150kHz 未満 -13dBm/kHz 以下 
150kHz 以上 30MHz 未満 -13dBm/10kHz 以下 
30MHz 以上 1000MHz 未満 -13dBm/100kHz 以下 
1000MHz 以上 2505MHz 未満 -13dBm/MHz 以下 
2505MHz 以上 2535MHz 未満 -40dBm/MHz 以下 
2535MHz 以上 2630MHz 未満 -30dBm/MHz 以下 注２ 
2630MHz 以上 2655MHz 未満 -30dbm/MHz 以下 
2655MHz 以上 -13dBm/MHz 以下 

注１ 2.5MHz システム、5MHz システム、10MHz システムに適用。 
注２ 上記の内 2535MHz から 2630MHz の値は、搬送波の中心周波数からシステム周波

数帯幅の 2.5 倍以上の範囲に適用する。 
（2.5MHz システム、5MHz システム、10MHz システムのシステム周波数帯幅はそ

れぞれ 2.5MHz、5MHz、10MHz とする。） 
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ク スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調） 
(ｱ) 基地局 

希望波を定格出力で送信した状態で、希望波から 1 チャネル及び 2 チャ

ネル離れた無変調妨害波を希望波の定格出力より 30dB 低い送信電力で加

えた場合において発生する相互変調波の電力が、不要発射の強度の許容値

及び隣接チャネル漏えい電力の許容値以下であること。 
(ｲ) 中継局 

基地局と同であること。 
 
ケ 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

(ｱ) 端末局 
-30dBm 以下であること。 

(ｲ) 基地局 
-30dBm 以下であること。 

 
コ 送信空中線絶対利得 

送信空中線の絶対利得は、次のとおりであること。 
 (ｱ) 端末局 

モデル１： 10dBi 以下 
モデル２： 25dBi 以下 
モデル３： 25dBi 以下    

(ｲ) 基地局 
12dBi 以下であること。ただし、モデル３については 25dBi 以下とする

ことができる。 
  
サ 筐体輻射 

受信待受状態において、各周波数帯における等価等方輻射電力が以下のと

おりであること。 
周波数帯 許容値 

1000MHz 未満 -54dBm/MHz 
1000MHz を超え 2505MHz 未満 -47dBm/MHz 
2505MHz 以上 2535MHz 以下 モデル 1: -62dBm/MHz 

モデル 2: -50dBm/MHz  
モデル 3: -47dBm/MHz  

2535MHz を超える周波数 -47dBm/MHz 
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(2) 受信装置 
ア 受信感度 

受信感度は、BPSK で変調された信号を所要の品質（ビット誤り率又はフ

レーム誤り率１×10－5）で受信するために必要な空中線端子で測定した最小

受信電力とし、静特性下において以下に示す値（基準感度）以下であること。 
端末局： -75dBm 以下 
基地局： -78dBm 以下 

 
イ 副次的に発する電波等の限度 

受信状態において、空中線端子から発射される電力が、次のとおりである

こと。 
周波数帯 許容値 
9kHz から 150kHz -54dBm/kHz 以下 
150kHz から 30MHz -54dBm/10kHz 以下 
30MHz から 1000MHz -54dBm/100kHz 以下 
1000MHz を超え 2505MHz 未満 -47dBm/MHz 以下 
2505MHz 以上 2535MHz 以下 モデル 1： -70dBm/MHz 以下 

モデル 2： -68dBm/MHz 以下 
モデル 3： -61dBm/MHz 以下 

2535MHz を超える周波数 -47dBm/MHz 以下 
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4 測定法 
高利得 FWA の測定法は、国内で適用されている測定法に準ずることが適当

である。ただし、今後、国際電気標準会議（IEC）等の国際的な動向を踏まえ

て対応することが望ましい。 
また、高利得 FWA は、複数の送受信空中線（MIMO やアダプティブアレー

アンテナ等の複数の送信増幅部を含む無線設備）を有する送受信装置を具備す

ることが一般的であると考えられるため、以下、複数の空中線を前提とした測

定方法とする。 
 
(1) 送信装置 
ア 周波数の偏差 

無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バースト

波にあってはバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場合は

空中線端子ごとに測定し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる

値を周波数の偏差とすることが適当である。ただし、同一の基準周波数に位

相同期している等が証明された場合には一の空中線端子にて測定すること

ができる。 
また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合は変調状態として測定する

ことができる。 
 

イ 占有周波数帯幅 
標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値疑似雑音系列等。以下同じ。）

を入力信号として加えたときに得られるスペクトル分布の全電力をスペク

トルアナライザ等を用いて測定し、スペクトル分布の上限及び下限部分にお

ける電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波数幅を測定する。複数

の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端

子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とすることが適当

である。 
ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線端子

を校正された RF 結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成し

て測定することが適当である。 
 

ウ 空中線電力 
標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波電

力計を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに

測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を空中線電力とするこ

と。 
また、連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波にて
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測定する場合は、送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分

長い期間における平均電力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数を乗じ

て平均電力とすることが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナ

（個々の空中線の電力及び位相を制御することによって空中線の指向特性

を制御するものであって、一の空中線の電力を増加させた場合、他の空中線

の電力を低下させることによって、複数空中線の総電力を一定に制御する機

能を有するもの。以下同じ。）の場合にあっては、空中線電力の総和が最大

となる状態にて測定すること。 
 

エ 隣接チャネル漏洩電力 
標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣接

チャネル帯域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速度が

1 サンプル点あたり 1 個以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マッ

クスホールドモードで測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を隣接チャネ

ル漏洩電力とすること。連続波にあっては、電力測定受信機又はスペクトル

アナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、それぞれの測

定値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすることが適当である。ただし、ア

ダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした

状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 
 

オ 送信スペクトル特性 
標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の

平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルア

ナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ご

とに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度

とすること。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参

照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算することが適当で

ある。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線

電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定する

こと。 
 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 
スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとするこ

とが適当である。 
この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う

周波数範囲については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望

ましいが、当面の間は 30MHz から第 5 次高調波までとすることができる。 
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標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不要発射の平均電力

（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザ

を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定

し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度とするこ

と。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅

に設定することが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合

にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大と

なる状態等で測定すること。 
 

キ スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調）（基地局及び中

継局） 
希望波を定格出力で送信している状態において、希望波から 1 チャネル及

び 2 チャネル離れた無変調妨害波を規定の電力で加えた場合において発生

する相互変調波の電力を測定する。 
複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの

空中線端子にて測定した値の総和を相互変調の強度とすること。ただし、ア

ダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした

状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 
 

ク 搬送波を送信していないときの漏洩電力 
搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波数

幅の電力をスペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端子を

有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した

値の総和を搬送波を送信していないときの漏洩電力とすること。 
 

ケ 送信同期（送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長） 
スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅を

0Hz（ゼロスパン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得られな

い場合は、広帯域検波器を用いオシロスコープまたは、周波数カウンタ等の

測定器を用いて測定することが望ましい。この場合において、複数の空中線

端子を有する場合は各空中線端子を校正された RF 結合器で結合し、全ての

送信装置からの信号を合成して測定することが適当である。 
 
(2) 受信装置 
ア 受信感度 
 標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品質

（ビット誤り率（BER））になるときの空中線端子で測定した最小受信電力

であり静特性下において許容値（基準感度）以下であること。この場合にお



 94

いて、フレーム誤り率（FER）からビット誤り率へ一意の換算ができる場合

は、フレーム誤り率を測定し換算式を明記することにより、ビット誤り率と

することができる。（以下同じ。） 
 

イ 副次的に発する電波等の限度 
スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合

は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を

副次的に発する電波等の限度とすること。 
この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に設定す

ることが適当である。 
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参考資料１－１ 
 

FWA システム各方式の諸元 
 
 

（１）WiMAX 
 WiMAX 基地局及び加入者局の主なシステム諸元を表 1 に、WiMAX 基地

局のアンテナパターンを図 2 に、WiMAX 加入者局のアンテナパターンを図

3 に、WiMAX 基地局送信マスクを図 4 に、WiMAX 加入者局送信マスクを図

5 に示す。 

 

表 1.1 WiMAX 基地局の主な諸元 

項目 
諸元 

備考 
モデル１，２(P-MP) モデル３(P-P) 

最大空中線電力 43dBm/10MHz 35dBm/10MHz P-MP 利用は MWA と同一 

最大空中線利得 17dBi 25dBi P-MP 利用は MWA と同一 

空中線指向特性 F.1336 F.1245 モデルの根拠 

給電線系損失 5dB MWA と同一 

空中線地上高 40m MWA と同一 

熱雑音電力 -108dBm/MHz MWA と同一 

雑音指数 6dB MWA と同一 

許容 I/N 6dB MWA と同一 

スペクトル特性 アドホックマスク MWA と同一 

干渉許容レベル -113.8dBm/MHz MWA と同一 

設置密度 0.02 台/km2 

（セル半径：4km）

0.003 台/km2 

（セル半径：10km）

 

稼働率 100% MWA と同一 
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表 1.2 WiMAX 加入者局の主な諸元 
 

項目 諸元 備考 

 参考：MWA モデル１ モデル２ モデル３  

最大空中線電力(dBm/10MHz) 23 23 (＊2) 23 23  

最大空中線利得(dBi) 2 10 20 23  

空中線指向特性 Omni 水平半値角 90°

F.1336 

F.1245 

(P-MP、P-P 共通) 

モデルの根拠 

P-MP、P-P の別 

給電線損失(dB) 0 0 3 5  

空中線地上高(m) 1.5 3 6 16 P.1411(4.3) 

熱雑音電力(dBm/MHz) -106 -106 -106 -106 MWA と同一 

雑音指数(dB) 8 8 8 8 MWA と同一 

許容 I/N(dB) 6 6 6 6 MWA と同一 

スペクトル特性 アドホックマスク MWA と同一 

干渉許容レベル(dBm/MHz) -111.8 -111.8 -111.8 -111.8 MWA と同一 

設置密度 35 加入/Cell 

（セル半径：1.4km）

35 加入/Cell 

（セル半径：4km） 

1 加入/Cell 

（セル半径：10km）

最大 200 台/km2 (＊4)
(対象ｴﾘｱ：1km2、世帯数：200) 

稼働率 33% 100% 100% 

利用形態 モバイル 
（カード型） 

屋内 CPE 
Penetration Loss  
10dB を適用(＊3)

屋外 CPE 
（モデム型） 

中継用途  

＊1: 各種検討はモデル１～３を用いて行う。 

＊2: N-STAR との共用検討の結果を踏まえ、当初の要求条件（27dBm/10MHz）を見直したもの（第３章）。N-STAR と FWA との間、及び BWA 間の

共用検討（最悪値検討）においては、当初の要求条件で検討している（第３章及び第４章）。 

＊3: 回線設計には 10dB を用いるが最悪値検討を行う際は 0dB から検討する 

＊4: 実際の加入者局密度の実例に基づく想定値 
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図 2.1 WiMAX 基地局（モデル１，２）のアンテナパターン 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 WiMAX 基地局（モデル３）のアンテナパターン 

水平パターン 垂直パターン

水平パターン 垂直パターン
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図 3.1 WiMAX 加入者局（モデル１）のアンテナパターン 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 WiMAX 加入者局（モデル２）のアンテナパターン 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 WiMAX 加入者局（モデル３）のアンテナパターン 
 

水平パターン 垂直パターン
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水平パターン 垂直パターン
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IEEE 802.16e 基地局送信マスク
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図 4  WiMAX 基地局送信マスク 
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（２）次世代 PHS 
次世代 PHS 基地局及び加入者局の主なシステム諸元を表 1 に、次世代

PHS 基地局のアンテナパターンを図 2 に、次世代 PHS 加入者局のアンテ

ナパターンを図 3 に、次世代 PHS 基地局送信マスクを図 4 に、次世代 PHS

加入者局送信マスクを図 5 に示す。 
 

 

表 1.1 次世代 PHS 基地局（BS）の主な諸元 

項目 
諸元 

備考 
モデル１，２(P-MP) モデル３(P-P) 

最大空中線電力 40dBm/10MHz 35dBm/10MHz P-MP 利用は MWA と同一 

最大空中線利得 12dBi 25dBi P-MP 利用は MWA と同一 

空中線指向特性 F.1336 F.1245 モデルの根拠 

給電線系損失 2dB 5dB P-MP 利用は MWA と同一 

空中線地上高 40m MWA と同一 

熱雑音電力 -109dBm/MHz MWA と同一 

雑音指数 5dB MWA と同一 

許容 I/N 6dB MWA と同一 

スペクトル特性 次世代 PHS 基地局送信マスク MWA と同一 

干渉許容レベル -114dBm/MHz MWA と同一 

設置密度 0.027 台/km2 

（セル半径：3.8km）

0.003 台/km2 

（セル半径：10km）

 

稼働率 100% MWA と同一 
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表 1.2 次世代 PHS 加入者局（SS）の主な諸元 
 

項目 諸元 備考 

 参考：MWA モデル１ モデル２ モデル３  

最大空中線電力(dBm/10MHz) 23 23 (＊2) 23 23  

最大空中線利得(dBi) 4 10 20 23  

空中線指向特性 Omni 水平半値角 90°

F.1336 

F.1245 

(P-MP、P-P 共通) 

モデルの根拠 

P-MP、P-P の別 

給電線損失(dB) 0 0 3 5  

空中線地上高(m) 1.5 3 6 16 P.1411(4.3) 

熱雑音電力(dBm/MHz) -106 -106 -106 -106 MWA と同一 

雑音指数(dB) 8 8 8 8 MWA と同一 

許容 I/N(dB) 6 6 6 6 MWA と同一 

スペクトル特性 次世代 PHS 端末送信マスク MWA と同一 

干渉許容レベル(dBm/MHz) -112.0 -112.0 -112.0 -112.0 MWA と同一 

設置密度 32 加入/Cell 

（セル半径：600m）

32 加入/Cell 

（セル半径：3.8km） 

1 加入/Cell 

（セル半径：10km）

最大 200 台/km2 (＊4)
(対象ｴﾘｱ：1km2、世帯数：200) 

稼働率 33% 100% MWA と同一 

利用形態 モバイル 
（カード型） 

屋内 CPE 
Penetration Loss  
10dB を適用(＊3)

屋外 CPE 
（モデム型） 

中継用途  

＊1: 各種検討はモデル１～３を用いて行う 

＊2:  N-STAR との共用検討の結果を踏まえ、当初の要求条件（27dBm/10MHz）を見直したもの（第３章）。N-STAR と FWA との間、BWA 間の共用

検討（最悪値検討）においては、当初の要求条件で検討している（第３章及び第４章）。 

＊3: 回線設計には 10dB を用いるが最悪値検討を行う際は 0dB から検討する 

＊4: 実際の加入者局密度の実例に基づく想定値
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図 2.1 次世代 PHS 基地局（モデル１，２）のアンテナパターン 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 2.2 次世代 PHS 基地局（モデル３）のアンテナパターン 

水平パターン 垂直パターン

水平パターン 垂直パターン
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図 3.1 次世代 PHS 加入者局（モデル１）のアンテナパターン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2 次世代 PHS 加入者局（モデル２）のアンテナパターン 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3 次世代 PHS 加入者局（モデル３）のアンテナパターン 
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参考資料１－２ 

FWA システム各方式の回線設計 
（１）WiMAX 

モデル１ 回線設計（見直し前） 
上り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10.0 MHz  

2 送信機出力 B 27.0 dBm 当初の要求条件 

3 空中線利得 C 10.0 dBi 指向性アンテナ 

4 実行輻射電力 D 37.0 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 0 dB 加入者端末 

6 受信アンテナ利得 F 17.0 dBi 移動系システムと同様 

7 フィーダーロス G 5.0 dB 基地局 

8 受信機 NF H 6.0 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -98.0 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC を使用 

 QPSK 1/2  2.9   

 QPSK 3/4  6.3   

 16QAM 1/2  8.6   

 16QAM 3/4  12.7   

11 インプリロス L 5 dB IEEE802.16e-2005 に基づく 

12 フェージングマージン M 5.6 dB  

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX Forum Whitepaper に基づく 

14 宅内透過損失 P 10 dB  

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J -(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  120.5  

 
 QPSK 3/4  117.1  

 16QAM 1/2  114.8  

 16QAM 3/4  110.7  

      

16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  0.92   

 QPSK 3/4  0.73   

 16QAM 1/2  0.63   

 16QAM 3/4  0.47   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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下り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10.0 MHz  

2 送信機出力 B 43.0 dBm 10W x 2 系統 

3 空中線利得 C 17.0 dBi 移動系システムと同様 

4 実行輻射電力 D 55.0 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 5 dB 移動系システムと同様 

6 受信アンテナ利得 F 10.0 dBi 指向性アンテナ 

7 フィーダーロス G 0 dB 加入者端末 

8 受信機 NF H 8.0 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -96.0 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC を使用 

 QPSK 1/2  2.9   

 QPSK 3/4  6.3   

 16QAM 1/2  8.6   

 16QAM 3/4  12.7   

 64QAM 1/2  13.8   

 64QAM 2/3  16.9   

 64QAM 3/4  18.0  
 

 64QAM 5/6  19.9  

11 インプリロス L 5 dB IEEE802.16e-2005 に基づく 

12 フェージングマージン M 5.6 dB  

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX Forum Whitepaper に基づく 

14 宅内透過損失 P 10 dB  

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J -(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  134.5  

 

 QPSK 3/4  131.1  

 16QAM 1/2  128.8  

 16QAM 3/4  124.7  

 64QAM 1/2  123.6  

 64QAM 2/3  120.5  

 64QAM 3/4  119.4  

 64QAM 5/6  117.5  

 
 
 



 13

16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  2.4   

 QPSK 3/4  1.9   

 16QAM 1/2  1.6   

 16QAM 3/4  1.2   

 64QAM 1/2  1.1   

 64QAM 2/3  0.92   

 64QAM 3/4  0.86   

 64QAM 5/6  0.75   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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モデル１ 回線設計（見直し後） 
上り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10.0 MHz  

2 送信機出力 B 23.0 dBm 当初の要求条件を修正 

3 空中線利得 C 10.0 dBi 指向性アンテナ 

4 実行輻射電力 D 33.0 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 0 dB 加入者端末 

6 受信アンテナ利得 F 17.0 dBi 移動系システムと同様 

7 フィーダーロス G 5.0 dB 基地局 

8 受信機 NF H 6.0 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -98.0 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC を使用 

 QPSK 1/2  2.9   

 QPSK 3/4  6.3   

 16QAM 1/2  8.6   

 16QAM 3/4  12.7   

11 インプリロス L 5 dB IEEE802.16e-2005 に基づく 

12 フェージングマージン M 5.6 dB  

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX Forum Whitepaper に基づく 

14 宅内透過損失 P 10 dB  

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J -(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  116.5  

 
 QPSK 3/4  113.1  

 16QAM 1/2  110.8  

 16QAM 3/4  106.7  

      

16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  0.70   

 QPSK 3/4  0.56   

 16QAM 1/2  0.48   

 16QAM 3/4  0.37   

*1: 回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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下り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10.0 MHz  

2 送信機出力 B 43.0 dBm 10W x 2 系統 

3 空中線利得 C 17.0 dBi 移動系システムと同様 

4 実行輻射電力 D 55.0 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 5 dB 移動系システムと同様 

6 受信アンテナ利得 F 10.0 dBi 指向性アンテナ 

7 フィーダーロス G 0 dB 加入者端末 

8 受信機 NF H 8.0 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -96.0 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC を使用 

 QPSK 1/2  2.9   

 QPSK 3/4  6.3   

 16QAM 1/2  8.6   

 16QAM 3/4  12.7   

 64QAM 1/2  13.8   

 64QAM 2/3  16.9   

 64QAM 3/4  18.0  
 

 64QAM 5/6  19.9  

11 インプリロス L 5 dB IEEE802.16e-2005 に基づく 

12 フェージングマージン M 5.6 dB  

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX Forum Whitepaper に基づく 

14 宅内透過損失 P 10 dB  

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J -(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  134.5  

 

 QPSK 3/4  131.1  

 16QAM 1/2  128.8  

 16QAM 3/4  124.7  

 64QAM 1/2  123.6  

 64QAM 2/3  120.5  

 64QAM 3/4  119.4  

 64QAM 5/6  117.5  
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16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  2.4   

 QPSK 3/4  1.9   

 16QAM 1/2  1.6   

 16QAM 3/4  1.2   

 64QAM 1/2  1.1   

 64QAM 2/3  0.92   

 64QAM 3/4  0.86   

 64QAM 5/6  0.75   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
 
 
 



 17

 
モデル２ 回線設計 

上り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10.0 MHz  

2 送信機出力 B 23.0 dBm  

3 空中線利得 C 20.0 dBi 指向性アンテナ 

4 実行輻射電力 D 40.0 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 3.0 dB 加入者端末 

6 受信アンテナ利得 F 17.0 dBi 移動系システムと同様 

7 フィーダーロス G 5.0 dB 基地局 

8 受信機 NF H 6.0 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -97.8 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC を使用 

 QPSK 1/2  2.9   

 QPSK 3/4  6.3   

 16QAM 1/2  8.6   

 16QAM 3/4  12.7   

11 インプリロス L 5 dB IEEE802.16e-2005 に基づく 

12 フェージングマージン M 5.6 dB Log-Normal フェードマージン 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX Forum Whitepaper に基づく 

      

14 許容伝搬損失 P  dB D+F-G-J-(L+M+N)-K 

 QPSK 1/2  133.3  

D+F-G-J-(L+M+N) = 136.2 
 QPSK 3/4  129.9  

 16QAM 1/2  127.6  

 16QAM 3/4  123.5  

      

15 伝送距離 Q  km  

 QPSK 1/2  4.0   

 QPSK 3/4  3.2   

 16QAM 1/2  2.7   

 16QAM 3/4  2.1   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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下り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10.0 MHz  

2 送信機出力 B 43.0 dBm  

3 空中線利得 C 17.0 dBi 移動系システムと同様 

4 実行輻射電力 D 55.0 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 5.0 dB 移動系システムと同様 

6 受信アンテナ利得 F 20.0 dBi 指向性アンテナ 

7 フィーダーロス G 3.0 dB 加入者端末 

8 受信機 NF H 8.0 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -95.8 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC を使用 

 QPSK 1/2  2.9   

 QPSK 3/4  6.3   

 16QAM 1/2  8.6   

 16QAM 3/4  12.7   

 64QAM 1/2  13.8   

 64QAM 2/3  16.9   

 64QAM 3/4  18.0   

 64QAM 5/6  19.9   

11 インプリロス L 5 dB IEEE802.16e-2005 に基づく 

12 フェージングマージン M 5.6 dB Log-Normal フェードマージン 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX Forum Whitepaper に基づく 

      

14 許容伝搬損失 P  dB D+F-G-J-(L+M+N)-K 

 QPSK 1/2  151.3  

D+F-G-J-(L+M+N) = 154.2 

 QPSK 3/4  147.9  

 16QAM 1/2  145.6  

 16QAM 3/4  141.5  

 64QAM 1/2  140.4  

 64QAM 2/3  137.3  

 64QAM 3/4  136.2  

 64QAM 5/6  134.3  
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15 伝送距離 Q  km  

 QPSK 1/2  13.3  

システムとしての伝送距離は，（余裕

の少ない）UL の伝送距離に支配され

るため，左記の伝送距離が実現でき

るわけではない． 

 QPSK 3/4  10.6  

 16QAM 1/2  9.1  

 16QAM 3/4  6.9  

 64QAM 1/2  6.4  

 64QAM 2/3  5.2  

 64QAM 3/4  4.9  

 64QAM 5/6  4.3  

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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モデル３ 回線設計 
上り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10.0 MHz  

2 送信機出力 B 23.0 dBm  

3 空中線利得 C 23.0 dBi 指向性アンテナ 

4 実行輻射電力 D 41.0 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 5.0 dB 中継利用 

6 受信アンテナ利得 F 25.0 dBi 移動系システムと同様 

7 フィーダーロス G 5.0 dB 基地局 

8 受信機 NF H 6.0 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -97.8 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC を使用 

 QPSK 1/2  2.9   

 QPSK 3/4  6.3   

 16QAM 1/2  8.6   

 16QAM 3/4  12.7   

11 インプリロス L 5 dB IEEE802.16e-2005 に基づく 

12 フェージングマージン M 8.8 dB 

基地局高 40m，加入者高 16m． 

伝送距離 15km で瞬断率 0.0015%[1]

を満足[2]．海上伝搬の場合は更に

大きな値（20dB 以上）となる． 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX Forum Whitepaper に基づく 

14 付加損失 P 6 dB フレネルゾーン遮蔽を考慮 

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J-(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  133.1  

D+F-G-J-(L+M+N+P) = 136.0 
 QPSK 3/4  129.7  

 16QAM 1/2  127.4  

 16QAM 3/4  123.3  

16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  43.1   

 QPSK 3/4  29.1   

 16QAM 1/2  22.3   

 16QAM 3/4  13.9   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
[1] 電波法関係審査基準（別紙２．無線局の目的別審査基準） 
[2] 信学論(B),J64-B,pp1426-1432(1981-12) 
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下り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10.0 MHz  

2 送信機出力 B 35.0 dBm  

3 空中線利得 C 25.0 dBi 移動系システムと同様 

4 実行輻射電力 D 55.0 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 5.0 dB 移動系システムと同様 

6 受信アンテナ利得 F 23.0 dBi 指向性アンテナ 

7 フィーダーロス G 5.0 dB 中継利用 

8 受信機 NF H 8.0 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -95.8 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC を使用 

 QPSK 1/2  2.9   

 QPSK 3/4  6.3   

 16QAM 1/2  8.6   

 16QAM 3/4  12.7   

 64QAM 1/2  13.8   

 64QAM 2/3  16.9   

 64QAM 3/4  18.0   

 64QAM 5/6  19.9   

11 インプリロス L 5 dB IEEE802.16e-2005 に基づく 

12 フェージングマージン M 8.8 dB 

基地局高 40m，加入者高 16m． 

伝送距離 15km で瞬断率 0.0015%[1]

を満足[2]．海上伝搬の場合は更に

大きな値（20dB 以上）となる． 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX Forum Whitepaper に基づく 

14 付加損失 P 6 dB フレネルゾーン遮蔽を考慮 

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J-(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  143.1  

D+F-G-J-(L+M+N+P) = 146.0 

     

 QPSK 3/4  139.7  

 16QAM 1/2  137.4  

 16QAM 3/4  133.3  

 64QAM 1/2  132.2  

 64QAM 2/3  129.1  

 64QAM 3/4  128.0  

 64QAM 5/6  126.1  
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16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  136.1  

システムとしての伝送距離は，（余裕

の少ない）UL の伝送距離に支配され

るため，左記の伝送距離が実現でき

るわけではない． 

 QPSK 3/4  92.0  

 16QAM 1/2  70.6  

 16QAM 3/4  44.1  

 64QAM 1/2  38.8  

 64QAM 2/3  27.2  

 64QAM 3/4  23.9  

 64QAM 5/6  19.2  

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
[1] 電波法関係審査基準（別紙２．無線局の目的別審査基準） 
[2] 信学論(B),J64-B,pp1426-1432(1981-12) 
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（２）次世代 PHS 
モデル１ 回線設計（見直し前） 

上り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10 MHz  

2 送信機出力 B 27 dBm 当初の要求条件 

3 空中線利得 C 10 dBi 指向性アンテナ 

4 実行輻射電力 D 37 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 0 dB 加入者端末 

6 受信アンテナ利得 F 12 dBi 移動系システムと同様 

7 フィーダーロス G 2 dB 基地局 

8 受信機 NF H 5 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -99 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC 前提 

 QPSK 1/2  3   

 QPSK 3/4  6   

 64QAM 3/4  18   

 64QAM 5/6  20   

11 インプリロス L 5 dB  

12 フェージングマージン M 5.6 dB WiMAX の場合と統一 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX の場合と統一 

14 宅内透過損失 P 10 dB WiMAX の場合と統一 

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J -(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  119.4  

 
 QPSK 3/4  116.4  

 64QAM 3/4  104.4  

 64QAM 5/6  102.4  

      

16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  0.86   

 QPSK 3/4  0.70   

 64QAM 3/4  0.31   

 64QAM 5/6  0.27   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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下り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10 MHz  

2 送信機出力 B 40 dBm  

3 空中線利得 C 12 dBi 移動系システムと同様 

4 実行輻射電力 D 50 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 2 dB 移動系システムと同様 

6 受信アンテナ利得 F 10 dBi 指向性アンテナ 

7 フィーダーロス G 0 dB 加入者端末 

8 受信機 NF H 8 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -96 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC 前提 

 QPSK 1/2  3   

 QPSK 3/4  6   

 64QAM 3/4  18  
 

 64QAM 5/6  20  

11 インプリロス L 5 dB  

12 フェージングマージン M 5.6 dB WiMAX の場合と統一 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX の場合と統一 

14 宅内透過損失 P 10 dB WiMAX の場合と統一 

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J -(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  129.4  

 
 QPSK 3/4  126.4  

 64QAM 3/4  114.4  

 64QAM 5/6  112.4  

 
16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  1.67   

 QPSK 3/4  1.37   

 64QAM 3/4  0.61   

 64QAM 5/6  0.54   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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モデル１ 回線設計（見直し後） 

上り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10 MHz  

2 送信機出力 B 23 dBm 当初の要求条件を修正 

3 空中線利得 C 10 dBi 指向性アンテナ 

4 実行輻射電力 D 33 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 0 dB 加入者端末 

6 受信アンテナ利得 F 12 dBi 移動系システムと同様 

7 フィーダーロス G 2 dB 基地局 

8 受信機 NF H 5 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -99 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC 前提 

 QPSK 1/2  3   

 QPSK 3/4  6   

 64QAM 3/4  18   

 64QAM 5/6  20   

11 インプリロス L 5 dB  

12 フェージングマージン M 5.6 dB WiMAX の場合と統一 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX の場合と統一 

14 宅内透過損失 P 10 dB WiMAX の場合と統一 

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J -(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  115.4  

 
 QPSK 3/4  112.4  

 64QAM 3/4  100.4  

 64QAM 5/6  98.4  

      

16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  0.65   

 QPSK 3/4  0.54   

 64QAM 3/4  0.24   

 64QAM 5/6  0.21   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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下り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10 MHz  

2 送信機出力 B 40 dBm  

3 空中線利得 C 12 dBi 移動系システムと同様 

4 実行輻射電力 D 50 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 2 dB 移動系システムと同様 

6 受信アンテナ利得 F 10 dBi 指向性アンテナ 

7 フィーダーロス G 0 dB 加入者端末 

8 受信機 NF H 8 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -96 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC 前提 

 QPSK 1/2  3   

 QPSK 3/4  6   

 64QAM 3/4  18  
 

 64QAM 5/6  20  

11 インプリロス L 5 dB  

12 フェージングマージン M 5.6 dB WiMAX の場合と統一 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX の場合と統一 

14 宅内透過損失 P 10 dB WiMAX の場合と統一 

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J -(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  129.4  

 
 QPSK 3/4  126.4  

 64QAM 3/4  114.4  

 64QAM 5/6  112.4  

 
16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  1.67   

 QPSK 3/4  1.37   

 64QAM 3/4  0.61   

 64QAM 5/6  0.54   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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モデル２ 回線設計 

上り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10 MHz  

2 送信機出力 B 23 dBm  

3 空中線利得 C 20 dBi 指向性アンテナ 

4 実行輻射電力 D 40 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 3 dB 加入者端末 

6 受信アンテナ利得 F 12 dBi 移動系システムと同様 

7 フィーダーロス G 2 dB 基地局 

8 受信機 NF H 5 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -99 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC 前提 

 QPSK 1/2  3   

 QPSK 3/4  6   

 64QAM 3/4  18   

 64QAM 5/6  20   

11 インプリロス L 5 dB  

12 フェージングマージン M 5.6 dB WiMAX の場合と統一 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX の場合と統一 

      

14 許容伝搬損失 P  dB D+F-G-J-(L+M+N)-K 

 QPSK 1/2  132.4  

 
 QPSK 3/4  129.4  

 16QAM 1/2  117.4  

 16QAM 3/4  115.4  

      

15 伝送距離 Q  km  

 QPSK 1/2  3.8   

 QPSK 3/4  3.1   

 16QAM 1/2  1.4   

 16QAM 3/4  1.2   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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下り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10 MHz  

2 送信機出力 B 40 dBm  

3 空中線利得 C 12 dBi 移動系システムと同様 

4 実行輻射電力 D 50 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 2 dB 移動系システムと同様 

6 受信アンテナ利得 F 20 dBi 指向性アンテナ 

7 フィーダーロス G 3 dB 加入者端末 

8 受信機 NF H 8 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -96 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC 前提 

 QPSK 1/2  3   

 QPSK 3/4  6   

 64QAM 3/4  18   

 64QAM 5/6  20   

11 インプリロス L 5 dB  

12 フェージングマージン M 5.6 dB WiMAX の場合と統一 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX の場合と統一 

      

14 許容伝搬損失 P  dB D+F-G-J-(L+M+N)-K 

 QPSK 1/2  146.4  

 
 QPSK 3/4  143.4  

 64QAM 3/4  131.4  

 64QAM 5/6  129.4  

 

15 伝送距離 Q  km  

 QPSK 1/2  9.6  システムとしての伝送距離は，（余裕

の少ない）UL の伝送距離に支配され

るため，左記の伝送距離が実現でき

るわけではない． 

 QPSK 3/4  7.8  

 64QAM 3/4  3.5  

 64QAM 5/6  3.1  

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
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モデル３ 回線設計 
上り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10 MHz  

2 送信機出力 B 23 dBm  

3 空中線利得 C 23 dBi 指向性アンテナ 

4 実行輻射電力 D 41 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 5 dB 中継利用 

6 受信アンテナ利得 F 25 dBi 指向性アンテナ 

7 フィーダーロス G 5 dB 中継利用 

8 受信機 NF H 5 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -99 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC 前提 

 QPSK 1/2  3   

 QPSK 3/4  6   

 16QAM 3/4  13   

 64QAM 5/6  20   

11 インプリロス L 5 dB  

12 フェージングマージン M 8.8 dB WiMAX の場合と統一 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX の場合と統一 

14 付加損失 P 6 dB WiMAX の場合と統一 

      

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J-(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  134.2  

 
 QPSK 3/4  131.2  

 16QAM 3/4  124.2  

 64QAM 5/6  117.2  

16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  48.9   

 QPSK 3/4  34.6   

 16QAM 3/4  15.5   

 64QAM 5/6  6.9   

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
[1] 電波法関係審査基準（別紙２．無線局の目的別審査基準） 
[2] 信学論(B),J64-B,pp1426-1432(1981-12) 
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下り回線      

No. 項目 記号 諸元 単位 備考 

1 送信帯域幅 A 10 MHz  

2 送信機出力 B 35 dBm  

3 空中線利得 C 25 dBi 移動系システムと同様 

4 実行輻射電力 D 55 dBm B+C-E 

5 フィーダーロス E 5 dB 移動系システムと同様 

6 受信アンテナ利得 F 23 dBi 指向性アンテナ 

7 フィーダーロス G 5 dB 中継利用 

8 受信機 NF H 8 dB 移動系システムと同様 

9 標準雑音電力 J -96 dBm kTB + NF （T=300K) 

10 所要 SNR K  dB CTC 前提 

 QPSK 1/2  3   

 QPSK 3/4  6   

 16QAM 3/4  13   

 64QAM 5/6  20   

11 インプリロス L 5 dB  

12 フェージングマージン M 8.8 dB WiMAX の場合と統一 

13 干渉マージン N 3 dB WiMAX の場合と統一 

14 付加損失 P 6 dB WiMAX の場合と統一 

15 許容伝搬損失 Q  dB D+F-G-J-(L+M+N+P)-K 

 QPSK 1/2  143.2  

 
 QPSK 3/4  140.2  

 16QAM 3/4  133.2  

 64QAM 5/6  126.2  

16 伝送距離 R  km  

 QPSK 1/2  137.9  システムとしての伝送距離は，（余裕

の少ない）UL の伝送距離に支配され

るため，左記の伝送距離が実現でき

るわけではない． 

 QPSK 3/4  97.7  

 16QAM 3/4  43.6  

 64QAM 5/6  19.5  

*回線マージンには Shadowing マージンは含まず 
[1] 電波法関係審査基準（別紙２．無線局の目的別審査基準） 
[2] 信学論(B),J64-B,pp1426-1432(1981-12) 
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参考資料１－３ 
（三菱総合研究所提供） 

 

広帯域移動無線アクセスシステムの需要予測 
 

広帯域移動無線アクセスシステム（固定利用、以下 BWA）は、ADSL や FTTH
等の有線によるブロードバンドの代替としての役割に大きな期待が寄せられて

いる。これまでは、ほとんどが有線による普及だが、その動向を分析しつつ、今

後のブロードバンド全体の需要について推察し、その需要構造において占める

BWA の可能性をポテンシャルユーザとして分析する。なお、今回の予測は、主

な利用イメージを住居への固定的利用（FWA）を想定しているが、住居内での端

末を持ち出して携行中か車両等での移動中に使うといったモバイルユーザーも

含むものと想定している。 
 

（１）ブロードバンド普及の構造 

2006 年 9 月末時点で全国ブロードバンド加入数は 2,500 万を超えており、全

国世帯総数に対する割合でも 50%を超えた。 
しかしながら、都道府県別の普及率の格差は大きく、トップの東京都が 67.1%

であるのに対して 下位の鹿児島県では 26.9%に過ぎなく、実に 2.5 倍の格差が

ある。 
こうしたデジタルデバイド発生の要因には、都市集積の度合いや地形による障

害、コミュニティ風土、自治体の積極性等、いくつか考えられるが、申し込み対

応や工事による供給能力の差も大きい。その証拠に、2005 年 9 月からの一年間

の増加数を都道府県別世帯数で割った指標を比較すると、トップの東京都は 9.4%
であるのに対して 下位の鹿児島県は 5.1%と 2 倍近い開きがある。（ただし、こ

の指標で鹿児島県は 45 位で 下位ではない） 
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図 1.1 都道府県別 BB 世帯普及率（2006 年 9 月末） 
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図 1.2 都道府県別 BB 世帯（DID）普及率（2006 年 9 月末） 
 

一方、国勢調査で扱われる人口集中地区（DID）に注目すると、このエリアに

おいて有線ブロードバンドが普及しやすい市場環境となっていることが予想さ

れるが、この DID 世帯数を分母にした普及率では、東京都は全国平均 71.1%より

下位の 68.1%であり、鹿児島県の 65.4%と大差ない。この指標でのトップは富山

県の 127.9%であり、以下、島根県 127.4%、長野県 121.9%と続くが、100%を

越えるという事は、DID より人口密度が低いエリアでも有線ブロードバンドが普

及している事を示している。こうした地域では、総務省事業はもとより、農水省

事業や自治体単費事業等による整備が進んでいたり、CATV 事業者の努力が大き

かったりしている。 
一般的に、耐久消費財分野での世帯普及推移は、いわゆるゴンペルツ曲線を描

く事が多く、ブロードバンドのように普及開始 5 年程度で 50%を超えたものとし

ては、過去にカラーテレビの例が参考となる。カラーテレビは、1966 年に登場

して 1971 年から 1972 年にかけて 50%を通過し 1976 年には 90%を超えて後

100%に漸近していく。また、インターネットも 1995 年に商用化されて 2001 年

には 60%を超えており、時代的にはブロードバンドの 5 年前だが同様の普及力と

言える。ただし、カラーテレビとは違って、その後の伸びは 90%に漸近する水準

となっている。 
 

（２）ブロードバンド普及の予測 
ブロードバンドへのニーズは、ほぼ、カラーテレビと同様となってきていると

みなすことができる。電気屋さんが運んできて設置していくという点も似ている

が、画面を通じて情報を得るというスタイルが酷似している。しかも、 近のブ

ロードバンドでは情報検索以外でも、日常生活に必要な情報摂取はもとより、シ
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ョッピングやオンライントレード、音楽や動画の配信サービス等、テレビ以上の

利用価値が顕在化してきており、地デジでリビングに普及しつつある薄型大画面

をテレビだけではなく、ブロードバンド利用にも活用する方法が注目されつつあ

る。 
ただし、異なる点は、テレビと違って準備工事や設置に手間がかかる点であり、

テレビと同じ普及曲線を描くには難点がある。それが、前述した供給能力の都道

府県間の格差となって現れていると言える。しかも、2005 年以降は、比較的工

事が簡単だった ADSL の普及スピードが急速に鈍り始めており、より高度な工事

が必要となる FTTH が代替しきれずに、普及率 30%を過ぎたあたりから、すでに

普及曲線が倒れ始め、かろうじて巡航スピードを保つ傾向になっている。もはや、

直線系の推移をして示しており、今後、数年間もこの傾向が続くと考えられる。 
一方、ブロードバンド普及の漸近線であるが、DID 世帯数が全世帯数の 71.1％

である事を考えると、これが一つの目安となる。ただし、前述したように、国や

自治体の事業、地場産業の努力によっては 80%となる場合もあろうし、電話によ

るダイヤルアップが全国全世帯で可能な環境でインターネットが 90%に漸近し

ている事を考慮すると、有線による限界を BWA が克服すれば、その 90%を目安

とすることができる。 
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図 2 ブロードバンド普及のこれまでの推移（2006 年 12 月は推計値） 
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参考：主要耐久消費財およびインターネットの普及率 

 

 

 

 

出典：いずれも「社会実情データ図録」http://www2.ttcn.ne.jp/~honkawa/ 
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（３）BWA 需要の予測（FWA 系） 
ここまで分析した状況で、現在の BWA が 2008 年から本格的に事業開始する

とした場合、2007 年と 2008 年の 2 年間で、有線ブロードバンドが各都道府県と

も 近一年の増加数で推移したと仮定すると、2008 年時点で残された世帯数が

BWA 需要の基礎となる。 
この時、東京都の普及率は 85.9%、鹿児島県は 37.1%と予測され、残された世

帯数は約 1,730 万世帯（東京都で 83 万世帯、北海道 118 万世帯、鹿児島県 46 万

世帯等）となる。これらに BWA も加わってブロードバンドがさらに普及する場

合に、東京や神奈川は全世帯の 90%まで、大阪、千葉、埼玉、愛知等は 80%ま

で、それ以外は 70%まで各々漸近すると仮定する。この場合、世帯数の多い都道

府県に高い普及率を想定する事となるため、全国全世帯数では 90%近くに漸近す

ると仮定する事になる。次いで、以上のようにして都道府県ごとに推計されるブ

ロードバンド需要量を、有線による普及率が低いほど BWA 供給割合を高める仮

定を置いて、BWA ポテンシャルユーザとみなして推計する。具体的には、表 1-5-1
のように設定した。この結果、BWA ポテンシャルユーザ（FWA 系利用）は 886
万ユーザと推計される。 

類型 2008 年時点普及率
残世帯需要の
BWA シェア 

2008年時点BWAポテンシ
ャルユーザ（FWA 系） 
下計 886 万世帯 

１（東京、神奈川） 75%以上 50% 732 千世帯

２（大阪、愛知等） 65%以上 75%未満 60% 2,284 千世帯

３（兵庫、長野、福岡等） 55%以上 65%未満 70% 2,488 千世帯

４（北海道、新潟、愛媛等） 45%以上 55%未満 80% 2,584 千世帯

５（青森、高知等） 45%未満 90% 769 千世帯

表 3.1 BWA 需要推計の条件仮説と推計結果 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

東
京
都

神
奈
川
県

大
阪
府

千
葉
県

埼
玉
県

滋
賀
県

愛
知
県

静
岡
県

奈
良
県

京
都
府

福
井
県

三
重
県

富
山
県

兵
庫
県

岐
阜
県

栃
木
県

長
野
県

福
岡
県

山
梨
県

石
川
県

宮
城
県

茨
城
県

岡
山
県

群
馬
県

広
島
県

香
川
県

和
歌
山
県

山
形
県

鳥
取
県

新
潟
県

徳
島
県

山
口
県

北
海
道

大
分
県

熊
本
県

福
島
県

島
根
県

愛
媛
県

秋
田
県

沖
縄
県

佐
賀
県

宮
崎
県

長
崎
県

岩
手
県

青
森
県

高
知
県

鹿
児
島
県

 

図 3.2 2008 年以降の都道府県別 BWA 需要推計（加入数） 
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参考資料３－１ 
 

N-Star の諸元 
 

N-Star 衛星及び端末の主なシステム諸元を表 1 に、N-Star 端末のアンテ

ナパターンを図 2、3 に、N-Star 衛星の送信マスクを図 4 に示す。  
 

     
表１  N-Star 衛星及び端末の主なシステム諸元 

 衛星 端末 備考 
送信 EIRP 密度 dBm/MHz 81.2 -  
アンテナ利得 dBi - 12.6  
給電線損失 dB - 0  

許容干渉レベル（スプリアス） dBm/MHz - -124.9  

許容干渉レベル（感度抑圧） dBm - 

-60 
-41 
-37 
-32 

0-20MHz 離調 
20-25MHz 離調 
25-30MHz 離調 
30-35MHz 離調 

 

 

N-Star端末垂直アンテナパターン
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図 2  N-Star 端末のアンテナパターン(垂直方向) 
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N-Star端末水平アンテナパターン
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 図 3 N-Star 端末のアンテナパターン（水平方向） 
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図 4 N-Star 衛星の送信マスク 
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参考資料 3-2 
 

モバイル放送の諸元 
 

モバイル放送衛星、端末及びギャップフィラーの主な諸元を表 1 に、モ

バイル放送衛星送信マスクを図 2 に、ギャップフィラーのアンテナパター

ンを図 3 に、ギャップフィラーの送信マスクを図 4 に示す。 

 

 

    表 1 モバイル放送衛星、端末及びギャップフィラーの主な諸元 

 衛星 端末 ギャップ 
フィラー(GF) 

送信 EIRP 密度 dBm/MHz 86.1 - 40.0 
アンテナ利得 dBi - 2.5 - 

許容干渉レベル dBm/MHz - -126.5 - 

 

 

MBSAT衛星送信マスク
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図 2 モバイル放送衛星送信マスク 
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GFアンテナパターン
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図 3 ギャップフィラーのアンテナパターン 
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図 4 ギャップフィラーの送信マスク 
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参考資料３－３ 
 

FWA検討における干渉計算でのNLOS伝搬モデル 
（最悪値検討，モンテカルロ・シミュレーション） 

 
 
１．伝搬モデル 
干渉検討における見通し外（NLOS）での伝搬では、以下の図に示すモデルを

想定する。 

hb

hm

d

FWA BS

FWA SS

 
なお、モデル図中の記号の詳細は以下の通りである。 

hb 基地局アンテナ高[m] 
hm 加入者局アンテナ高[m] 
d 局間水平距離[km] 

 

 

２．伝搬式 
Extended-Hata（郊外地）モデル[1],[2]より、以下の伝搬式を使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、伝搬式中の記号 f は周波数[MHz]である。 
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３．モンテカルロ・シミュレーション 
 モンテカルロシミュレーションにおいては、シミュレータ（SEAMCAT[2]）の

内部関数として定義された Extended-Hata モデルを使用した。同シミュレータ

内蔵の Extended-Hata モデルでは、局間水平距離 d に応じて LOS と NLOS を

以下のように選択して伝搬損を計算するよう定義されている。 
 

・d = 0-～0.04km：LOS 伝搬損失 

・d = 0.04～0.1km：LOS(d = 0.04km)と NLOS(d = 0.1km)の損失を距離で重み付けした損失 

・d = 0.1km 以上 NLOS(Extended-Hata)伝搬損失 

 

また、FWA SS-MBSAT MS，FWA BS-MBSAT MS いずれの干渉検討において

も，FWA 検討で用いる伝搬モデルの減衰量は，干渉発生確率<1 の全領域でモバ

イル検討での減衰量より小さいことを確認。  
 

参考文献： 
[1] M.Hata, “Empirical Formula for Propagation Loss in Land Mobile Radio 

Services”, IEEE Trans. on VT, vol.VT29, No.3, pp.317-325, Aug. 1989 
[2] European Radiocommunication office, SEAMCAT Software Version 2.1 User 
Manual, Feb. 2004 
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参考資料３－４ 
 

SEAMCAT によるモンテカルロ・シミュレーション条件 
（FWA BS,SS ⇒ モバイル放送端末） 

 
 SEAMCAT（Spectrum Engineering Advanced Monte-Carlo Analysis Tool）に

よる与干渉局および被干渉局のシミュレーション条件を以下に示す。 
 SEAMCAT では、任意の端末に注目して、その端末が受ける干渉の発生確率

を計算していることから、被干渉の端末密度については考慮しない。 
 
与干渉パラメータ WiMAX FWA BS 
与干渉対向局（ＷｉＭＡＸ ＦＷＡ ＢＳ：モデル 1,2） 

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（40.0ｍ） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（-4.0） 

Ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ -88.37 

Ａｎｔｅｎｎａ Ｐｅａｋ Ｇａｉｎ 17ｄＢｉ 

  Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R F.1336 

  Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R F.1336 

与干渉対向局（ＷｉＭＡＸ ＦＷＡ ＢＳ/Ｐ ｔｏ Ｐ：モデル 3） 

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（40.0ｍ） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（-4.0） 

Ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ -88.37 

Ａｎｔｅｎｎａ Ｐｅａｋ Ｇａｉｎ 25ｄＢｉ 

  Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R F.1245 

  Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R F.1245 
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与干渉パラメータ WiMAX FWA SS 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被干渉パラメータ モバイル放送端末  

 

（注）設定を簡単にするために衛星の位置を真上として設定した。衛星までの距離を現実に合わ

せることで設定可能。 

Ｒｅｃｅｐｔｉｏｎ　Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃｓ Ｎｏｉｓｅ　Ｆｌｏｏｒ -102.0ｄＢｍ
Ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ -93.5ｄＢｍ（ＬＮＡ入力点）
Ｒｅｃｓｐｔｉｏｎ　Ｂａｎｄｗｉｄｔｈ 17000ｋＨｚ

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（1.5ｍ）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（0.0）

Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｅｃｅ　Ｃｒｉｔｅｒｉａ Ｃ/Ｉ 20.7
Ｃ/（Ｎ+Ｉ） 8.25
（Ｎ+Ｉ）/Ｎ 0.25
Ｉ/Ｎ -12.2

Antenna Ｐｅａｋ　Ｇａｉｎ 2.5ｄＢ
Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ Ｏｍｎｉ
Ｖｅｒｔｉｃａｌ Ｏｍｎｉ

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（3.7Ｅ7）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0．0）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（-90.0）（注）

Ｐｏｗｅｒ Ｐｏｗｅｒ　ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（100.0）

被干渉局（Ｖｉｃｔｉｍ　Ｒｅｃｅｉｖｅｒ：ＶＲ）＝モバイル放送　端末
ＷｉＭＡＸ　ＦＷＡ　ＳＳ　⇒モバイル放送端末（衛星受信環境）

被干渉対抗局（Ｗａｎｔｅｄ　Ｔｒａｎｓｍｉｔｔｅｒ：ＷＴ）＝モバイル放送　端末

27ｄＢｍ
Ｕｎｗａｎｔｅｄ　emission mask Ａｄ-Ｈｏｃマスク（別途記載）
Antenna Ｐｅａｋ　Ｇａｉｎ 10ｄＢ

Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R　F.1336
Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R　F.1336

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（3ｍ）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（0.0）

23ｄＢｍ
Ｕｎｗａｎｔｅｄ　emission mask Ａｄ-Ｈｏｃマスク（別途記載）
Antenna Ｐｅａｋ　Ｇａｉｎ 20ｄＢ

Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R　F.1245
Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R　F.1245

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（6ｍ）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（0.0）

23ｄＢｍ
Ｕｎｗａｎｔｅｄ　emission mask Ａｄ-Ｈｏｃマスク（別途記載）
Antenna Ｐｅａｋ　Ｇａｉｎ 23ｄＢ

Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R　F.1245
Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R　F.1245

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（16ｍ）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（0.0）

与干渉局モデル1（ＷｉＭＡＸ　ＦＷＡ ＳＳ）
Ｐｏｗｅｒ

与干渉局モデル2（ＷｉＭＡＸ　ＦＷＡ ＳＳ）
Ｐｏｗｅｒ

与干渉局モデル3（ＷｉＭＡＸ　ＦＷＡ ＳＳ）
Ｐｏｗｅｒ
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与干渉パラメータ 次世代 PHS FWA BS 
次世代 PHS FWA BS モデル 1,2 

Ｐｏｗｅｒ 40ｄＢｍ 

Ｕｎｗａｎｔｅｄ emission mask 次世代 PHS マスク 

Ａｎｔｅｎｎａ Ｐｅａｋ Ｇａｉｎ 12ｄＢｉ 

  Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ Omni 

  Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R F.1336 

Ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ -88.9 

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（40.0ｍ） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（0.0） 

次世代 PHS FWA BS モデル 3 

Ｐｏｗｅｒ 35ｄＢｍ 

Ｕｎｗａｎｔｅｄ emission mask 次世代 PHS マスク 

Ａｎｔｅｎｎａ Ｐｅａｋ Ｇａｉｎ 25ｄＢｉ 

  Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R F.1245 

  Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R F.1245 

Ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ -88.9 

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（40.0ｍ） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（0.0） 
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与干渉パラメータ 次世代 PHS FWA SS 
次世代 PHS FWA SS モデル 1 

Ｐｏｗｅｒ 27ｄＢｍ 

Ｕｎｗａｎｔｅｄ emission mask 次世代 PHS マスク 

Antenna Ｐｅａｋ Ｇａｉｎ 10ｄＢ 

  Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R F.1336 

  Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R F.1336 

Ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ -85.9 

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ （3ｍ） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ （0.0） 

次世代 PHS FWA SS モデル 2 

Ｐｏｗｅｒ 23ｄＢｍ 

Ｕｎｗａｎｔｅｄ emission mask 次世代 PHS マスク 

Antenna Ｐｅａｋ Ｇａｉｎ 20ｄＢ 

  Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R F.1245 

  Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R F.1245 

Ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ -85.9 

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ （6ｍ） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ （0.0） 

次世代 PHS FWA SS モデル 3 

Ｐｏｗｅｒ 23ｄＢｍ 

Ｕｎｗａｎｔｅｄ emission mask 次世代 PHS マスク 

Antenna Ｐｅａｋ Ｇａｉｎ 23ｄＢ 

  Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R F.1245 

  Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R F.1245 

Ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ -85.9 

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ （16ｍ） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360） 

  Ａｎｔｅｎｎａ ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ （0.0） 
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シミュレーションに用いた検討モデルを下記に示す。次世代 PHS につい

ては、セル半径及びアクティブユーザが異なっているが検討モデルに差異

がない。 

 

 

検討モデル；モデル 1 及びモデル 2 

対象エリア；郊外エリアを想定 

モバイル放送端末は衛星から直接受信 

セル半径；4 km   

FWA 端末数；35 アクティブユーザー/セル  

( 4 ×4 ×π ｋｍ2/エリア内に均一分布) 

Activity；Activity factor = 0.33（与干渉 SS） 

    Activity factor = 1.0（与干渉 BS） 

 

検討モデル；モデル 3 

対象エリア；郊外エリアを想定 

モバイル放送端末は衛星から直接受信 

セル半径；10 km   

FWA 端末数；1 アクティブユーザー / セル  

( 10×10×πkm2) 

Activity；Activity factor = 1.0 (与干渉 SS) 
Activity factor = 1.0 (与干渉 BS) 

 

 
  
 

4 km4 km

10km10km
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窓ガラスの透過損失 
 

2.6GHz 帯における各入射角における窓ガラスの透過損失を下図に示す。 

入射角は 0~90 度でランダムであり北壁面の窓は一般に小さく少ないと考え

られるものの 2 面以上の開口面を持つ部屋もあることから入射角 45 度程度以

下を考慮し、2.6GHz での干渉最悪値評価における窓ガラスの透過損失として

3dB を用いることとした。 

 
 

参考資料 ３－５

単板ガラス透過損失

0.0
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入射角(deg)
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石英ソーダガラス 
 誘電率 ：7.2 
 誘電損失 ：0.065 
 厚 : 5mm 
 
V 偏波 
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参考資料４－１ 
 

MWA システム各方式の諸元 
 
 

（１）WiMAX 
 WiMAX 基地局及び端末の主なシステム諸元を表１に、WiMAX 基地局のア

ンテナパターンを図２に、WiMAX 基地局送信マスクを図３に、WiMAX 端末

送信マスクを図４に示す。 

 

表１ WiMAX 基地局／端末の主な諸元 
 基地局（BS） 端末（MS） 

送信電力 dBm/BW 43.0 23 

給電線損失 dB 5.0 0 

アンテナ利得 dBi 17.0 2.0 
許容干渉レベル dBm/MHz -113.8 -111.8 

 

 

IEEE802.16e基地局アンテナパターン
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図２  WiMAX 基地局のアンテナパターン 
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IEEE 802.16e 基地局送信マスク
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図３  WiMAX 基地局送信マスク 
 

IEEE 802.16e 端末送信マスク
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図４  WiMAX 端末送信マスク 
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（２）MBTDD-Wideband 
 MBTDD-Wideband 基地局及び端末の主なシステム諸元を表５に、

MBTDD-Wideband 基 地 局 の ア ン テ ナ パ タ ー ン を 図 ６ に 、

MBTDD-Wideband 基地局送信マスクを図７に、MBTDD-Wideband 端末送

信マスクを図８に示す。 

 

図５ MBTDD-Wideband 基地局及び端末の主なシステム諸元 
 基地局（BS） 端末（MS） 

送信電力 dBm/BW 43.0 23.0 

給電線損失 dB 3.0 0.0 

アンテナ利得 dBi 17.0 0.0 

許容干渉レベル dBm/MHz -114.8 -111.1 
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図６ MBTDD-Wideband 基地局のアンテナパターン 
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図７ MBTDD-Wideband 基地局送信マスク 
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端末送信マスク
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図８  MBTDD-Wideband 端末送信マスク 

 

 

 

（３）MBTDD-625k MC  
 MBTDD-625k MC mode 基地局及び端末の主なシステム諸元を表９に、

MBTDD-625k MC mode 基地局のアンテナパターンを図 10 に、

MBTDD-625k MC mode 基地局送信マスクを図 11 に、MBTDD-625k MC 

mode 端末送信マスクを図 12 に示す。 

 

表９ MBTDD-625k MC mode 基地局及び端末の主なシステム諸元 
 基地局（BS） 端末（MS） 

送信電力 dBm/BW 45.8/10M 22.0/500k 

給電線損失 dB 2.0 0.0 

アンテナ利得 dBi 11.0 2.0 

許容干渉レベル dBm/MHz -98.0 -87.0 
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MBTDD 625k-MC mode BS Antenna pattern
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図 10 MBTDD-625k MC mode 基地局のアンテナパターン 
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図 11 MBTDD-625k MC mode 基地局の送信マスク 
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図 12 MBTDD-625k MC mode 端末の送信マスク 
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（４）次世代 PHS 
次世代 PHS 基地局及び端末の主なシステム諸元を表 13 に、次世代 PHS

基地局のアンテナパターンを図 14 に、次世代 PHS 基地局送信マスクを図

15 に、次世代 PHS 端末送信マスクを図 16 に示す e。 
 

表 13 次世代 PHS 基地局及び端末の主なシステム諸元 

 基地局（BS） 端末（MS） 

送信電力 dBm/BW 40.0 23.0 

給電線損失 dB 2.0 0.0 

アンテナ利得 dBi 12.0 4.0 

許容干渉レベル dBm/MHz -114.0 -112.0 
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図 14 次世代 PHS 基地局のアンテナパターン 
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図 15 次世代 PHS 基地局の送信マスク 

 



 54

 

 
端末送信マスク

-50

-40

-30

-20

-10

0

0 10 20 30 40

周波数離調 (MHz)

減
衰

量
 (
dB

r)

 

図 16 次世代 PHS 端末の送信マスク 

 
 
 

 



WiMAX FWA SS（Model-1） ⇒ WiMAX FWA BS（Model-1、2） 隣接CH GB=1MHz

参考資料４－２BWAシステム間における干渉計算での所要改善量算出事例

40m 3m

項目 値 備考

1 TX空中線電力 27 dBm システム諸元より

2 TX空中線利得 10 dBi 同上

3 TX給電線損失 0 dB 同上

• 離隔距離=690m、LOS環境において30.1dBの所要改善量

690m4 帯域幅 10 MHz 同上

5 ガードバンド 1 MHz

6 マスク減衰量 -17 dB

7 TX干渉電力（EIRP）密度 6 dBm/MHz =(1)+(2)-(3)-10log[(4)]+(6)

8 RX空中線利得 17 dBi システム諸元より

9 RX給電線損失 5 dB 同上

10 RX許容干渉レベル -113.8 dBm/MHz 同上

11 Minimum Coupling Loss 131 8 dB =(7)+(8)-(9)-(10)
40.0

自由空間損失 ex-Hata

11 Minimum Coupling Loss 131.8 dB =(7)+(8)-(9)-(10)

12 TXアンテナ高 3 m

13 RXアンテナ高 40 m

14 局間距離 690 m 最悪値条件 20.0

30.0

15 TXアンテナ指向減衰 0.1 dB ITU-R F.1336

16 RXアンテナ指向減衰 4.3 dB ITU-R F.1336

17 伝搬路の距離 691 m

18 LOS損失 101.7 dB 自由空間損失+(15)+(16)

0.0

10.0

1 10 100 1000 10000

所
要

改
善

量
　

(d
B
)

19 NLOS損失 122.7 dB Extended-Hata+(15)+(16)

20 付加損失 0 dB

21 LOS所要改善量 30.1 dB =(11)-(18)-(20)

22 NLOS所要改善量 9.2 dB =(11)-(19)-(20)
-30.0

-20.0

-10.0

水平距離　(m)

55
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参考資料４－３ 
 

MWA 検討における干渉計算での NLOS 伝搬モデル 
（最悪値検討） 

 

 第４章にて実施した同一帯域を使用する、同一 MWA システム間（BS⇔MS
間）の干渉計算では、以下の伝搬モデルを適用した。 
 
（１）伝搬モデル 
 BS-MS 間の伝搬では、以下の図に示すモデルを想定する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本検討でのシミュレーション条件は以下の通りである。 

 d   平均ビル間隔 (典型的な値： 80 m);  

 R   与干渉送信機と被干渉受信機の距離 (R＞５ｍ); 

mhΔ  平均ビル高と端末アンテナ高の差 (典型的な値： 22.5 m); 

x   端末と回折の始まるエッジとの水平距離 (典型的な値： 15 m); 

hbΔ  平均ビル高と基地局アンテナ高の差 (本シミュレーションの値： 16m) 

ｗ 平均道路幅 (典型的な値： 30m) 

 

（２）伝搬式 
 ITU-R M.1225 より、以下の式を引用してシミュレーションに用いた。 
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参考資料４－４ 
 

面積率を加味した MWA BS ⇔ FWA SS 相互間の干渉検討 

 

１． 検討の概要 
 
 FWA SS のアンテナ指向性を加味した干渉の発生状況を把握するため、以下

の方法により面積率の計算を行った。 
 
① FWA BS, FWA SS, 複数の MWA BS からなるモデルを作成する。 
② FWA BS と、最も近い MWA BS との距離を固定した状態で、FWA のサービ

ス半径内を FWA SS が移動する状況を想定する。 
③ 各場所において、最悪値検討に準じた計算により、所要改善量を求める。 
④ 検討対象となる MWA BS のいずれかとの間で、所要改善量がプラスとなた

場合、その場所で干渉が発生したとみなし、面積率を計算する。 
 
 検討は、モデル１、モデル２のアンテナ利得 20dBi のもの、モデル２のアン

テナ利得 25dBi のものについて計算し、各モデルに対する検討モデルを以下の

通り設定した。 
  FWA 半径 MWA 半径 FWA SS の

分布の間隔

MWA BS の

数 
① モデル１ 1500m 1500m 20m 1 
② モ デ ル ２

（20dBi） 
4000m 1500m 50m 3 

③ モ デ ル ２

（25dBi） 
4000m 1500m 50m 3 

④ モ デ ル ２

（25dBi）オ
プション 

6000m 1500m 50m 7 
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２．モデル１の計算結果 
 
 モデル１の計算における干渉発生の面積率を以下の表に示す。また、各組み

合わせにおける干渉発生の状況を図に示す。 
《FWA SS ⇒ MWA BS》 

 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 
GB=1MHz ７８．８％ ２．６％ ０％

GB=2MHz １４．１％ １．２％ ０％

GB=5MHz ２．６％ ０．６％ ０％

 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=1000m 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=3000m 
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FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=1000m 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=3000m 

 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=1000m 
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FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=3000m 

 
《MWA BS ⇒ FWA SS》 

 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 
GB=1MHz ６９．３％ ２．４％ ０％

GB=2MHz ３７．４％ １．７％ ０％

GB=5MHz ５．４％ １．０％ ０％

 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=1000m 
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MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=3000m 

 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=1000m 

 
MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=3000m 
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MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=1000m 

 
MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=3000m 

 
３．モデル２（20dBi）の計算結果 
 
 モデル２の計算における干渉発生の面積率を以下の表に示す。また、各組み

合わせにおける干渉発生の状況を図に示す。 
 
《FWA SS ⇒ MWA BS》 

 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 
GB=1MHz ８８．１％ ２９．８％ ４．８％

GB=2MHz ２９．８％ ７．４％ １．８％

GB=5MHz １２．２％ ２．０％ ０．８％
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FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=1000m 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=3000m 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=1000m 
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FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=3000m 

 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=1000m 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=3000m 
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《MWA BS ⇒ FWA SS》 

 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 
GB=1MHz ８０．８％ ２７．６％ ４．６％

GB=2MHz ５６．６％ １７．７％ ３．３％

GB=5MHz １５．４％ ２．７％ １．０％

 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=1000m 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=3000m 
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MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=1000m 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=3000m 

 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=1000m 
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MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=3000m 
 
４．モデル２（25dBi）の計算結果 
 
 モデル２（25dBi）の計算における干渉発生の面積率を以下の表に示す。また、

各組み合わせにおける干渉発生の状況を図に示す。 
 
《FWA SS ⇒ MWA BS》 

 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 
GB=1MHz １００．０％ ４５．５％ ８．０％

GB=2MHz ５６．９％ １７．８％ ３．３％

GB=5MHz ２２．４％ ４．８％ １．３％

 

 
FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=1000m 
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FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=3000m 

 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=1000m 

 
FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=3000m 
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FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=1000m 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=3000m 

 
《MWA BS ⇒ FWA SS》 

 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 
GB=1MHz ９７．８％ ４２．４％ ７．３％

GB=2MHz ９４．７％ ３２．９％ ５．２％

GB=5MHz ３２．７％ ８．６％ ２．０％
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MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=1000m 

 
MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=3000m 

 

 
MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=1000m 
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MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=3000m 

 

 
MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=1000m 

 
MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=3000m 
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５．モデル２（25dBi）オプションの計算結果 
 
 モデル２（25dBi）のオプションとして、FWA のサービス半径が 6000m とな

った場合について、干渉発生の面積率を以下の表に示す。また、各組み合わせ

における干渉発生の状況を図に示す。 
 実際に、モデル２（25dBi）のサービスエリアがどのような大きさ・形になる

かは、基地局側の諸元により変化する。 
 
《FWA SS ⇒ MWA BS》 

 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 
GB=1MHz ５９．２％ ２３．０％ ８．２％

GB=2MHz ２５．９％ ６．８％ ２．１％

GB=5MHz ８．１％ ２．６％ ０．９％

 
 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=1000m 
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FWA SS ⇒ MWA BS／GB=1MHz／BS 間距離=3000m 

 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=1000m 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=2MHz／BS 間距離=3000m 
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FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=150m FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=1000m 

 

FWA SS ⇒ MWA BS／GB=5MHz／BS 間距離=3000m 

 
《MWA BS ⇒ FWA SS》 

 BS 間距離=150m BS 間距離=1000m BS 間距離=3000m 
GB=1MHz ５４．３％ ２１．２％ ７．６％

GB=2MHz ４９．８％ １４．９％ ５．２％

GB=5MHz １３．０％ ３．７％ １．２％
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MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=1000m 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=1MHz／BS 間距離=3000m 

 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=1000m 
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MWA BS ⇒ FWA SS／GB=2MHz／BS 間距離=3000m 

 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=150m MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=1000m 

 

MWA BS ⇒ FWA SS／GB=5MHz／BS 間距離=3000m 
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参考資料４－５ 
 

SEAMCAT によるモンテカルロ・シミュレーション条件 
（MWA MS ⇔ FWA SS(モデル 1,2)） 

 

表 4.1.17 の SEAMCAT による干渉確率計算に用いたシミュレーション条件を以

下に示す。 
 

WiMAX FWA に関するパラメータ 

43dBm
Ｕｎｗａｎｔｅｄ　emission mask
Antenna Ｐｅａｋ　Ｇａｉｎ 17dBi

Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R M.1646
Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R M.1646

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（40ｍ）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（4.0）

23ｄＢｍ
Ｕｎｗａｎｔｅｄ　emission mask Ａｄ-Ｈｏｃマスク（別途記載）
Antenna Ｐｅａｋ　Ｇａｉｎ 2ｄＢi

Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ Omni
Ｖｅｒｔｉｃａｌ Omni

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（1.5ｍ）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（0.0）

WiMAX BS
Ｐｏｗｅｒ

WiMAX MS
Ｐｏｗｅｒ

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（40.0ｍ）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ（0.0）

-88.37
Ａｎｔｅｎｎａ Ｐｅａｋ　Ｇａｉｎ 17ｄＢｉ

Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R F.1336
Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R　F.1336

FWA BS1、2

Ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ

 
WiMAX MWA に関するパラメータ 

23dBm
Ｕｎｗａｎｔｅｄ　emission mask Ａｄ-Ｈｏｃマスク（別途記載）
Antenna Ｐｅａｋ　Ｇａｉｎ 10ｄＢ

Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R F.1336
Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R F.1336

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（3ｍ）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（0.0）

23ｄＢｍ
Ｕｎｗａｎｔｅｄ　emission mask Ａｄ-Ｈｏｃマスク（別途記載）
Antenna Ｐｅａｋ　Ｇａｉｎ 20ｄＢ

Ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ ITU-R F.1245
Ｖｅｒｔｉｃａｌ ITU-R F.1245

Antenna pointing Ａｎｔｅｎｎａ　ｈｅｉｇｈｔ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（6ｍ）
Ａｎｔｅｎｎａ　ａｚｉｍｕｔｈ Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ（0－360）
Ａｎｔｅｎｎａ　ｅｌｅｖａｔｉｏｎ Ｃｏｎｓｔａｎｔ　（0.0）

モデル1SS（ＷｉＭＡＸ　SＳ）
Ｐｏｗｅｒ

モデル2SS（ＷｉＭＡＸ　SＳ）
Ｐｏｗｅｒ
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WiMAX MWA 及び FWA MS 送信マスクの設定 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

WiMAX SS アンテナパターン（モデル１） 
 

□ FWA 端末アンテナモデル 
■ 利得 10dBi 
■ アンテナパターン ITU-R F.1336 (下記パターン図参照) 

 

水平パターン            垂直パターン 
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WiMAX SS アンテナパターン（モデル 2） 
 
□ FWA 端末アンテナモデル 

■ 利得 20dBi 
■ アンテナパターン ITU-R F.1245 (下記パターン図参照) 

 

         水平パターン             垂直パターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

WiMAX BS アンテナパターン（モデル 1, 2） 
 
□ FWA 基地局アンテナモデル 

■ 利得 17dBi 
■ アンテナパターン ITU-R F.1336 (下記パターン図参照) 

 

         水平パターン             垂直パターン 
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伝搬式（Extended Hata Model） 

 

 

 

 

 

 

干渉モデル１ FWA SS⇒MWA MS (モデル 1,2) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
干渉モデル２ MWA MS⇒FWA SS (モデル 1,2) 
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・ 周波数  f  [MHz] 

・ 基地局高  hb [m] (40 m固定条件） 

・ 加入者局高  hm [m] （1.5～16m） 

・ 伝送距離  d  [km] 

 検討モデル 
 対象エリア 

 モバイルと同一エリアを想定 
 MWA MSはセル半径1kmの基地局から受信  

 セル半径 
 4 km (FWA)、1km (MWA)   

 FWA端末数 
 35 アクティブユーザー / セル  
( 4 x 4 x π km2) 
(エリア内に均一分布) 

 Activity 
 Activity factor = 0.33 
参考：BWA(MWA)検討にて使用された値 

 検討モデル 
 対象エリア 

 モバイルと同一エリアを想定 
 MWA MSはセル半径1kmの基地局から受信  

 セル半径 
 4 km (FWA)、1km (MWA) 

 MWA端末数 
 40.4 アクティブユーザー / km2  
(エリア内に均一分布) 

 Activity 
 Activity factor = 0.33 
参考：BWA(MWA)検討にて使用された値 



 81

 
 
 

同一周波数における FWA BS 離隔距離 

 

同一周波数を異なる FWA システムが共用する場合における FWA BS 間の離隔

距離計算を以下に示す。 
 

 

参考のため I/N=-6dB での最悪値評価も検討に加えた。 
C/I 評価では、回線設計値より最悪所要 C/I をインプリマージン 5dB、フェージ

ングマ－ジンをモデル 2 では 5.6dB、モデル 3 では 8.8dB、WiMax White Paper
による干渉マージン 3dB により、モデル 2 に対し最悪所要 C/I＝13.6dB、モデ

ル 3 に対し最悪所要 C/I＝16.8dB とした。 
 
 
 
 
 
 

 

FWA BS 

FWA SS 

O/R 干渉 

F/B 干渉 

干渉 FWA BS 

所要離隔距離 

参考資料４－６

希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波
TX空中線電力 dBm 43.0 43.0 23.0 23.0 43.0 43.0 23.0 23.0
TX給電線損失 dB 5.0 5.0 3.0 3.0 5.0 5.0 3.0 3.0
TX空中線利得 dBi 17.0 17.0 20.0 20.0 17.0 17.0 20.0 20.0
TX空中線指向減衰 dB 0.0 0.0 0.0 26.1 0.0 0.0 0.0 0.0
TXアンテナ高 m 40.0 40.0 6.0 6.0 40.0 40.0 6.0 6.0
RXアンテナ高 m 6.0 6.0 40.0 40.0 6.0 6.0 40.0 40.0
伝搬距離 Km 4.0 1.7 4.0 1.7 4.0 9.9 4.0 9.9
伝搬損 ｄB 135.7 123.2 135.7 123.2 135.7 149.3 135.7 149.3
宅内透過損失 dB 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX空中線利得 ｄBi 20.0 20.0 17.0 17.0 20.0 20.0 17.0 17.0
RX空中線指向減衰 dB 0.0 26.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX給電線損失 ｄB 3.0 3.0 5.0 5.0 3.0 3.0 5.0 5.0
受信入力電力 dBm -63.7 -77.3 -83.7 -97.3 -63.7 -77.3 -83.7 -97.3
フェ－ジングマ-ジン等 dB 10.6 10.6 10.6 10.6
最低受信入力 dBm -74.3 -94.3 -74.3 -94.3
干渉マージン dB 3.0 3.0 3.0 3.0
許容干渉量 ｄBm -77.3 -97.3 -77.3 -97.3
C/I dB 13.6 13.6 13.6 13.6 13.6 13.6 13.6 13.6
受信機熱雑音電力 dBm -95.8 -95.8 -97.8 -97.8 -95.8 -95.8 -97.8 -97.8

モデル2

C/I評価

F/B O/R
FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS
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希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波
TX空中線電力 dBm 43.0 43.0 23.0 23.0 43.0 43.0 23.0 23.0
TX給電線損失 dB 5.0 5.0 3.0 3.0 5.0 5.0 3.0 3.0
TX空中線利得 dBi 17.0 17.0 20.0 20.0 17.0 17.0 20.0 20.0
TX空中線指向減衰 dB 0.0 0.0 0.0 26.1 0.0 0.0 0.0 0.0
TXアンテナ高 m 40.0 40.0 6.0 6.0 40.0 40.0 6.0 6.0
RXアンテナ高 m 6.0 6.0 40.0 40.0 6.0 6.0 40.0 40.0
伝搬距離 Km 4.0 9.0 4.0 2.7 4.0 35.6 4.0 15.4
伝搬損 ｄB 135.7 147.7 135.7 129.7 135.7 173.8 135.7 155.8
宅内透過損失 dB 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX空中線利得 ｄBi 20.0 20.0 17.0 17.0 20.0 20.0 17.0 17.0
RX空中線指向減衰 dB 0.0 26.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX給電線損失 ｄB 3.0 3.0 5.0 5.0 3.0 3.0 5.0 5.0
受信入力電力 dBm -63.7 -101.8 -83.7 -103.8 -63.7 -101.8 -83.7 -103.8
受信機熱雑音電力 dBm -95.8 -95.8 -97.8 -97.8 -95.8 -95.8 -97.8 -97.8
許容干渉量 ｄBm -101.8 -103.8 -101.8 -103.8
C/I dB 38.1 38.1 20.1 20.1 38.1 38.1 20.1 20.1

I/N評価

モデル2 F/B O/R
FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS

希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波
TX空中線電力 dBm 43.0 43.0 23.0 23.0 43.0 43.0 23.0 23.0
TX給電線損失 dB 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
TX空中線利得 dBi 17.0 17.0 23.0 23.0 17.0 17.0 23.0 23.0
TX空中線指向減衰 dB 0.0 0.0 0.0 29.8 0.0 0.0 0.0 0.0
TXアンテナ高 m 40.0 40.0 16.0 16.0 40.0 40.0 16.0 16.0
RXアンテナ高 m 16.0 16.0 40.0 40.0 16.0 16.0 40.0 40.0
伝搬距離 Km 10.0 4.2 10.0 4.2 10.0 26.6 10.0 26.6
伝搬損 ｄB 133.1 120.0 133.1 120.0 133.1 149.9 133.1 149.9
宅内透過損失 dB 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX空中線利得 ｄBi 23.0 23.0 17.0 17.0 23.0 23.0 17.0 17.0
RX空中線指向減衰 dB 0.0 29.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX給電線損失 ｄB 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
受信入力電力 dBm -60.1 -76.9 -80.1 -96.9 -60.1 -76.9 -80.1 -96.9
フェ－ジングマ-ジン等 dB 13.8 13.8 13.8 13.8
最低受信入力 dBm -73.9 -93.9 -73.9 -93.9
干渉マージン dB 3.0 3.0 3.0 3.0
許容干渉量 ｄBm -76.9 -96.9 -76.9 -96.9
C/I dB 16.8 16.8 16.8 16.8 16.8 16.9 16.8 16.9
受信機熱雑音電力 dBm -95.8 -95.8 -97.8 -97.8 -95.8 -95.8 -97.8 -97.8

モデル3

C/I評価

F/B O/R
FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS

希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波
TX空中線電力 dBm 35.0 35.0 23.0 23.0 35.0 35.0 23.0 23.0
TX給電線損失 dB 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
TX空中線利得 dBi 25.0 25.0 23.0 23.0 25.0 25.0 23.0 23.0
TX空中線指向減衰 dB 0.0 0.0 0.0 29.8 0.0 0.0 0.0 0.0
TXアンテナ高 m 40.0 40.0 16.0 16.0 40.0 40.0 16.0 16.0
RXアンテナ高 m 16.0 16.0 40.0 40.0 16.0 16.0 40.0 40.0
伝搬距離 Km 10.0 4.2 10.0 4.2 10.0 26.6 10.0 26.6
伝搬損 ｄB 133.1 120.0 133.1 120.0 133.1 149.9 133.1 149.9
宅内透過損失 dB 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX空中線利得 ｄBi 23.0 23.0 25.0 25.0 23.0 23.0 25.0 25.0
RX空中線指向減衰 dB 0.0 29.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX給電線損失 ｄB 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
受信入力電力 dBm -60.1 -76.9 -72.1 -88.9 -60.1 -76.9 -72.1 -88.9
フェ－ジングマ-ジン等 dB 13.8 13.8 13.8 13.8
最低受信入力 dBm -73.9 -85.9 -73.9 -85.9
干渉マージン dB 3.0 3.0 3.0 3.0
許容干渉量 ｄBm -76.9 -88.9 -76.9 -88.9
C/I dB 16.8 16.8 16.8 16.8 16.8 16.9 16.8 16.9
受信機熱雑音電力 dBm -95.8 -95.8 -97.8 -97.8 -95.8 -95.8 -97.8 -97.8

モデル3

C/I評価

O/R
FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS

F/B
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希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波
TX空中線電力 dBm 43.0 43.0 23.0 23.0 43.0 43.0 23.0 23.0
TX給電線損失 dB 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
TX空中線利得 dBi 17.0 17.0 23.0 23.0 17.0 17.0 23.0 23.0
TX空中線指向減衰 dB 0.0 0.0 0.0 29.8 0.0 0.0 0.0 0.0
TXアンテナ高 m 40.0 40.0 16.0 16.0 40.0 40.0 16.0 16.0
RXアンテナ高 m 16.0 16.0 40.0 40.0 16.0 16.0 40.0 40.0
伝搬距離 Km 10.0 21.4 10.0 6.7 10.0 60.7 10.0 34.7
伝搬損 ｄB 133.1 145.0 133.1 127.0 133.1 174.8 133.1 156.8
宅内透過損失 dB 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX空中線利得 ｄBi 23.0 23.0 17.0 17.0 23.0 23.0 17.0 17.0
RX空中線指向減衰 dB 0.0 29.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX給電線損失 ｄB 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
受信入力電力 dBm -60.1 -101.8 -80.1 -103.8 -60.1 -101.8 -80.1 -103.8
受信機熱雑音電力 dBm -95.8 -95.8 -97.8 -97.8 -95.8 -95.8 -97.8 -97.8
許容干渉量 ｄBm -101.8 -103.8 -101.8 -103.8
C/I dB 41.7 41.7 23.7 23.7 41.7 41.7 23.7 23.7

モデル3

I/N評価

F/B O/R
FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS

希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波 希望波 干渉波
TX空中線電力 dBm 35.0 35.0 23.0 23.0 35.0 35.0 23.0 23.0
TX給電線損失 dB 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
TX空中線利得 dBi 25.0 25.0 23.0 23.0 25.0 25.0 23.0 23.0
TX空中線指向減衰 dB 0.0 0.0 0.0 29.8 0.0 0.0 0.0 0.0
TXアンテナ高 m 40.0 40.0 16.0 16.0 40.0 40.0 16.0 16.0
RXアンテナ高 m 16.0 16.0 40.0 40.0 16.0 16.0 40.0 40.0
伝搬距離 Km 10.0 21.4 10.0 11.4 10.0 60.7 10.0 45.5
伝搬損 ｄB 133.1 145.0 133.1 135.0 133.1 174.8 133.1 164.8
宅内透過損失 dB 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX空中線利得 ｄBi 23.0 23.0 25.0 25.0 23.0 23.0 25.0 25.0
RX空中線指向減衰 dB 0.0 29.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
RX給電線損失 ｄB 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
受信入力電力 dBm -60.1 -101.8 -72.1 -103.8 -60.1 -101.8 -72.1 -103.8
受信機熱雑音電力 dBm -95.8 -95.8 -97.8 -97.8 -95.8 -95.8 -97.8 -97.8
許容干渉量 ｄBm -101.8 -103.8 -101.8 -103.8
C/I dB 41.7 41.7 31.7 31.7 41.7 41.7 31.7 31.8

I/N評価

モデル3 F/B O/R
FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS FWA BS→FWA SS FWA SS→FWA BS
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参考資料４－７ 
 

MBTDD 625k-MC システムの許容干渉量について 
 
 

 第４章にて実施した同一帯域を使用する、同一 MWA システム間（BS⇔MS
間）の干渉改善量について、MBTDD 625k-MC システムの場合は MS から BS
への干渉量が BS から MS への場合に比較して大きくなる。この点についての追

加説明を述べる。 
 
①キャリアあたりの最大送信電力の差分で比較すると、MBTDD 625k-MC の場

合には、 
 基地局：45.8dBm/10MHz->33.8dBm/キャリア 
  端末 ：27.0dBm/キャリア 
となり、基地局と端末の差分は、基地局のほうが 6.8dB 大きい。 
 
②一方で、許容干渉レベルについては、 
  基地局：-101dBm/500KHz(-98dBm/MHz) 
  端末 ： -90dBm/500KHz(-87dBm/MHz) 
であり、基地局と端末の差分は、11dB 端末が強い。 
 
従って、基地局から端末への影響は送信電力差では基地局側からの方が大き

くなるが、受け側の許容量差は端末の方が大きい。 
この結果から、基地局からの端末の影響よりも端末から基地局への影響が

4.2dB（=11-6.8）大きい。すなわち、基地局からの端末への干渉よりも端末か

ら基地局への干渉の影響が大きい。 
従って、必要離隔距離についても、端末から基地局への離隔のほうが長く必

要となる結果となっている。 
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参考資料５－１ 

人体防護指針への適合性 
 
電波法施行規則では、電波の強度と生体作用との関係が定量的に明らかにさ

れており、これに基づき、電波利用システムの運用形態に応じて、電波防護指

針に適合するようシステム設計に配慮する必要がある。 
2.5GHz 帯 FWA の無線設備について、その安全性を確認するため、次のとお

り検討を行った。 
無線設備の送信 e.i.r.p.が最大の場合において、電波法施行規則第 21 条の３に

規定する電磁界強度及び電力束密度の基準値を超える送信空中線からの距離に

ついて、最悪ケース（空中線の最大輻射方向に人体が直接ばく露される場合）

を想定して算出した結果、空中線モデル等の前提条件によりバラツキはあるが、

基地局では約 3.4cm～5.3m、端末局では、モデル１は 1cm 未満～26.2cm、モデ

ル２は 3.3cm～52.6cm、モデル３は 2.1cm～33.2cm となる。 
こうした最悪ケースを想定した場合には、基準値を超える距離内の場所には、

容易に人体が空中線に近接することのないような対策を施すか、あるいは、空

中線から放射される 6 分間平均の電磁界強度を低減するような対策を要するこ

とに留意する必要があるが、一般的な機器においては、空中線が人体に直接接

触するような構造にはなっておらず、また、FWA 利用であることにより、空中

線と人体との離隔距離が、基地局の場合には 40m 程度、端末局の場合には、モ

デル１の場合には 3m 程度、モデル２の場合には 6m 程度、モデル３の場合には

16m 程度が確保されるため、特段支障はないと考えられる。 
 
１ 基準値  

表 5.1 人体が電波に均一にばく露される場合の電波の強度の既定値 

（電波法施行規則別表第 2 号の 3 の 2） 
周波数 電界強度 磁界強度 電力束密度 平均時間 

1.5GHz を超え 
300GHz 以下 

61.4V/m 0.163A/m 1mW/cm2 6 分 

 

表 5.2 人体が電波に不均一にばく露される場合の電波の強度の値 

（平成 11 年郵政省告示第 301 号） 
周波数 電界強度の

空間的 
平均値 

磁界強度の

空間的 
平均値 

電力束密度

の空間的 
平均値 

電力束密度

の空間的 
最大値 

平均時間

1.5GHz を超え

300GHz 以下 
61.4V/m 0.163A/m 1mW/cm2 2mW/cm2 6 分 
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２ 検討結果  
(1) 前提条件 
ア 検討対象システムの諸元 

2.5GHz 帯 FWA 
(送信 e.i.r.p.が最大のもの)

最大空中線電力 最大送信空中線 
絶対利得真値 

給電線系損失

 モデル１ 
モデル２ 

20W 17dBi 
5dB 基地局 

 モデル３ 3.2W 25dBi 
 モデル１ 0.200W 10dBi 0dB 

端末局 モデル２ 0.200W 20dBi 3dB 
 モデル３ 0.200W 23dBi 5dB 

 
イ 反射係数 

 すべての反射を 
考慮しない場合 

大地面の反射を 
考慮する場合 

水面等大地面以外の 
反射を考慮する場合 

反射係数 
（K ） 

1 2.56 4 

算出地点付近にビル、鉄塔、金属物体等の建造物が存在し強い反射を生

じさせるおそれがある場合、算出した電波の強度の値に 6dB を加える。 
 
 

(2) 算出結果 
ア K=1 の場合 

条 件 
システム形態 

基地局 端末局 
モデル１／２ モデル３ モデル１ モデル２ モデル３ 

ｺﾘﾆｱｱﾚｲｱﾝﾃﾅ      
最大寸法(D) 1.5m 程度 - 40cm 程度 - - 

無指向ﾀｲﾌﾟ 
調整距離 

3.36cm 
(13.36cm) - 1.00cm 以下

(1.53cm) - - 

 90 度ｾｸﾀﾀｲﾌﾟ 
調整距離 

13.43cm 
(53.44cm) - 1.54cm 

(6.11cm) - - 

開口面ｱﾝﾃﾅ      
直径(D) - 80cm 程度 15cm 程度 47cm 程度 80cm 程度 

開口効率 - 0.6 0.6 0.6 0.6 

調整距離 - 33.13cm 
(1.32m) 

6.58cm 
(26.18cm) 

3.30cm 
(13.13cm) 

2.09cm 
(8.29cm) 
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イ K=2.56 の場合 

条 件 
システム形態 

基地局 端末局 
モデル１／２ モデル３ モデル１ モデル２ モデル３ 

ｺﾘﾆｱｱﾚｲｱﾝﾃﾅ      
最大寸法(D) 1.5m 程度 - -   

無指向ﾀｲﾌﾟ 
調整距離 

8.59cm 
(34.20cm) - - - - 

 90 度ｾｸﾀﾀｲﾌﾟ 
調整距離 

34.36cm 
(1.37m) - - - - 

開口面ｱﾝﾃﾅ      
直径(D) - 80cm 程度 - 47cm 程度 80cm 程度 

開口効率 - 0.6 - 0.6 0.6 

調整距離 - 84.81cm 
(3.38m) - 8.45cm 

(33.61cm) 
5.33cm 

(21.21cm) 
 
ウ K=4 の場合 

条 件 
システム形態 

基地局 端末局 
モデル１／２ モデル３ モデル１ モデル２ モデル３ 

ｺﾘﾆｱｱﾚｲｱﾝﾃﾅ      
最大寸法(D) 1.5m 程度 - - - - 

無指向ﾀｲﾌﾟ 13.43cm 
(54.44cm) - - - - 

 ｾｸﾀﾀｲﾌﾟ 
(90°) 

53.69cm 
(2.14m) - - - - 

開口面ｱﾝﾃﾅ      
直径(D) - 80cm 程度 - 47cm 程度 80cm 程度 

開口効率 - 0.6 - 0.6 0.6 

開口面ﾀｲﾌﾟ - 1.33m 
(5.28m) - 13.19cm 

(52.51cm) 
8.33cm 

(33.13cm) 
 
注１ 代表周波数は 2600MHz とした。 
注２ 括弧内距離は、強い反射を生じる場合の調整距離を示す。 
注３ 一般的な FWA 機器を想定し、無線設備の電波の送信時間率を 50%

とした。 
注４ 端末局モデル１については、屋外利用は想定されないため、K=2.56

及び 4 の場合の検討は省略した。 
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